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インフラストラクチャー研究所とは？ 

 
日本社会は、人口減少の時代をむかえ、これまで社会を支えてきたシステムは大きな変革を迫ら

れています。 
こうした状況の中でも、将来に禍根を残すことなく、安全で、美しく、活力のある国土を形成す

るためには、良質な社会資本の着実な蓄積とともに、適切な機能を引き続き保持することが重要で

す。変革の時代において、社会資本の整備・保全のシステムについても様々なものが生まれ、これ

に伴い事業主体と設計者と施工者の関係も多様な形態がとられるようになってきています。また、

情報技術の進展によっても様々な技術やシステムに変革が生じており、建設コンサルタントの業務

環境に大きな影響をもたらしています。 
建設コンサルタント業が産業として、今後とも社会資本整備保全の中枢を担っていくためには、

こうした社会・経済の動向を的確に把握するとともに、 
 ○建設コンサルタント技術者のあるべき姿とそのための教育訓練  
 ○社会資本整備のあり方と建設コンサルタントの役割  
 ○社会・経済システムの変革に伴うニュービジネスの開拓  

等の課題について、常に、幅広く研究を行い、その成果を啓蒙・教育・訓練により、技術者の資質

の向上に反映させていくことが必要です。 
本協会では、こうした課題について、継続的に対応し、実効性の高い成果を得るために、会員企

業の技術者による各種委員会活動を展開するほか、「インフラストラクチャー研究所」を設置して、

専任の研究員を置き、業界としての共通・根本的あるいは先進的な課題に取り組んでいます。   
 
 



０．はじめに 

本書は、平成18年9月1日から平成20年8月31日までの２年間、社団法人建設コンサ
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とりまとめにあたり、ご指導いただいた藤本貴也所長、奥野晴彦前所長、ならびに

同時期に研究所に在籍した研究員諸氏に、この場をお借りして深く感謝いたします。 
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１．行政投資の実態 

１－１．目的 

『公共事業の現状について』勉強会での説明資

料作成を目的として、建設コンサルタンツ協会各

支部である全10ブロック(表-1.1.1。以下、ブロッ

ク）単位の行政投資実態を整理した。なお、『公共

事業の現状について』勉強会は表-1.1.2の日程で

行われた。 

表-1.1.1 ブロック別都道府県一覧 

ブロック 都道府県名 

北海道 北海道 

東北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

関東Ａ 埼玉、千葉、東京、神奈川 

関東Ｂ 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 

北陸 新潟、富山、石川 

中部 岐阜、静岡、愛知、三重 

近畿 福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、

和歌山 

中国 鳥取、島根、岡山、広島、山口 

四国 徳島、香川、愛媛、高知 

九州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、

鹿児島、沖縄 

※分類は協会の支部に準拠した。 

表-1.1.2 『公共事業の現状について』 

勉強会実施日程（いずれも平成 18年内） 

月日 対象支部名 

10月13日 近畿支部 

10月17日 九州支部 

10月19日 北陸支部 

10月26日 中部支部 

10月31日 北海道支部 

11月22日 関東支部 

12月７日 四国支部 

１－２．研究概要 

「平成15年度 行政投資実績 都道府県別行政

投資実績報告書(以下、行政投資報告書)1」が平成

18年５月に発行された。行政投資報告書は、各都

                            
1
総務省自治行政局地域振興課発行 

道府県で実施された公共投資実績が記載されてい

る。なお、行政投資実績は以下のⅠ～Ⅷの事業分

野を対象に調査されている。 

Ⅰ．一般事業(道路や治山治水等) 

Ⅱ．公営企業(水道、電気ガス等) 

Ⅲ．収益事業 

Ⅳ．国民健康保険事業 

Ⅴ．老人保健医療事業 

Ⅵ．介護保険事業 

Ⅶ．公共質屋事業 

Ⅷ．公立大学附属病院事業 

また、事業目的別行政投資額(表-1.2.1)や、事

業主体別(表-1.2.2)の行政投資額についても記載

されている。 

表-1.2.1 事業目的別行政投資額の分類 

生活基盤投資

産業基盤投資

農林水産投資

国土保全投資

その他の投資

市町村道、街路、都市計画、住宅、環境衛生、厚生
福祉（病院、介護サービス、国民健康保険、老人保
健医療、介護保険、公立大学附属病院の各事業を
含む。）、文教施設、水道及び下水道の各投資

国県道、港湾（港湾整備事業を含む。）、空港及び工
業用水の各投資

農林水産業関係の投資

治山治水及び海岸保全の投資

失業対策、災害復旧、官庁営繕、鉄道、地下鉄、電
気、ガス等上記以外の各事業の投資

 

表-1.2.2 事業主体別行政投資額の分類 

A 国費
（国及び公団等の事業費）－（地方公共
団体の直轄事業負担金）

B 都道府県費 都道府県歳出の直轄事業負担金

C 市町村費 市町村歳出の直轄事業負担金

A 国費
都道府県歳入科目の「国庫支出金」とし
て、当該年度に歳入決算されたもの

B 都道府県費 Ａ及びＣ以外の財源

C 市町村費
都道府県歳入科目の「負担金・分担金・
寄付金」のうち、市町村歳出に係るもの

A 国費
市町村歳入科目の「国庫支出金」及び
「都道府県支出金」のうち国庫財源分で
当該年度に歳入決算されたもの

B 都道府県費
市町村歳入科目の「都道府県支出金」か
ら国庫財源分を控除した額

C 市町村費 Ａ及びＢ以外の財源

市町村の事業

国の事業

都道府県の事業

 

本研究では、一般事業(道路や治山治水等)、お

よび全事業のそれぞれについて経年的な投資額を

整理するとともに、事業目的別および事業主体別

についても整理し、各ブロックの投資実態を把握

することとした。 
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１－３．研究成果 

１－３－１．全国的な行政投資の傾向 

(1)行政投資額の経年変化 

行政投資額全体では、平成５年度～７年度付近

のバブル期に50兆円程度の行政投資額があった。 

しかし、平成８年度以降バブル経済の崩壊とと

もに減少し、平成15年度には30兆円程度と、ピー

ク時の６割程度の昭和63年度規模まで落ち込んで

いる(図-1.3.1)。 
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図-1.3.1 事業目的別投資額の推移 

【全国：全事業】 

(2)行政投資額の構成比 

行政投資額の構成比を見ると、生活基盤投資が

ほぼ半分を占め、次いで産業基盤投資が２割を占

める状況であり、この傾向は過去ほとんど変わら

ない状況である(図-1.3.2)。 
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図-1.3.2 事業目的別投資額の構成比 

【全国：平成６～15年度の全事業合計】 

(3)事業主体別行政投資額の経年変化 

事業主体である国、都道府県、市町村とも、平

成５年度以降はほぼ同じ傾向で減少し、平成15年

度度には平成５年度の６割程度の行政投資額まで

減少している(図-1.3.3)。 

0

5

10

15

20

25

H5 H10 H11 H12 H13 H14 H15
年度

投
資
額
（
兆
円
）

国

都道府県

市町村

 
図-1.3.3 事業主体別投資額の推移 

【全国：全事業】 

(4)事業主体の構成比 

全事業でみると、国の割合が25％、都道府県が

35％、市町村が40％程度の投資額であり、経年的

な変化はあまり見られない(図-1.3.4)。 

一方、一般事業では、国の割合が30％、都道府

県と市町村が35％程度の投資額であり、全事業と

異なり国の投資額が増え、市町村の投資額が減る

傾向にある。これは一般事業に占める市町村道の

投資額が多いためである。 

26.8% 28.3% 29.2% 30.5% 30.0% 30.8% 30.0%

34.7%
36.8% 36.2% 35.2% 34.7% 34.2% 35.1%

38.5% 34.9% 34.6% 34.4% 35.3% 35.0% 34.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H5 H10 H11 H12 H13 H14 H15年度

国 都道府県 市町村一般事業

22.1% 23.4% 24.0% 25.2% 25.0% 25.6% 24.7%

33.0% 34.5% 33.9% 33.2% 32.7% 32.1% 33.0%

44.9% 42.2% 42.1% 41.6% 42.3% 42.3% 42.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H5 H10 H11 H12 H13 H14 H15年度

国 都道府県 市町村全事業

 
図-1.3.4 事業主体の構成比【全国】 
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１－３－２．ブロック別行政投資の実態 

(1)整理事項 

ブロック別の行政投資の実態を把握するため、

以下の６項目について整理を行った。 

また、各項目は詳細分析の基礎資料となること

を期待して、都道府県別にも整理を行った。 

 

1)事業目的別投資額の推移 

図-1.3.1 と同様に、事業目的別投資額の経年

的な推移を整理した。 

2)事業目的別投資額の割合 

図-1.3.2 と同様に、事業目的別投資額の構成

比を整理した。 

3)事業目的別投資合計額の傾向 

上記②で整理した事業目的別投資額の全国平

均を 100とし、各ブロックの構成比を全国平均

と比較整理した。 

4)事業主体別投資額の推移 

図-1.3.3 と同様に、一般事業および全事業に

ついて事業主体別投資額の推移を整理した。 

5)事業主体の構成比 

図-1.3.3 と同様に、一般事業および全事業に

ついて事業主体の構成比を整理した。 

6)人口・面積に対する行政投資額 

各ブロック(又は都道府県)の人口・面積に対

する行政投資額(IPA)を下式により算出し、整理

した。 

A
IPA

面積人口

行政投資額

•
=

P
I
 

以降では、1)で整理した行政投資額の経年変化

と、3)で整理した各ブロックの構成比をもとに、

各ブロックの行政投資の実態を全国平均と比較し

ながら考察する。 

(2)ブロック別の行政投資の実態 

1)北海道ブロック 

行政投資額は、平成 10年度までは緩やかな上

昇傾向であった。その後は減少傾向に転じ、平

成 15 年度にはピーク時の６割程度まで落ち込

むなど、全国平均とほぼ同じ傾向である。 

また、各事業目的別投資額も平成 10年をピー

クに減少傾向に転じるなど、同様の傾向を示し

ている(図-1.3.5(1))。 

行政投資額の割合では、全国平均の２倍以上

の割合で農林水産投資が行われている。また、

産業基盤投資、国土基盤投資も全国平均より高

い割合で投資されている。 

反対に生活基盤投資は全国平均の７割程度と、

低い割合であることが北海道ブロックの特徴と

いえる(図-1.3.5(2))。 
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図-1.3.5(1)  事業目的別投資額の推移 

【北海道：全事業】 

産業,

25.6%

農林,

18.5%

国土,

11.6%

その他,

8.6%

生活,

35.6%

0

50

100

150

200
生活

産業

農林国土

その他

 

図-1.3.5(2) 事業目的別投資額の割合 

【北海道：平成６～15年度の全事業合計】 
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2)東北ブロック 

東北ブロックでは、平成５年度～７年度付近

のバブル期以降も行政投資額はゆるやかな増加

傾向にあった。なかでも産業基盤投資(国県道や

港湾への投資)が増加していた。 

その後、平成 10年度に 4.6兆円程度のピーク

を迎えた以降は減少傾向に転じ、平成 15年度に

は全国平均と同様にピーク時の約６割程度まで

落ち込む結果となっている(図-1.3.6(1))。 

行政投資額の構成比では、農林水産投資に偏

りが見られ、注力してきたのが東北ブロックの

特徴と考えられる(図-1.3.6(2))。 

しかし、平成７年度以降は農林水産投資も減

少している一方、国土基盤投資はほとんど変化

なく推移しており、平成 15年度には農林水産投

資と同額程度になっている。 
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図-1.3.6(1)  事業目的別投資額の推移 

【東北：全事業】 
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図-1.3.6(2) 事業目的別投資額の割合 

【東北：平成６～15年度の全事業合計】 

3)関東Ａブロック 

関東Ａブロックの行政投資額は、平成５年度

に 12 兆円程度のピークを迎えた以降は著しい

減少傾向に転じている。なかでも生活基盤投資

(街路、都市計画等)の減少が著しく、平成 15

年度にはピーク時の半分以下まで落ち込む結果

となっている(図-1.3.7(1))。 

行政投資額の構成比では、農林水産投資がほ

とんどなされておらず、産業基盤投資や国土保

全投資も全国平均に比べ構成比が低い。 

生活基盤投資が６割を超えるブロックはほか

になく、農林水産投資が生活基盤投資やその他

に割り振られているのが関東Ａブロックの特徴

と考えられる(図-1.3.7(2))。 

なお、その他への投資は、官庁営繕(国立大学

の移転等)が平成 14年度に行われたためである

と考えられる。 
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図-1.3.7(1)  事業目的別投資額の推移 

【関東Ａ：全事業】 
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【関東Ａ：平成６～15年度の全事業合計】 
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4)関東Ｂブロック 

平成５年度～７年度付近のバブル期をピーク

に減少傾向に転じ、平成 15年度には昭和 63年

度規模まで落ち込むなど、全国平均とほぼ同じ

傾向を示している(図-1.3.8(1))。 

行政投資額の構成比も同様に、全国平均と同

じ傾向である(図-1.3.8(2))。 
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【関東Ｂ：全事業】 

0

50

100

150

200
生活

産業

農林国土

その他

産業,

19.9%

農林,

9.5%

国土,

10.6%

その他,

12.4%

生活,

47.7%

 
図-1.3.8(2) 事業目的別投資額の割合 

【関東Ｂ：平成６～15年度の全事業合計】 

5)北陸ブロック 

北陸ブロックでは、平成５年度～７年度付近

のバブル期以降横ばいであったが、平成 10年度

以降は減少傾向に転じている。平成 15年度には

全国平均と同様にピーク時の約６割程度まで落

ち込む結果となっている(図-1.3.9(1))。 

行政投資額の構成比では、全国平均に比べ国

土基盤投資と農林水産投資に重点が置かれ、投

資額が経年的にも変化していないのが北陸ブロ

ックの特徴と考えられる。(図-1.3.9(2))。 

0

1

2

3

4

5

6

昭
和
6
2

6
3

平
成
元

2 3 4 5 6 7 8 9

1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

年度

行
政
投
資
額
（
兆
円
）

合計 生活 産業

農林 国土 その他
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【北陸：全事業】 
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【北陸：平成６～15年度の全事業合計】 
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6)中部ブロック 

中部ブロックでは、平成５年度以降横ばい状

態が続き、平成 10年度以降減少傾向に転じた。 

産業基盤投資は、平成 14年度まで上昇傾向に

あり、これは平成 16年度に開催された万国博覧

会に関連する国県道整備などに充てられたと考

えられる(図-1.3.10(1))。 
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【中部：全事業】 

行政投資額の構成比では、道路整備などの産

業基盤投資に重点がおかれ、農林水産投資が低

い割合であるのが中部ブロックの特徴と考えら

れる。(図-1.3.10(2))。 
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【中部：平成６～15年度の全事業合計】 

7)近畿ブロック 

近畿ブロックでは、平成７年度、８年度をピ

ークとし、９兆円近い行政投資があったものの、

平成 10年度以降は減少傾向に転じている。 

平成 15年度にはピーク時の約５割程度と、全

国平均より低い割合まで落ち込む結果となって

いる (図-1.3.11(1))。 

行政投資額の構成比では、農林水産投資が全

国平均の約半分と低い割合となっている。 

反対に産業基盤投資、国土基盤投資の割合が

高いのが近畿ブロックの特徴と考えられる。(図

-1.3.11(2))。 
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【近畿：全事業】 
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【近畿：平成６～15年度の全事業合計】 
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8)中国ブロック 

中国ブロックは、平成５年度以降横ばい状態

が続き、平成 10年度以降減少傾向に転じている

など、中部ブロックに似た傾向であるが、産業

基盤投資が中部ブロックほど多く投資されてい

ない状況である(図-1.3.12(1))。 

行政投資額の構成比では、全国平均に比べそ

の他への投資が低い割合となっている。 

反対に、産業基盤、国土基盤、農林水産投資

が多くなっているのが中国ブロックの特徴と考

えられる。(図-1.3.12(2))。 
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【中国：全事業】 
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【中国：平成６～15年度の全事業合計】 

9)四国ブロック 

四国ブロックは、平成 10年度までゆるやかな

上昇傾向であり、他のブロックとはことなる傾

向を示している。その後は減少傾向に転じ、平

成 15年度にはピークの６割程度になるなど、全

国平均と同じ傾向である図-1.3.13(1))。 

行政投資額の構成比では、全国平均に比べ生

活基盤投資が著しく低い割合となっている。 

反対に、産業基盤、国土基盤、農林水産投資

が高くなっているのが四国ブロックの特徴と考

えられる。(図-1.3.13(2))。 
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【四国：全事業】 
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【四国：平成６～15年度の全事業合計】 
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10)九州ブロック 

九州ブロックは、全体として平成５年度以降

横ばい状態が続き、平成 10年度を境に減少傾向

に転じているなど、中部ブロックや中国ブロッ

クに似た傾向を示している。 

なお、生活基盤投資以外は平成 10年度まで緩

やかな上昇傾向であることが他のブロックと異

なる傾向であり、平成 15年度でもピーク時の７

割程度の投資額である(図-1.3.14(1))。 

行政投資額の構成比では、全国平均に比べ農

林水産投資が高い割合となっている。 

それ以外は、ほぼ全国平均と同様の構成とな

っているのが九州ブロックの特徴と考えられる。

(図-1.3.14(2))。 
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【九州：全事業】 
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【九州：平成６～15年度の全事業合計】 

１－４．まとめ 

これらの集計だけで公共投資のすべてが言える

かはさらなる分析が必要である。現段階ではひと

つの資料として受け止めて頂きたい。 

いずれにしろ、行政投資額自体は現在も引き続

き減少する傾向にあるものの、必要不可欠な投資

であるため、今後も行政投資のデータ収集、整理

を進めることが望まれる。 

以上 

 

(平成 19年 12月追記) 

平成 16年度以降は、道路公団等の民営化を受け

て、行政投資実績額の集計方法が変更となった。 

そのため、平成 15 年度までの統計値と、平成

16 年度以降の統計値を単純に比較することがで

きない状況にある。しかし、継続して行政投資の

データ収集、整理を進めることが望ましいと考え

られる。 
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２．品確法とその対応 

２－１．目的 

ＲＣＣＭ資格の更新講習会にて配布する自主学

習教材(ＣＤ－ＲＯＭ)の基礎資料作成を目的とし

て、『公共工事の品質確保の促進に関する法律（平

成１７年法律第１８号）』の内容について整理した。 

２－２．研究概要 

『公共工事の品質確保の促進に関する法律（平

成１７年法律第１８号）1』(以下、品確法という)

は、平成17年４月１日に施行された。 

この法律では、価格と品質に優れた契約を公共

工事の契約の基本に位置付け、この基本が守られ

るよう全ての発注者に対して、 

１）個々の工事において入札に参加しようとす

る者の技術的能力の審査を実施しなければ

ならないこと 

２）民間の技術提案の活用に努めること 

３）民間の技術提案を有効に活用していくため

に必要な措置（技術提案をより良いものに

するための対話、技術提案の審査に基づく

予定価格の作成等） 

等について規定されている。本研究では、建設

コンサルタントの業務に関連する内容について、

Ⅰ品確法の概要、Ⅱコンサルタントの選定・契約、

Ⅲ発注者支援業務、Ⅳその他最近の話題の４部構

成としてとりまとめた。 

２－３．研究成果 

２－３－１．品確法の概要 

(1)品確法の背景、目的 

我が国における、入札・契約制度を規定してい

るのは、数次にわたって改正されているものの、

基本的には1889年(明治22年)に制定された明治会

計法である。また、地方公共団体の調達制度も国

に倣い、地方自治法や地方財政法により規定され

ている。 

                            
1 参考 URL：国土交通省「技術調査関係」 
http://www.mlit.go.jp/tec/nyuusatu/keiyaku/170401/index.html 

この明治会計法に基づく公共調達は、落札者の

決定が基本的には価格のみによって決定されるた

め、公共工事の品質を考慮することができないと

いう欠陥を抱えていた。 

その一方で、我が国の厳しい経済事情から、公

共投資が減少した社会的背景がある。 

受注をめぐる価格競争が激化の一途をたどり、

著しい低価格による入札が急増した。その結果、

事故や手抜き、下請け業者や労働者へのしわ寄せ

等による品質の低下をもたらした。 

加えて、工事の適切な監督、検査が実施できな

いなど、発注者側の技術低下も問題視され、公共

事業の品質低下が懸念されている。 

これらを踏まえ、平成12年２月の自民党勉強会

での、「対策が必要である」との認識のもと、議員

立法(国会議員が立案)により、公共事業の品質確

保を促進することを目的に立憲され、品確法は平

成17年４月に施行された。 

(2)品確法のポイント 

品確法のポイントは『公共調達の革命』であり、

具体的には、品質確保のための基本理念と、発注

者の責務を明確化したことにある。 

以降では、これら品確法のポイントである、「基

本理念」と「発注者の責務」について整理すると

ともに、基本的な方針やその他のポイントの整理

を行った。 

1)基本理念 

３条に掲げられる『価格と品質が総合的に優れ

た内容の調達』のなかに、『公共工事に関する調

査及び設計の品質が確保されるようにしなけれ

ばならない(３条７項)』と明示されている。 

ここでは、公共工事に関する調査及び設計の品

質が、公共工事の品質確保を図る上で重要な役

割を果たすとの認識が示されており、法律上調

査設計の重要さが認識されたのは画期的なこと

である。 

なお、立案時には第16条としてコンサルタント
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業について明示されていたが、３条７項に編入

されたことで、適用範囲が拡大された。 

2)発注者の責務 

『発注者は、仕様書及び設計書の作成、予定価

格の作成、入札及び契約の方法の選択、契約の

相手方の決定、工事の監督及び検査ならびに工

事中及び完成時の施工状況の確認及び評価その

他の業務（以下、発注関係事務という）を適切

に実施しなければならない(６条)』としている。 

同様に受注者に対しても『公共工事の受注者は、

基本理念にのっとり、契約された公共工事を適

正に実施するとともに、そのために必要な技術

的能力の向上に努めなければならない。(７条)』

と明示されているが、受注者にくらべ発注者の

責務がより明確になったことがポイントである。 

3)基本方針 

基本的な方針として、以下の二つがあげられて

いる。 

 

①公共工事の品質確保の促進の意義 

発注者が主体的に責任を果たすことにより、

経済性に配慮しつつ、価格以外の多様な要素を

も考慮して、価格及び品質が総合的に優れた内

容の契約がなされることが重要とされた。 

 

②公共工事の品質確保の促進のための施策に関

する基本的な方針 

・技術提案の求め方 

発注者の求める工事内容を実現するための

施工上の提案や、構造物の品質の向上を図る

ための高度な技術提案を求める場合には、例

えば設計・施工一括発注方式等により工事目

的物自体についての提案を認めるなど、提案

範囲の拡大に努めることとされた。その他に

も、表-2.3.1のような提案があげられている。 

表-2.3.1 技術提案の提案範囲 

施工上の

提案 

安全対策、交通や環境への

影響、工期の縮減等 

工事目的

物の性能

強度、耐久性、維持管理の

容易さ、環境改善への寄与

等 

その他 
景観との調和、ライフサイ

クルコスト等 
 

・技術提案の改善 

技術提案の改善を求め、または提案する機

会を与えることができる。また、透明性の確

保のため、概要を速やかに公表することも盛

り込まれた。 

・高度な技術提案を求めた場合の予定価格 

各々の提案とそれに要する費用が適切であ

るかを審査し、最も優れた提案を採用できる

よう予定価格を作成することができる。 

また、中立かつ公正な立場から判断できる

学識経験者の意見を聴取技術提案の改善を求

め、または提案する機会を与えることができ

ることが盛り込まれた。 

4)その他のポイント 

その他のポイントとして、『発注関係事務を適

切に実施することのできる者の活用』がある。

具体的には、国、都道府県以外の者で、『公正な

立場で継続して円滑に発注関係事務を遂行でき

る組織において、職員が知識経験を有している』

条件に該当するものを活用することがあげられ

ている。 

また、当面公共工事を発注する地方公共団体に

対して設計、積算、工事管理等の支援を行うこ

とのできる公益法人を活用しつつ、民間企業に

ついても技術的能力及び公正性を確保すること

で選定の対象とすることができるよう必要な環

境整備に努めることも盛り込まれている。 
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２－３－２．コンサルタントの選定・契約 

(1)プロポーザル方式による契約 

1)会計法上の契約方式 

会計法上に記載されている従前の入札契約方

式は、次の３つに大別される。 

①一般競争入札 

基本とされる契約方式。 

原則として、価格競争である一般競争入札

により契約するものとされており、公共工事

の品質を確保することが困難となっていた。 

②指名競争入札 

競争に加わるべきものが少ない場合、また

は競争することで不利が生じる場合に用いら

れる契約方式。 

③随意契約 

競争を許さない場合や、緊急の必要がある

場合、競争することで不利が生じる場合に用

いられる契約方式。 

2)業務内容に応じた入札契約方式の選定 

設計・コンサルタント業務には、単純な作業

により実施可能な業務から技術的に高度な能力

を必要とする業務まで、きわめて多岐にわたる

業務が含まれる。 

このため、「設計・コンサルタント業務等入札

契約問題検討委員会中間とりまとめ」（平成12

年４月）における提言等を踏まえ、図-2.3.1に

示すとおり、個々の業務内容を評価し、業務の

内容に応じた入札契約方式を採用することとな

った。 

図-2.3.1によると、高度な知識や構想力、応

用力を必要としない業務に関しては、従来の競

争入札方式であるが、標準的な業務の実施手法

等が定められていないなど、相応の知識や構想

力、応用力が必要な場合には、プロポーザル方

式となる。また、プロポーザル方式の中でも知

識、構想力、応用力ともに高度なものが要求さ

れる業務に関しては、技術提案の内容と企業や

技術者の能力を総合的に評価する総合評価型方

式のプロポーザルとなる。 

技術者評価
プロポ

総合評価
プロポ

競争入札 技術者評価
プロポ

必要な構想力、応用力

必
要

知
識

 
図-2.3.1 プロポーザル方式の適用区分 

3)予定価格に応じた分類 

図-2.3.2に示すとおり、業務の予定価格によ

っても入札契約方式の適用区分が変わる。 

プロポーザル方式では、１件につき予定価格

が5,000万円以上の業務のうち、「政府調達に関

する協定2」の適用対象となる業務については、

公募型及び簡易公募型により建設コンサルタン

ト等を選定してきた。 

一方、競争入札方式では、「政府調達に関する

協定」の適用範囲から除かれる詳細設計等の業

務についても、簡易公募型競争入札方式に準じ

て選定する点が異なっている。 

・プロポーザル方式 ・競争入札方式

7,200

5,000
（4,000）

公募型

簡易公
募型

標準

公募型

簡易公
募型

簡易公募
型に準じた
方式

指名競争

政府協定対象 対象外

(万円)

政府協定対象 対象外  

図-2.3.2 予定価格に応じた 
プロポーザルの適用区分 

                            
2
「政府調達に関する協定」 

ウルグアイ・ラウンドの多角的貿易交渉と並行して交渉が

行われた結果、1994 年 4月にモロッコのマラケシュで作成さ

れ、1996年 1月 1日に発効した国際約束（条約）。 
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4)契約方式別発注実績 

図-2.3.3は、建設コンサルタンツ協会の会員

企業に対して行った受注実績調査3の結果をも

とに、件数と金額を「随意契約」「プロポーザル」

「競争入札」の３方式に大別して整理したもの

である。 

図-2.3.3(1)によると、国の機関等では、平成

12年度当時は競争入札方式が件数で６割、金額

では７割を占めていたが、平成16年現在ではプ

ロポーザル方式と随意契約を合わせた場合、件

数・金額ともに競争入札を上回っている状況で

ある。 

なかでも、平成16年度においては、プロポー

ザル方式の件数が10％に満たないにもかかわら

ず、金額は20％を超えており、発注金額の高い

業務がプロポーザル方式となっている状況を裏

付けている。 

なお、プロポーザル方式のみで言えば、国の

機関等で４倍の発注件数となっている。 

一方、図-2.3.3(2)によると、地方公共団体で

は、平成16年度現在でも件数、金額とも競争入

札が上回っているものの、平成12年度当時は競

争入札の金額・件数とも８割以上であったが、

平成16年度では件数が８割未満と若干少なくな

っている。 

プロポーザル方式のみで言えば、地方公共団

体では３倍の発注件数となっていることから、

地方公共団体における入札契約方式も、国の機

関等と同様に、プロポーザル方式へ転換する傾

向にある。 

しかし、競争入札による発注金額が８割以上

であることから、プロポーザル方式が地方公共

団体にいまだ浸透していない状況である。 

                            
3 「平成 17年度受注実績調査」、建設関連５団体調査 
提出件数485／868 社。 

随意契約

プロポーザル

競争入札

合計
額

随意契約

プロポーザル

競争入札

合計

　　　　　　　　　　　国の機関等
　H12 　H13 　H14 　H15 　H16
36.0 40.4 41.2 42.1 44.4

8,745 9,580 10,365 10,441 10,152

2.6 4.6 5.4 7.3 9.8

ル 1,121 1,279 1,827 2,224 2,245

59.4 54.3 51.6 48.9 45.8

14,411 12,877 12,979 12,113 10,445

100.0 100/0 100.0 100.0 100.0

24,277 23,736 25,171 24,778 22,852

　　　　　　　　　　　国の機関等
　H12 　H13 　H14 　H15 　H16
22.7 24.1 23.5 28.6 30.7

66,891 58,445 60,408 73,320 79,193

8.8 11.5 16.2 19.1 21.2

ル 25,787 27,800 41,488 49,015 54,667

68.5 64.4 60.3 52.4 48.0

201,944 155,902 154,775 134,466 123,730

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

294,622 242,247 256,671 256,801 257,590

上段は構成比件数

金額 単位：百万円、上段は構成比

随意契約

プロポーザル

競争入札

合計
額

随意契約

プロポーザル

競争入札

合計

　　　　　　　　　　　国の機関等
　H12 　H13 　H14 　H15 　H16
36.0 40.4 41.2 42.1 44.4

8,745 9,580 10,365 10,441 10,152

2.6 4.6 5.4 7.3 9.8

ル 1,121 1,279 1,827 2,224 2,245

59.4 54.3 51.6 48.9 45.8

14,411 12,877 12,979 12,113 10,445

100.0 100/0 100.0 100.0 100.0

24,277 23,736 25,171 24,778 22,852

　　　　　　　　　　　国の機関等
　H12 　H13 　H14 　H15 　H16
22.7 24.1 23.5 28.6 30.7

66,891 58,445 60,408 73,320 79,193

8.8 11.5 16.2 19.1 21.2

ル 25,787 27,800 41,488 49,015 54,667

68.5 64.4 60.3 52.4 48.0

201,944 155,902 154,775 134,466 123,730

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

294,622 242,247 256,671 256,801 257,590

上段は構成比件数

金額

随意契約

プロポーザル

競争入札

合計
額

随意契約

プロポーザル

競争入札

合計

　　　　　　　　　　　国の機関等
　H12 　H13 　H14 　H15 　H16
36.0 40.4 41.2 42.1 44.4

8,745 9,580 10,365 10,441 10,152

2.6 4.6 5.4 7.3 9.8

ル 1,121 1,279 1,827 2,224 2,245

59.4 54.3 51.6 48.9 45.8

14,411 12,877 12,979 12,113 10,445

100.0 100/0 100.0 100.0 100.0

24,277 23,736 25,171 24,778 22,852

　　　　　　　　　　　国の機関等
　H12 　H13 　H14 　H15 　H16
22.7 24.1 23.5 28.6 30.7

66,891 58,445 60,408 73,320 79,193

8.8 11.5 16.2 19.1 21.2

ル 25,787 27,800 41,488 49,015 54,667

68.5 64.4 60.3 52.4 48.0

201,944 155,902 154,775 134,466 123,730

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

294,622 242,247 256,671 256,801 257,590

上段は構成比件数

金額 単位：百万円、上段は構成比

 
図-2.3.3(1) 契約方式別発注実績一覧 

（国の機関等） 

随意契約

プロポーザル

競争入札

合計
額

随意契約

プロポーザル

競争入札

合計

　　　　　　　　　　地方公共団体
　H12 　H13 　H14 　H15 　H16
18.1 18.8 20.2 22.6 23.0

11,356 11,137 11,618 13,031 12,760

0.3 0.5 0.5 0.7 0.9

178 295 295 400 482

81.6 80.7 79.3 76.7 76.1

51,160 47,853 45,719 44,188 42,125

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

62,694 59,285 57,632 57,619 55,367

　　　単位百万円　　上段は構

　　　　　　　　　　地方公共団体　
　H12 　H13 　H14 　H15 　H16
10.4 9.9 9.8 11.5 11.5

44,778 37,188 34,374 37,483 35,820

0.5 0.7 1.0 1.4 1.7

2,113 2,680 3,322 4,408 5,298

89.1 89.4 89.2 87.2 86.8

383,318 335,375 311,431 284,444 270,237

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

430,209 375,243 349,127 326,335 311,356

上段は構成比件数

金額 単位：百万円、上段は構成比

随意契約

プロポーザル

競争入札

合計
額

随意契約

プロポーザル

競争入札

合計

　　　　　　　　　　地方公共団体
　H12 　H13 　H14 　H15 　H16
18.1 18.8 20.2 22.6 23.0

11,356 11,137 11,618 13,031 12,760

0.3 0.5 0.5 0.7 0.9

178 295 295 400 482

81.6 80.7 79.3 76.7 76.1

51,160 47,853 45,719 44,188 42,125

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

62,694 59,285 57,632 57,619 55,367

　　　単位百万円　　上段は構

　　　　　　　　　　地方公共団体　
　H12 　H13 　H14 　H15 　H16
10.4 9.9 9.8 11.5 11.5

44,778 37,188 34,374 37,483 35,820

0.5 0.7 1.0 1.4 1.7

2,113 2,680 3,322 4,408 5,298

89.1 89.4 89.2 87.2 86.8

383,318 335,375 311,431 284,444 270,237

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

430,209 375,243 349,127 326,335 311,356

上段は構成比件数

金額 単位：百万円、上段は構成比

 

図-2.3.3(2) 契約方式別発注実績一覧 

（地方公共団体） 
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5)プロポーザル方式による契約の状況 

ここでは、受注実績調査の結果をもとに、平

成12年度から平成16年度にかけてのプロポーザ

ル方式による契約状況の分析を行うこととした。 

なお、分析項目は以下の５点である。 

・提出実績及び特定実績 

・提出件数及び特定件数 

・平均作成費用 

・業務分野別の受注件数の推移 

・設計段階別の受注件数の推移 

イ．提出実績及び特定実績 

図-2.3.4には、プロポーザル方式に関して

「提出」及び「特定」を経験した企業を年度

別に整理した。 

プロポーザル方式が導入された平成12年度

当時では120社の提出経験があったが、その後

提出経験は年々増加し、平成16年度には201

社とほぼ倍増している状況であるが、会員企

業486社(平成18年11月30日現在)の半数にも

満たないのが現状である。 

一方、特定経験がある会員企業数は99社か

ら149社と５割増程度に止まり、特定される企

業に若干の偏りが出ているものと推察される。

このことは、平成12年度では21社(17.5％)で

あった非特定会社数が、平成16年度では52社

(25.9％)と1.5倍に増えていることからも裏

付けられ、今後この乖離は広がることが予想

される。 

 

図-2.3.4 プロポーザル提出企業数 
(協会調べ) 

ロ．提出件数及び特定件数 

図-2.3.5には、プロポーザル方式による提

出件数と特定件数を年度別に整理した。 

提出件数は過去５年間で5,239件から

12,581件と2.4倍に増え、特定件数も同様に

1,126件から2,729件と2.4倍に増えている。 

 
図-2.3.5 プロポーザル提出件数及び 

特定件数(協会調べ) 

「イ．提出実績及び特定実績」から、提出

経験のある会員企業数をふまえ、１件当たり

の提出企業数、１社当りの提出件数や特定件

数等を算定すると表-2.3.2のとおりとなる。

この表から、１件当りの提出企業数や、平均

的な特定率は横ばいであるが、特定経験のあ

る企業の特定率が上昇していることから、特

定される企業に若干の偏りが出ていることを

裏付ける結果となった。 

表-2.3.2 プロポーザル提出状況(会員企業) 

年度 平成12年度 平成16年度 

１件当りの 

提出企業数 

5,239/1,126 

≒4.7社/件 

12,581/2,729 

≒4.6社/件

１社当りの 

提出件数 

5,239/120 

≒43.7件/社 

12,581/201 

≒62.6件/社

１社当りの 

特定件数 

1,126/99 

≒11.4件/社 

2,729/149 

≒18.3件/社

特定経験社 

の特定率 

11.4/43.7 

≒26.1％ 

18.3/62.6 

≒29.2％

平均的な 

特定率 

1,126/5,239 

≒21.5％ 

2,729/12,581 

≒21.7％
・特定経験社とは、プロポーザルの特定経験があ
る会員企業を指す。 
・平均的な特定率には、特定経験のない会員企業
も分母に含まれている。 



14   2.品確法とその対応 

ハ．平均作成費用 

図-2.3.6には、プロポーザル方式に基づい

た提案書の作成や、提出等に関わる１件当た

りの費用を整理した。 

プロポーザル方式が導入された平成12年度

当時では、１件当たり54万円程度の作成費用

がかかっていたものの、平成16年度では１件

当たり35万円程度と減少傾向にあり、65％ま

で抑えられている。 

しかし、「ロ．提出件数及び特定件数」で分

析したとおり、平均的な特定率が21.7％であ

ることをふまえると、プロポーザル方式で１

件特定されるために必要な作成費用は35万円

/21.7％≒161万円となる。特定経験のある会

員企業の特定率で算定しても１件当り35万円

/29.2％≒120万円が必要となる。 

提出件数が１社当り62.6件とすると、プロ

ポーザル作成費用として年間2,200万円使っ

ていることとなる。 

今後、プロポーザル方式による入札契約が

増えるとすれば、作成費用が大きな負担とな

ることが懸念されるため、効率よいプロポー

ザル作成手段の検討や、必要書類の縮小によ

る作業時間の短縮等を発注者に働きかけるな

どが重要である。 

 

図-2.3.6 平均プロポーザル作成費用の推移 

(協会調べ) 

ニ．業務分野別の受注件数の推移 

図-2.3.7には、受注件数を11分野およびそ

の他の業務分野に分けて整理した。 

業務分野はRCCM資格21分野のうち、発注件

数の多い11分野とそれ以外とした。 

プロポーザル方式による発注は道路分野が

最も多く、ついで河川砂防及び海岸・海洋分

野、都市・地方計画分野が続く傾向は変わら

ない。 

 

図-2.3.7 業務分野別プロポーザル方式による受

注件数の推移(協会調べ) 

ホ．設計段階別の受注件数の推移 

図-2.3.8には、受注件数について、上流側

の「企画・立案」から、「調査・計画」「予備/

基本設計」「詳細/実施設計」「その他」の各設

計段階別に整理した。 

コンサルタント業の範疇から、調査・計画

段階における発注が最も多く、ついで詳細/実

施設計段階が多い傾向は変わらない。 

 

図-2.3.8 設計段階別プロポーザル方式による 

受注件数の推移(協会調べ) 
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6)諸外国における契約方式 

ここでは、海外における契約方式について、ド

イツ、フランス、イギリス、アメリカの４カ国

を対象として表-2.3.3(1)～(4)に示すとおり整

理した。 

整理した項目及び整理内容は以下に挙げる５

点である。 

①関連する法律 

我が国における明治会計法や品確法に該当

する法律。法制度が整っていない場合は、規

定等を整理した。 

②技術者資格及び企業登録 

我が国では技術士資格制度やRCCM制度に代

表される技術者の資格登録や、コンサルタン

ト登録などの企業を登録する制度に該当する。 

③業者の選定方法 

我が国では競争入札方式や、プロポーザル

方式等、コンサルタント業者を選定する方法

を整理した。 

④予算と報酬 

我が国における予定価格と契約金額に該当

する項目。 

⑤その他 

 

整理した結果から、特筆すべき事項を見ると、

アメリカの選定方法では価格を度外視し、選定

基準に含んでいないことが挙げられる。 

その他３カ国は、『価格』と『技術力』を評価

項目に含み、日本では逆に価格のみで評価して

いる。 

また、日本ではあらかじめ予定価格が算出され

るケースがあるが、今回調査した４カ国はいず

れも予算を事前には算定していない点も特筆す

べき事項である。 

イギリスでは、技術者資格等は重要視していな

いのが現状である。 

表-2.3.3(1) ドイツの契約方式 

小規模案件は現在ほとんどが技
術プロポと見積価格で決定

EU資金案件はQBSで
決定

その他

HOAIの基準は業種と難易度等
で幅あり。

報酬額は発注者が決定

発注者の見積りもHOAI
を利用

予算と報酬

技術と価格の評価は同時

AHOは価格ポイントを０～５％と
提案

原則公募型

事前審査、プロポと見積
り提出、インタビュー、評
価、決定

選定方法

大卒後2年間の業務経験で登録
可能

AHOへのコンサルタント
登録

技術者資格、

企業登録

HOAIの原型は1871/78作成VOF(役務請負規則）
HOAI（報酬規則）

関連法

小規模案件は現在ほとんどが技
術プロポと見積価格で決定

EU資金案件はQBSで
決定

その他

HOAIの基準は業種と難易度等
で幅あり。

報酬額は発注者が決定

発注者の見積りもHOAI
を利用

予算と報酬

技術と価格の評価は同時

AHOは価格ポイントを０～５％と
提案

原則公募型

事前審査、プロポと見積
り提出、インタビュー、評
価、決定

選定方法

大卒後2年間の業務経験で登録
可能

AHOへのコンサルタント
登録

技術者資格、

企業登録

HOAIの原型は1871/78作成VOF(役務請負規則）
HOAI（報酬規則）

関連法

 

表-2.3.3(2) フランスの契約方式 

EU統合下、選定システムに
波及する登録ツールの強化
は進む方向

選定方式の採用や評価項目
の重み付けとにおいて、客観
性担保システムなし

その他

積算基準非公開

予定価格公表なし

予算は発注者の積算基準に
従い算定、報酬額も見積りを
参考に発注者が決定

予算と報酬

技術と価格の評価は同時に
実施

委員会の合議で評価、非公開

原則プロポ（アペルドフル）方
式で技術及び価格要素を評
価、５社以上選定し、評価委
員会による評価

選定方法

大学教育修了者が有資格者技術者資格、

企業登録

2001,2004に改定公共契約法典関連法

EU統合下、選定システムに
波及する登録ツールの強化
は進む方向

選定方式の採用や評価項目
の重み付けとにおいて、客観
性担保システムなし

その他

積算基準非公開

予定価格公表なし

予算は発注者の積算基準に
従い算定、報酬額も見積りを
参考に発注者が決定

予算と報酬

技術と価格の評価は同時に
実施

委員会の合議で評価、非公開

原則プロポ（アペルドフル）方
式で技術及び価格要素を評
価、５社以上選定し、評価委
員会による評価

選定方法

大学教育修了者が有資格者技術者資格、

企業登録

2001,2004に改定公共契約法典関連法

 

表-2.3.3(3) イギリスの契約方式 

をそれぞれ評価ECI方式
では、道路庁が建設会社
とコンサルタント

道路庁では時間短縮と建設会
社とコンサルタントの連携によ
る業務の効率化のため、ECI
方式を導入

その他

選定後の交渉による場合
もある

見積り価格は通常時間料金
ベースで算出、経費率を見込
む、予算提示なし

予算と報酬

道路庁では、過去業務の
実績評価を勘案の上、入
札参加企業を決定

公示→事前審査による参加企
業選定→２封筒方式（技術提
案と価格提案）による入札

選定方法

ダム、原子力など特殊分
野資格必要

理論上誰でもコンサルティング
業務ができる

技術者資格、

企業登録

前者はEC指令を施工する
ため財務省作成

公共役務契約規定

調達ガイダンス

関連法

をそれぞれ評価ECI方式
では、道路庁が建設会社
とコンサルタント

道路庁では時間短縮と建設会
社とコンサルタントの連携によ
る業務の効率化のため、ECI
方式を導入

その他

選定後の交渉による場合
もある

見積り価格は通常時間料金
ベースで算出、経費率を見込
む、予算提示なし

予算と報酬

道路庁では、過去業務の
実績評価を勘案の上、入
札参加企業を決定

公示→事前審査による参加企
業選定→２封筒方式（技術提
案と価格提案）による入札

選定方法

ダム、原子力など特殊分
野資格必要

理論上誰でもコンサルティング
業務ができる

技術者資格、

企業登録

前者はEC指令を施工する
ため財務省作成

公共役務契約規定

調達ガイダンス

関連法

 

表-2.3.3(4) アメリカの契約方式 

サブコンサルタントとしての参
加可能

サブコン実績登録活用

契約方式として包括契約方
式が拡大

プロポ提出資料は膨大

その他

建設コストの予算は算出

コンサルタント業務は建設コス
トの一定比率（６％）に制限

予算は事前に算出せず、予
定価格なし

コストプロポーザル提出、発
注者の見積りと比較、決定

予算と報酬

一定金額以上は公示

企業実績や技術提案を要請

連邦では価格は選定基準に含
まれない

公示→資格審査資料評価に
よる選定と位置づけ（必要に
応じヒアリング）→１位企業
から価格交渉→決定

選定方法

企業登録不要、プロジェクトごと
の事前審査（経営状況や実績）

PE(プロジェクトエンジニア）
資格者の従事が必要

技術者資格、

企業登録

1972年制定
各州政府も同様の法あり

ブルックス法関連法

サブコンサルタントとしての参
加可能

サブコン実績登録活用

契約方式として包括契約方
式が拡大

プロポ提出資料は膨大

その他

建設コストの予算は算出

コンサルタント業務は建設コス
トの一定比率（６％）に制限

予算は事前に算出せず、予
定価格なし

コストプロポーザル提出、発
注者の見積りと比較、決定

予算と報酬

一定金額以上は公示

企業実績や技術提案を要請

連邦では価格は選定基準に含
まれない

公示→資格審査資料評価に
よる選定と位置づけ（必要に
応じヒアリング）→１位企業
から価格交渉→決定

選定方法

企業登録不要、プロジェクトごと
の事前審査（経営状況や実績）

PE(プロジェクトエンジニア）
資格者の従事が必要

技術者資格、

企業登録

1972年制定
各州政府も同様の法あり

ブルックス法関連法
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(2)総合評価方式による契約 

1)評価方法 

ここで述べる総合評価方式は、総合評価型プロ

ポーザルとは異なる。 

具体的には、『価格』と『技術提案』を評価し、

総合的に落札者を決定する方式であり、競争入

札における契約として位置づけられている。評

価値の算出には、次に挙げる除算方式と加算方

式がある。 

イ.除算方式 

評価値＝技術評価点/入札価格 

   ＝(標準点＋加算点)/入札価格 

標準点を100点、技術提案等に係る性能等に

応じた加算点の上限を10点から50点の範囲で

決定し、評価値を算定する方法。 

工事において用いられた方法である。 

ロ.加算方式 

評価値＝価格評価点＋技術評価点 

価格から評価された得点に、技術点を加算

して評価値を算定する方法。 

コンサルタント業務で試行された総合評価

方式ではこの加算方式が用いられた。 

2)コンサルタント業務における試行例 

コンサルタント業務において、総合評価方式

(加算方式)が試行された業務内容を表-2.3.4に

示す。また、評価時の配点等は以下のとおりで

あり、技術点の内訳については表-2.3.5に示す

とおりである。 

・技術点と価格点の配分＝１：１ 

（技術点60点、価格点60点） 

・価格点＝60×(１－入札価格/予定価格) 

価格点における入札価格が限りなく予定価格

に近ければ０点となり、予定価格より高い場合

はマイナスの評価となる。 

表-2.3.4 総合評価方式試行例【業務内容】 

業務名 鵜住居第一高架橋詳細設計 

場所 岩手県釜石市 一般国道45号 

仕様 橋 長：137m 

幅 員：9.5m 

上部工：３径間連続鋼鈑桁 

下部工：逆Ｔ式橋台(２) 

張出式橋脚(２) 

特記事項 ○宅地に対する騒音、振動等の影響を考慮

○隣接工区の工事用道路として活用するた

め早期完成等 

表-2.3.5 総合評価方式技術点の内訳 

評価項目 内容 配点

業務への 

取り組み方針

業務実施の着眼点や実施方針 40点

技術者資格 技術者資格及びその専門分野 ５点

業務執行 

技術力 

同種及び類似の業務実績 

業務成績 

５点

５点

専任性 手持ち業務の金額及び件数 ５点

 合計 60点

 

試行例の結果は表-2.3.6のとおりである。 

今回の試行例では、予定価格の3分の2を入札価

格とすれば、価格点として20点が得られる計算

である。この点数は技術点の『技術者資格』、『業

務執行技術力』、『専任性』の３分野の合計点と

同値である。 

技術点と価格点の配分が１：１である場合、技

術点が４位と低くても、予定価格と同額で入札

した会社には逆転できる結果となり、価格競争

となる可能性が示唆される。 

表-2.3.6 総合評価方式の試行結果 

 落札者 最高点 最低点 

技術点
48点 

(第４位)
56点 27点 

価格点
17.968点

(第１位)
17.968点 7.924点 

評価値 65.968点 － － 
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3)経済産業省の総合評価の方針 

経済産業省においては、財務省協議を終え、

2006年8月に調査、広報、研究開発に係る総合評

価落札方式のガイドブック4を作成した。 

このガイドブックによると、総合評価落札方式

が適用されることとなる事業は、『調査事業』、

『広報事業』、『研究開発事業』の中でも、特に、

予定価格の範囲内で最大限の事業成果を得るた

めに、事業者の提案する技術力、創意工夫等が

必要不可欠であり、また、それらの提案内容に

よって、事業の成果に相当程度の差異が生じる

と認められる事業としている。 

ここで述べている事業の内容は表-2.3.7に示

すとおりである。 

表-2.3.7 総合評価落札方式の業務 

事業 内容 

研究 

開発 

事業 

我が国衛星メーカーの国際市場における競争力

強化に資するため、衛星の軽量化・高度化・長寿

命化等に関する基盤技術の開発 

調査 

事業 

調査及び緻密な分析によって、事業成果が政策

立案の基礎となる調査研究 

広報 

事業 

最大限の広報効果を発揮するための効果的なメ

ディアミックスの選択、広報手法の斬新さ、デザ

インの独創性等の企画提案を求める事業 

このような事業は、とりわけ提案内容の新規

性・創造性等に係る技術評価が重要視されるた

め、価格評価よりも技術評価に重点を置いた形

での総合評価を行うこととしている。 

なお、価格点の算出方法は、試行例に示した方

法と同一である。また、総合評価点も同様に技

術点と価格点の合計値で評価される。 

一方、価格点と技術点の得点配分(価格点の割

合の下限)については、情報システムの調達等、

これまでは、価格点と技術点の得点配分が１：

１を原則としてきた。 

                            
4 総合評価落札方式ガイドブック,経済産業省 
参考 URL http://www.meti.go.jp/information/downloadfiles/ 

c60815a-3j.pdf 

しかし、研究開発等の事業においては、要求す

る技術等の要素(専門的な技術やノウハウに係

る創造性及び新規性等)により、その成果(品質)

が大きく影響されることから、技術点に重点を

置いた総合評価を行うこととなった。 

ただし、総合評価落札方式は、価格及びその他

の要件が国にとって最も有利な者を落札者とし

て決定する方法であることから、過度に価格点

を低く評価することは適切ではないとして、事

業類型ごとに、総合点に占める価格点の割合に

ついて、表-2.3.8のとおり定められている。 

表-2.3.8 総合評価方式の試行結果 

業務目的 
価格点の割合

の下限値 
価格：技術 

研究開発事業 ４分の１以上 １：３以内 

調査事業 ３分の１以上 １：２以内 

広報事業 ３分の１以上 １：２以内 

また、クリアすべき最低条件として、以下の２

点を挙げている。 

①入札価格は予定価格の制限の範囲内 

②必須評価項目における最低限の要求水準を

「すべて」満足している 

すなわち、『予定価格＝最も経済的な調達を行

うために、適正かつ合理的な価格として積算さ

れる価格』を下回る価格で入札した業者は特定

されず、技術点の必須項目のうち１項目でも最

低限の要求水準に達していないものがある場合

には特定されないこととなる。 

なお、技術評価項目等は入札説明会において事

前公表することとなっており、業者等は技術提

案を行うに際して、必須項目についてもあらか

じめ知ることができる。 

「総合評価点が最も高い者」が同点数で２人以

上存在した場合は、予算決算及び会計令第83条

の規定により、『くじ』を引かせて落札者を決定

することになる。 
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＜参 考＞ 

平成15、16年度（一部17年度）のプロポーザル

業務の評価点(データ総数540点)を対象に、技術点

が１位と２位の者の評価点差を集計した。結果は

下表に示すとおりである。この表から、技術点が

１位と２位の者の評価点差は平均5.3点となり、10

点以上差がついた業務は全体の10％程度であった。 

参考 プロポーザル業務における 

技術点差の分布状況(協会調べ) 

点差 件数 占有率 

１以下 49 9.1% 

２以下 126 23.3% 

３以下 185 34.3% 

４以下 267 49.4% 

５以下 324 60.0% 

６以下 362 67.0% 

７以下 398 73.7% 

10 以下 478 88.5% 

全数 540 100.0% 

この結果をもとに、価格点を100点満点とし、技

術点１位の者が予定価格で入札(価格点０点)、技

術点２位の者が予定価格の70％（価格点30点）で

入札したとして、価格点により技術点を逆転する

可能性を算定すると以下のとおりとなる。 

・価格ウエイト10％：技術点３点まで逆転 

→ 約１/３が逆転の可能性 

・価格ウエイト20％：技術点７点まで逆転 

→ 約３/４が逆転の可能性 

前出の経済産業省による『総合評価落札方式ガ

イドブック』に示された価格点のウエイトは、調

査事業で３分の１以上≒33％（価格：技術＝１：

２以内）と規定されているため、価格により技術

点10点差までは逆転する可能性があることとなる。 

すなわち、プロポーザル業務の９割近くが価格

点により決定する可能性があることを示唆してい

る。 

２－３－３．発注者支援業務 

(1)発注関係事務 

品確法第６条に明記された発注関係事務の内容

を業務内容に応じて分類すると、表-2.3.8に示す

とおりである。 

表-2.3.8 発注関係事務の内容 

業務分類 業務の内容 

設計・積算（補助）
仕様書・設計書の作成、

予定価格の作成 

技術審査（補助）
入札・契約方法の選定、

契約の相手方の決定 

監督（補助） 
工事の監督、工事中の

施工状況の確認 

検査（補助） 
検査、完成時の施工状

況の確認、評価 

また、平成17年８月には、発注関係事務の環境

整備に努めることが閣議決定5された。 

その他、発注関係事務に関する項目としては以

下の４点が整備されていくこととなる。 

①基準や要領の整備 

②施工内容や工事成績評定等に関する資料のデ

ータベース化 

③データベースの相互利用 

④民間の技術開発の促進 

今後、上記の整備が進むに従い、技術基準や技

術指針、発注仕様書等の見直し等が行われていく

ことが予想される。 

これらの整備が困難な地方公共団体等に対して

は、国及び都道府県が必要に応じて支援を行って

いくことも決定されている。 

                            
5 『公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進
するための基本的な方針』平成 17年 8月 26日閣議決定 

http://www.kkr.mlit.go.jp/plan/hinkaku/03.html 
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(2)国土交通省等の品確法技術者制度 

発注関係事務を適切に実行するため、『専門的な

知識又は技術を必要とする発注関係機関事務を適

切に実施することができる者の教育、発注関係事

務を公正に行うことができる条件を備えた者の選

定に関する協力その他の必要な措置を講ずる(第

15条３項)』と明記された。 

代表事例として関東、中部、九州の各地方整備

局の事例を表-2.3.9に示す。実際に認定された機

関としては公益法人、支援技術者は当該公益法人

の職員または行政経験者が主体を占めており、現

時点では建設コンサルタントの活用は十分ではな

く、今後拡大することが期待される。 

表-2.3.9 品確法技術者の認定状況 

 関東 中部 九州 

機関
の認
定者 

施工体制の確
保に関する推
進協議会（中部
地整、四県二市
で構成） 

認定
され
た機
関 

６財団法人 
（整備局関係
及び県、市関
係） 

技術
者認
定機
関 

関東地方整備局 機関認定者と
同じ 

品質確保技術
者資格認定委
員会 

資格 
要件 

・技術士または一
級土木施工管理
技士かつ監督検
査業務等の一定
の経験 
・発注者としての
経験が 25年以
上、監督検査一
定の経験 
・建設業、発注機
関職員除く 

・認定を受けた
機関と恒常的
な雇用関係が
ある 
・試験に合格 
・講習会の受講 

・地整の職員及
び地整、県市
町村で業務を
受注している
公益法人の職
員 
・一定の発注経
験あり、技術
士等の資格保
持者 

技術
者の
種別
と業
務内
容  

総合評価落札方
式に関する技術
提案の審査の支
援 

Ⅰ種：すべての
発注支援業務
の管理技術者 
Ⅱ種：設計積算
補助及び監督
補助 

Ⅰ種：全ての業
務 
Ⅱ種：積算補助
と現場補助 
一般：管理技術
者の下に配置 

認定 
者数 

340 名 
（内コンサル出
身３名） 

Ⅰ種：182名 
Ⅱ種：72名 

Ⅰ種：59名 
Ⅱ種：30名 
一般：517名 

２－３－４．その他最近の話題 

(デザインビルド方式、以下ＤＢ) 

デザインビルド方式は、直訳すると設計・施工

一括発注方式となり、アメリカで多く採用されて

いる。 

協会で実施した海外コンサルタントに対するア

ンケート調査によると、海外でもＤＢは増加傾向

にある（イギリス、オーストラリア等）。 

その理由としては、 

・発注者側の業務負荷、リスクの軽減 

・コントラクターからのクレームの軽減 

・ＰＦＩ，ＰＰＰ等の普及 

等が挙げられている。 

国内では、平成13年３月に国土交通省により行

われた設計・施工一括発注方式導入検討委員会報

告によると、設計施工一括発注方式が適している

工事として以下の４点を挙げている。 

①施工方法が異なる複数の案が考えられ、施工

方法によって設計内容が大きく変わるなど、

発注者が設計内容をひとつの案に決められず

施工技術に特に精通したものの技術力を得て

設計することが必要な場合 

②設備工事等で設計と製造が密接不可分 

③完成までに時間的余裕が無い 

④工事発注用の設計図書として、事前に詳細設

計レベルまで準備しない場合 

品確法においては、『発注者の求める工事内容を

実現するための施工上の提案や構造物の品質の向

上を図るための高度な技術提案を求める場合には、

例えば設計施工一括発注方式（デザインビルド方

式）等により、工事目的物自体についての提案を

認めるなど提案範囲の拡大に努めるものとする

(基本方針３条１項)』と記されており、今後ＤＢ

方式が増える可能性がある。 

以上 
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３．森林と排出権取引 

３－１．目的 

平成18年８月に実施した東北支部『公共事業の

現状について』勉強会において、東北地方の森林

によるCO2吸収量を貨幣換算した場合の費用につ

いて質問が挙がった。この質問に対する回答作成

を目的として、排出権取引の内容および、森林の

CO2吸収量について整理した。 

３－２．研究概要 

近年の排出権取引の原単位を収集するとともに、

各支部の森林面積を整理し、全国平均の人口・総

面積当りの排出権取引額や、支部ごとの排出権貸

借額等の試算を行った。 

研究概要フローを図-3.2.1に示す。 

②森林面積当たりの
CO2吸収量算定

①排出権取引の
原単位算定

排出権取引の
原単位収集

排出権取引の
原単位設定

森林面積集計

CO2吸収量の
原単位算定

×

④森林による排出権取引貸借額の算定

③人口・面積当たりのCO2吸収量算定

 

図-3.2.1 研究概要フロー 

３－３．研究成果 

３－３－１．排出権取引の概要 

(1)排出権取引の背景、目的 

排出権取引（ＥＴ：Emissions Trading）とは、

京都メカニズム1の１つのメカニズムであり、国連

                            
1
京都メカニズム 

植林活動などのほか、他国の排出権の購入や、より削減コ
ストの低い国へ資金提供や投資を行い、その排出削減量を自
国の削減量に還元することができる、世界を巻き込んだ社会
的な仕組み。CDM、排出量取引、共同実施、吸収源活動の 4
種のメカニズムの事をさす。 

が温室効果ガス2の削減量に対してＥＲＵ(クレジ

ット)を発行し、このクレジットを先進国間の排出

枠として企業や国が売買する制度を指す。 

京都メカニズムは、近年の地球温暖化3等の気候

変動を抑制するために成立した国連による『気候

変動枠組条約4』のもと、温室効果ガス（ＧＨＧ：

Green House Gas）の排出抑制の具体的な行動を定

めた、『京都議定書5』のなかで議決されたもので

ある。京都議定書では、先進国の温室効果ガス排

出の抑制義務が国ごとに定められた。その要点を

整理すると次の４点に集約される。 

                            
2
温室効果ガス 

大気圏にあって、地表から放射された赤外線を一部吸収す

ることにより温室効果をもたらす気体の総称であり、水蒸気、

対流圏オゾン、二酸化炭素、メタンなどが該当し、その中で

最も温室効果をもたらしているのは水蒸気である。 

京都議定書における排出量削減対象となっていて、環境省

において年間排出量などが把握されている物質として、二酸

化炭素（CO2）､メタン（CH4）､一酸化二窒素（N2O）､ハイドロ

フルオロカーボン類（HFCs）､パーフルオロカーボン類（PFCs）､

六フッ化硫黄（SF6）の 6種類がある。 

最も温室効果をもたらしている水蒸気が削減対象とされて

いないのは人為的に大気中の水蒸気量を制御するのは困難な

ためである。 
3 地球温暖化 
地球表面の大気や海洋の平均温度が上昇する現象である。 

生態系の変化や海水面上昇による海岸線の浸食といった、

気温上昇に伴う二次的な諸問題まで含めることもある。特に

近年観測されている 19世紀後半からの温暖化について指す

ことが多い。 
4
気候変動枠組条約 

正式名称は「気候変動に関する国際連合枠組条約」、United 

Nations Framework Convention on Climate Change /UNFCCC,FCCC） 

大気中の温室効果ガスの増加が地球を温暖化し、自然の生

態系等に悪影響を及ぼすおそれがあることを人類共通の関心

事と確認し、大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させ、現

在及び将来の気候を保護することを目的としている。 
5
京都議定書(Kyoto Protocol) 

正式名称は、気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議

定書（Kyoto Protocol to the United Nations Framework Convention on 

Climate Change）。気候変動枠組条約に基づき、1997 年 12月 11

日に京都市の国立京都国際会館で開かれた地球温暖化防止京

都会議（第3回気候変動枠組条約締約国会議、COP3）で議決

した議定書。 
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排出量を一定量削減するための費用は、国や産

業種別によって違いがある。 

例えば、経済活動が未発達な発展途上国では、

すでに先進国で使われている技術を導入すれば温

室効果ガスを削減できるので比較的小さい費用で

すむ。一方、これまでも環境負荷を低減するため

に努力してきたアメリカや日本など先進国では、

さらに削減するために新しい技術やシステムを実

用化する必要があり、多大な投資が必要となるな

ど問題を抱えている。 

しかし、排出権取引の制度を導入することによ

り、削減しやすい国や企業はクレジットを売るこ

とで利益を得られるため、より努力して削減しよ

うとする。これによって、社会全体としての削減

費用が最もすくないかたちで温室効果ガスを削減

することができると期待されている。 

(2)我が国の取り組み状況 

我が国の削減数値目標は、1990年の排出量を基

準として、2008年～2012年までの5年間の平均値を

－6％にすることとしている。そのため、温暖化対

策推進本部6により、「地球温暖化対策推進大綱7」

がマスタープランとして作成された。 

                            
6
温暖化対策推進本部 

平成 13年 11月 16日設置。正式名称、国土交通省地球温暖

化対策推進本部(本部長：扇千景国土交通大臣(当時)) 
7
地球温暖化対策推進大綱 

平成 14年３月 19日決定。 

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/taiko/ 

そのなかでは、『節目節目（2004年、2007年）に

対策の進捗状況について評価・見直しを行い、段

階的に必要な対策を講じていく。（「ステップ・バ

イ・ステップのアプローチ」）』とあり、2007年内

に見直しがなされる段階である。 

また、環境省主導で「京都メカニズム情報プラ

ットフォーム8」などの情報サイトの構築が進めら

れている。 

しかし、日本での温室効果ガスの排出は、削減

目標である－６％に対して、2005 年時点では、＋

８％と逆に増加しつつある。 

このため、日本経団連が自主行動計画を策定し、

電力や鉄鋼、化学などの業界別の目標値をかかげ、

省エネに取り組んでいるものの、目標達成には排

出権の購入が不可避であるのが現状である。 

そのような状況のなか、国際協力銀行や中央三

井信託銀行を中心とした国内初の排出権取引所9

を2007年６月にも開設するとしている。 

世界銀行などによると、2005年１月～2006年９

月の国別の購入シェア10では、日本が全体の

29.8％に達しており、最も多い。 

また、2006年12月の日本経済新聞社の調査によ

ると、企業の自助努力によりCO2１ｔ削減するのに

かかる費用は回答企業287社の平均で112,400円で

あるのに対し、日本での排出権の取引価格は2,000

～3,000円程度になるとみられ、電力会社や鉄鋼メ

ーカーなどが購入を進めていると報じている。 

                            
8
京都メカニズム情報プラットフォーム 

京都プログラムに関する基礎情報の発信・普及を行う日本

政府のプログラム。 

http://www.kyomecha.org/index.html 
9
平成 19年２月 27日付けの日本経済新聞朝刊１面記事より 

新しい組織や建物などは設けず、「仮想取引所」として発足

する見通し。京都議定書に参加していない中国やインドも参

加が可能な市場となる。 
10
購入シェア 

2006年１月～９月期の取引額は世界全体で約250億ドルに

達し、2005年年間の約２倍に達している。 

温室効果ガス排出の抑制義務 

①先進国には2012年時点での温室効果ガスの排

出上限量を90年当時の排出を基準として、

EU:7%削減、日本:6%削減、ロシア:±0%に抑え

るなど数値目標として定められる。 

②途上国は今後の経済成長に伴う排出抑制に配

慮はするが具体的な排出制約は負わない。 

③温室効果ガスとは二酸化炭素以外にも多数あ

るが、メタン、亜酸化窒素など6種類のガスの

合計値での排出量制限である。  

④各国が自国の排出削減に取組むことが基本だ

が、一定のルール下の国際間協力スキーム（京

都メカニズム）も認める。 
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(3)排出権取引の仕組み 

排出量取引には、大きく分けて、『キャップ・ア

ンド・トレード』と、『ベースライン・アンド・ク

レジット』と呼ばれる２種類がある。 

各方法について次から詳述する。 

1)キャップ・アンド・トレード 

温室効果ガスの総排出量をあらかじめ設定し

たうえで、個々の主体（国や企業）に排出枠を

配分し、それぞれ割り当てられた排出枠の一部

を取引する方法である。 

例えば、図-3.3.1に示すとおり、Ａ国、Ｂ国と

も割当量100t-co2に対して120t-co2、80t-co2の排

出量であった場合、Ａ国－Ｂ国間で20t-co2取引

することができる。 

A国
(割当量100t)

移転

120t

実
排
出
量

B国
(割当量100t)

80t

実
排
出
量

A国
(割当量100t)

移転

120t

実
排
出
量

B国
(割当量100t)

80t

実
排
出
量

 

図-3.3.1 ｷｬｯﾌﾟ･ｱﾝﾄﾞ･ﾄﾚｰﾄﾞのイメージ 

なお、キャップ・アンド・トレードでは、個々

の企業や国は、最初に排出枠を割り当てられる

が、その排出枠の交付方法（割り当て方）には、

以下の2つの方法がある。 

①グランドファザリング 

過去の排出実績をもとに、排出枠を交付する

方法。最初の排出枠獲得のためのコストがかか

らない、過去の実績から交付されるため獲得で

きる排出枠を予想しやすい、といった長所があ

る。 

一方、過去の排出量把握のための行政コスト

がかかるといった短所がある。 

②オークション 

政府が排出枠を公開入札などで販売する方法。

獲得機会の公平性、透明性が確保できるという

長所がある。 

一方、最初の排出枠獲得のためにコストがか

かる、どの程度排出枠を確保できるか予想が困

難であるといった短所がある。 

2)ベースライン・アンド・クレジット 

あるプロジェクトや事業が実施された場合、そ

れらが実施されなかった場合に排出されたと予

想される量（＝ベースライン）と比べて、削減

された分の排出削減量をクレジットとして認定

し、取引するという方法である。 

例えば、図-3.3.2に示すとおり、事業を実施し

ない場合に排出量100t-co2とし、事業を実施する

ことで80t-co2まで排出量を減らすことが可能と

なる場合には、差分の20t-co2分の排出枠が売買

できる。 

事業なし

販売

100t

排
出
量

事業あり

80t

実
排
出
量

事業なし

販売

100t

排
出
量

事業あり

80t

実
排
出
量

 

図-3.3.2 ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ･ｱﾝﾄﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄのイメージ 

どちらの方法も一長一短あるものの、日本で実

際に排出権取引を行う場合には、これらの方法を

組み合わせて適用することになると予想される。 
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３－３－２．排出権取引の原単位設定 

イギリス11では、2002年４月より排出権取引市

場12が開始されており、実績値が得られている。 

その他、日本政策投資銀行等のレポートや、新

聞記事等を収集し、平均価格等を表-3.3.1に整理

した。 

表-3.3.1 排出権取引の単価 

出典資料名 価格帯 平均価格

温室効果ガス排出権取引

市場の概要、2002.10 

PieceWaterHouseKooper 

US＄0.25～10.00/t-co2 

(30～1,200円) 

615円 

/t-co2 

日本政策投資銀行 

2003年8月レポート 

US＄2～11/t-co2 

(240～1,320円) 

780円 

/t-co2 

US＄15～44/t-co2 

(1,800～5,280円) 

3,540円

/t-co2 

みずほ情報総研 

イギリス排出権取引市場

Report 

£2.75～12.4/t-co2 

(605～2,728円) 

1,667円

/t-co2 

日本経済新聞 

2007年1月20日付け朝刊 

＄5～30/ t-co2 

(600～3,600円) 

1,500円

/t-co2 

注)1＄≒120円、1£≒220円にて算定 

表-3.3.1の４資料から、排出権取引市場の価格

は変動幅が大きいため一概に金額は設定しにくい

ものの、本研究では直近の情報である平均価格

1,500円を排出権取引の原単位として採用するこ

ととした。 

３－３－３．森林面積当たりのCO2吸収量算定 

森林面積当たりのCO2吸収量算定に当り、必要な

諸量は、各ブロックの森林面積の集計値と、森林

面積当りのCO2吸収量の原単位である。 

(1)各ブロックの森林面積 

各都道府県の森林面積の集計値は、総務省統計

局13で公開している。 

各都道府県の森林面積をもとに、表-3.3.2に示

したブロック毎の、森林面積を集計した結果を、

                            
11 英国大使館排出権取引参考ホームページ 
http://www.uknow.or.jp/be/environment/environment/02.htm 
12
排出権取引市場の例：CO2e.com：http://www.co2e.com/ 
13
総務省統計局ホームページ 

http://www.stat.go.jp/data/ 

表-3.3.3に示す。また、図-3.3.3に、各都道府県

の森林率を図示する。 

森林面積は北海道に次いで東北が多く、北海道

と東北ブロックで全国の40％を占めている。 

一方、関東Ａブロックは全国のわずか２％以下

の森林面積となっている。 

表-3.3.2 各ブロックの都道府県名 

ブロック 都道府県名 

北海道 北海道 

東北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

関東Ａ 埼玉、千葉、東京、神奈川 

関東Ｂ 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 

北陸 新潟、富山、石川 

中部 岐阜、静岡、愛知、三重 

近畿 福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、

和歌山 

中国 鳥取、島根、岡山、広島、山口 

四国 徳島、香川、愛媛、高知 

九州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、

鹿児島、沖縄 

注)ブロックは協会各支部の所属に拠った。 

表-3.3.3 各ブロックの森林面積 

ブロック 森林面積(km2) 割合 

北海道 53,211 21.7%

東北 45,780 18.7%

関東Ａ 4,597 1.9%

関東Ｂ 22,992 9.4%

北陸 13,104 5.4%

中部 19,310 7.9%

近畿 21,271 8.7%

中国 23,141 9.4%

四国 13,902 5.7%

九州 27,596 11.3%

全国合計 244,904 100%

注)数値は2004年度 
  割合は全国を100とした場合の面積比 
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図-3.3.3 日本の森林率14 

(2)森林面積当たりのCO2吸収量の原単位 

CO2吸収量の原単位については、林野庁による試

算15や、「大気浄化植樹マニュアル16」等に記載さ

れている。基本的には、樹木は、光合成により大

気中のCO2を吸収し、炭素として体内に貯え、有機

物を作り、樹木自体の身体を作り上げる。すなわ

ち、樹木として蓄えられた炭素量が、樹木のCO2

吸収量に相当する考え方である。 

しかし、森林の種類や生育年数、生育条件等に

より異なることが報告されており、一般的な数値

が得られていないのが現状である。 

                            
14
森林率 

国土面積に占める森林面積の割合で、日本は約 67％。 

先進諸国の中では桁外れに高い数値。森林ばかりに思える

カナダの森林率は 49.5％、アメリカが31.6％、シュバルツバ

ルト（黒森）で有名なドイツが 30.0％、イギリスに至っては

10.2％に過ぎない。 
15
林野庁による試算 

岐阜県収穫表に基づく試算として掲載されている。 

http://www.rinya.maff.go.jp/seisaku/sesakusyoukai/kafun/situm

on.htm 

岐阜県収穫表に基づく試算 

http://www.cc.rd.pref.gifu.jp/forest/rd/ikurin/71mj2.html 
16
大気浄化植樹マニュアル 

独立行政法人環境再生保全機構発行、平成７年３月初版、平

成 18年８月第５版発行、http://www.erca.go.jp/ 

そのため、林野庁の試算および大気浄化植樹マ

ニュアルに記載されたCO2吸収量の原単位の一例

を示すとともに、森林１km2当りのCO2吸収量の算

定を試みた。 

①林野庁の試算 

50年生のスギ人工林17は１ha約170tの炭素

(C)18を貯蔵しており、１本当り１年間に平均

して約3.8kg(約14kgのCO2)を吸収した。 

→ 170t-c/ha/50年×3.6 

＝12.24t-co2/年/ha 

＝1,224t-co2/年/km
2 

②大気浄化植樹マニュアル 

クスノキ単木の形状別年間総CO2吸収量の

推定結果(表-3.3.4)の平均的な値をもとに、

100m2(10m×10m)に１本あると想定。 

→ 510kgCO2/年×10,000本/km
2 

＝5,100,000kg-co2/年/km
2 

＝5,100t-co2/年/km
2 

表-3.3.4 クスノキ単木の形状別の 

年間総CO2吸収量の推定結果 

胸高

直径

(cm)

総葉

面積

(m2)

単位葉面積当りの 

年間総総CO2吸収量 

(kgCO2/m
2/年) 

単木当りの 

年間総CO2吸収量 

(kgCO2/年) 

5 25 

3.2 

80 

10 55 180 

15 90 290 

20 130 420 

25 160 510 

30 200 640 

40 280 900 

50 370 1200 

出典：大気浄化植樹マニュアル第５版,p.66 

                            
17 スギ人工林 
ヒノキ目・スギ科に分類される常緑針葉樹。戦時中および

戦災復興のために伐採が行われたため、跡地の災害防止や経

済発展に伴う木材需要の増加に応えるため人工造林を推進し

てきた。日本の森林面積の約 18％はスギ人工林。 
18
炭素(C)と二酸化炭素(CO2) 

1t の炭素(C)は二酸化炭素(CO2)にすると酸素(O2)の重さが加

わり 3.6tになる。 
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なお、ここでの試算は本検討に用いるCO2吸収量

の原単位を算定するために求めたものであり、他

の検討に当っては適宜原単位を算定する必要があ

る。 

試算の結果をみると、広葉樹(クスノキ)と針葉

樹(スギ)ではCO2吸収量の原単位に約４倍の開き

がある。 

一方、林野庁の統計によると、日本の森林面積

のうち、スギ人工林が約18％、ヒノキ人工林19(針

葉樹)が約10％となっている。森林の多くが針葉樹

林であることも踏まえ、スギ人工林のCO2吸収量

1,224t-co2/年/km
2を、森林面積当りのCO2吸収量の

原単位として用いることとした。 

(3)森林面積当りのCO2吸収量算定 

これまでに算定してきた、各ブロックの森林面

積と、CO2吸収量の原単位(1,224t-co2/年/km
2)をも

とに、下式により各ブロックのCO2吸収量を算定し

た。算定結果は表-3.3.5のとおりである。 

各ブロックのCO2吸収量 

＝森林面積 ×CO2吸収量の原単位 

表-3.3.5 各ブロックのCO2吸収量 

ブロック CO2吸収量(t-co2)

北海道 65,129,946 

東北 56,035,185 

関東Ａ 5,626,422 

関東Ｂ 28,142,465 

北陸 16,039,786 

中部 23,635,819 

近畿 26,035,104 

中国 28,324,131 

四国 17,016,072 

九州 33,777,406 

                            
19 ヒノキ人工林 
ヒノキ目ヒノキ科ヒノキ属に分類される常緑針葉樹。スギ

と同じく古くから人工林として多く植樹されている。 

３－３-４．人口・面積当たりのCO2吸収量算定 

森林面積に比例したCO2吸収量をそのまま排出

権取引に供すると、森林面積が広い地域が当然大

きな額となる。そのため、本検討では、各ブロッ

クの人口・面積当りのCO2吸収量により比較を行う

こととした。なお、算定結果については表-3.3.6

の総括表に一括して掲載した。また、文章中の丸

数字は表-3.3.6の各項を指す。 

(1)各ブロックの人口・総面積 

各都道府県の人口・総面積も、森林面積と同様

に総務省統計局で公開している。これらの値を各

ブロックで集計するとともに、人口(Ｐ)・面積(Ａ)

当たりの単位CO2吸収量に換算するため、両者の積

の平方根(√ＰＡ：④)を算定した。 

(2)人口・面積当りのCO2吸収量算定 

これまでに算定した、「各ブロックのCO2吸収

量：⑤」および「各ブロックの人口・総面積：④」

をもとに、人口(Ｐ)・面積(Ａ)当りの単位CO2吸収

量(⑥)の算定を行った。 

(3)全国平均の人口・面積当たりCO2吸収量算定 

人口・面積当りCO2吸収量を平均し、全国平均的

な吸収量を算定した。 

全国平均では、49.969(t-co2/(√人・km
2)：⑥)

となり、関東Ｂブロック(茨城、栃木、群馬、山梨、

長野)や、北陸ブロック(新潟、富山、石川)が平均

的な値となった。 

(4)全国平均相当のCO2吸収量算定 

全国平均の人口・面積当りCO2吸収量に、各ブロ

ックの人口・面積(√ＰＡ)を乗じて、各ブロック

が平均的に吸収する必要量(⑦)を算定した。 

(5)全国平均に対する各ブロックのCO2吸収量 

各ブロックの森林で吸収しているCO2吸収量と、

全国平均のCO2吸収量の差分(⑧)を算定した。 

結果から、関東Ａ、Ｂブロックは全国平均に比

べ吸収量が不足しており、北海道ブロックがその

分を負担している結果となった。 
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３－３－５．森林による排出権取引貸借額の算定 

前項で算定した、各ブロックの森林で吸収して

いるCO2吸収量と、全国平均のCO2吸収量の差分に、

排出権取引の原単位である1,500円/t-co2を乗じ

て排出権取引にかかわる貸借額を算定し、表

-3.3.7に整理した。森林面積に着目した排出権取

引額を基本として考えた場合、北海道ブロックや

東北ブロックに対して、関東ブロックや近畿ブロ

ック、中部ブロックは「借り」がある結果となっ

た。その額は関東Ａブロックが最も多く、年間425

億円以上に達している。 

表-3.3.7 各ブロックの排出権貸借額 

ブロック 排出権取引貸借額(百万円) 

北海道 47,829 

東北 23,659 

関東Ａ -42,595 

関東Ｂ -3,628 

北陸 383 

中部 -14,187 

近畿 -22,966 

中国 5,348 

四国 4,684 

九州 -10,087 

なお、ここで検討した貸借額は、現時点の排出

権取引のレートと、各ブロックの森林面積から算

定した暫定値である。 

参考までに、森林による二酸化炭素吸収能力を

地球温暖化対策として位置づけることには、世界

の環境ＮＧＯが反対してきた。 

その理由は、地球温暖化の原因である温室効果

ガスの増加が、人間の産業活動や生活による石

炭・石油などの化石燃料の消費によって発生して

いることに起因している。 

その一方で、我が国の現状は前述したとおり

1990年比＋８％と厳しい状況にあることから、日

本国内での排出権取引は国際間の取引にはなんら

寄与しないため、各ブロックとも森林の保護に留

意する政策も含め、排出量の削減に努める必要が

ある。排出量削減のための第一歩は、化石燃料や

人工化学物質のフロンガスの使用の抑制が第一の

対策であることを付記しておく。 

以上 

 

森林面積

(km
2
)

①

人口

(千人)

②

面積

(km
2
)

③

√PA

(√人・km
2
)

√②・③
④

CO2/√PA

⑤/④

全国平均の
吸収量④・⑥
(t-co2)

⑦

差分
⑤-⑦
(t-co2)

⑧

北海道 53,211 5,644 78,419 665,280 65,129,946 21.7% 97.899 33,243,709 31,886,237

東北 45,780 9,706 66,889 805,747 56,035,185 18.7% 69.544 40,262,775 15,772,410

関東Ａ 4,597 34,196 13,557 680,871 5,626,422 1.9% 8.264 34,022,783 -28,396,361

関東Ｂ 22,992 10,132 36,918 611,596 28,142,465 9.4% 46.015 30,561,146 -2,418,681

北陸 13,104 4,748 21,015 315,881 16,039,786 5.4% 50.778 15,784,416 255,370

中部 19,310 14,961 29,317 662,279 23,635,819 7.9% 35.689 33,093,750 -9,457,931

近畿 21,271 21,717 31,524 827,414 26,035,104 8.7% 31.466 41,345,464 -15,310,360

中国 23,141 7,692 31,916 495,479 28,324,131 9.4% 57.165 24,758,838 3,565,293

四国 13,902 4,111 18,804 278,032 17,016,072 5.7% 61.202 13,893,120 3,122,952

九州 27,596 14,780 44,450 810,536 33,777,406 11.3% 41.673 40,502,079 -6,724,673

平均 49.970 ⑥

注）

CO2吸収量

(t-co2)

⑤

表-3.3.6　人口・面積当りのCO2吸収量算定結果一覧

森林面積、人口、面積は2004年度の値。

人口・面積の値はそれぞれ総務省統計局のホームページより入手

森林面積当りのCO2吸収量の原単位は1224t-co2/年/km
2
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４．道路整備と迂回ルート 

４－１．目的 

高速道路網における迂回ルートの重要性が、平

成16年に発生した新潟県中越地震1を契機に再認

識されることとなった。 

本検討では、一部区間が不通となった場合でも、

道路整備を行うことでどの程度迂回ルートが確保

されるかを把握することを目的に、計画路線ごと

の感度分析を行った。 

４－２．研究概要 

東京から仙台にいたるルートを例にあげ、将来

の高速道路網整備により確保されるルート数の感

度分析を行った。 

４－３．研究成果 

４－３－１．日本の高速道路 

高速道路の名称には、営業路線名と法定路線名

が存在し、東名高速を例にとると、営業路線名：

東名高速道路、法定路線名：第一東海自動車道と

なる。 

高速道路は、高規格幹線道路2のうちの『高速自

動車国道』と『一般国道自動車専用道路』の２種

類に大別される。 

なお、一般的には高速道路や単に高速と呼ばれ

ているが、「高速道路」という呼称を使用している

のは、現在、東名高速道路と名神高速道路の２路

線のみである。 

この２路線は、昭和40年に名神高速道路、昭和

                            
1
新潟県中越地震 

平成 16年 10月 23日(土）午後5時 56分に、新潟県のほぼ

中央に位置する小千谷市を震源として発生したマグニチュー

ド 6.8、震源の深さ 13kmの直下型の地震。 

同市南東に位置する北魚沼郡川口町では、阪神・淡路大震

災（兵庫県南部地震）以来9年ぶりとなる最大震度の震度 7

を観測した。 
2
高規格幹線道路 

高規格幹線道路は、既に規定されている国土開発幹線自動

車道等・本州四国連絡橋公団（現本州四国連絡高速道路株式

会社）の管理する本州四国連絡道路、及びこれらに接続する

新たな路線を合わせた、約 14,000km の道路からなる。 

44年に東名高速道路が全線開通し、通称が広く使

用され、一般的に定着して馴染みのある名称とな

った。この歴史的な背景を考慮し、「高速道路」は

利用者が最も受け入れやすい道路名称として例外

的に採用されたものである。 

(1)高速自動車国道 

『高速自動車国道』は、国土開発幹線自動車道

(国幹道)3と、国幹道以外に政令で指定された国道

からなり、Ａ路線とも言われる。 

高速自動車国道法第４条（高速自動車国道の意

義及び路線の指定）に基づく高速自動車国道の路

線を指定する政令で指定された路線である。 

本来、国道の建設及び管理は道路管理者である

国土交通大臣が行うことになっているが、高速自

動車国道については法令により、東日本・中日本・

西日本の各高速道路会社（民営化以前は日本道路

公団（JH））に委任されている。 

Ａ路線は表-4.3.1に示すとおりである。 

表-4.3.1 Ａ路線一覧 

北海道縦貫自動車道 北陸自動車道 

北海道横断自動車道 近畿自動車道 

東北縦貫自動車道 中国縦貫自動車道 

東北横断自動車道 山陽自動車道 

日本海沿岸東北自動車道 中国横断自動車道 

東北中央自動車道 山陰自動車道 

関越自動車道 四国縦貫自動車道 

常磐自動車道 四国横断自動車道 

東関東自動車道 九州縦貫自動車道 

北関東自動車道 九州横断自動車道 

中央自動車道 東九州自動車道 

第一東海自動車道 新東京国際空港線* 

東海北陸自動車道 関西国際空港線* 

第二東海自動車道 関門自動車道* 

中部横断自動車道 沖縄自動車道* 

*国土開発幹線自動車道以外の高速自動車国道 

                            
3
国土開発幹線自動車道 

1987 年の第四次全国総合開発計画（四全総）に基づいて従

前の路線を延伸、または新たな路線を追加した法改正が行わ

れ、現在の延長は約 11,520km となっている。 
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(2)一般国道自動車専用道路 

『一般国道自動車専用道路』には、高速自動車

国道に並行する一般国道の自動車専用道路（Ａ’

路線：表-4.3.2(1)）と、国土交通大臣指定に基づ

く高規格幹線道路(一般国道の自動車専用道

路)(Ｂ路線：表-4.3.2(2)）に分けられる。 

Ａ’路線は、本来高速自動車国道で整備される

路線のうち、全区間整備の必要性は低いが、部分

的にこれに並行して混雑解消や山間部の隘路解消

のため、一般国道の整備が急務となっている一部

区間を先行整備した道路のことを指す。 

表-4.3.2(1) Ａ’路線一覧 

法定路線名 
並行する一般国道の 

自動車専用道路路線名 

北海道縦貫 

自動車道 

函館新道名寄バイパス、音威子府バイパ

ス、幌富バイパス、豊富バイパス 

北海道横断 

自動車道 

黒松内道路、釧路外環状道路、根室道路、

北見道路、美幌バイパス 

東北縦貫自動車道 百石道路、第二みちのく有料道路、上北道

路、みちのく有料道路 

東北横断自動車道 仙人峠道路、仙人道路、秋田外環状道路、

月山道路 

日本海沿岸 

東北自動車道 

象潟仁賀保道路、仁賀保本荘道路、琴丘能

代道路、鷹巣大館道路、大館西道路 

東北中央自動車道 阿武隈東道路、米沢南陽道路、尾花沢新庄

道路、新庄北道路、主寝坂道路、院内道路、

湯沢横手道路 

常磐自動車道 仙台東部道路、（仙塩道路：三陸自動車道

との重複区間）、仙台北部道路 

東関東自動車道 京葉道路、富津館山道路 

北関東自動車道 東水戸道路 

第二東海自動車道 伊勢湾岸道路 

近畿自動車道 名阪国道、伊勢湾岸道路、湯浅御坊道路、

那智勝浦道路、熊野尾鷲道路 

山陽自動車道 広島岩国道路、小郡道路、山口宇部道路 

中国横断自動車道 志戸坂峠道路 

山陰自動車道 鳥取西道路、鳥取青谷道路、青谷羽合道路、

北条道路、東伯中山道路、中山名和道路、

名和淀江道路、米子道路、安来道路、松江

道路、出雲仁摩道路、仁摩温泉津道路、江

津道路、浜田道路、浜田三隅道路、益田道

路、萩三隅道路 

四国横断自動車道 高松東道路、須崎道路、窪川佐賀道路、中

村宿毛道路、津島道路、宇和島道路、大洲

道路 

九州横断自動車道 北方延岡道路 

東九州 

自動車道 

椎田道路、宇佐別府道路、延岡道路、延岡

南道路、 隼人道路 

Ｂ路線は、第四次全国総合開発計画（四全総）

によって定められた高規格幹線道路網のうち、国

土開発幹線自動車道等（約11,520km）と、本州四

国連絡高速道路株式会社の管理する本州四国連絡

道路（約180km）を除く残りの約2,300kmである。 

表-4.3.2(2) Ｂ路線一覧 

路線名 国道番号 

日高自動車道 国道 235号 

深川・留萌自動車道 国道 233号 

旭川・紋別自動車道 国道 450号 

帯広・広尾自動車道 国道 236号 

函館・江差自動車道 国道 228号 

津軽自動車道 国道 101号 

三陸縦貫自動車道 国道 45号 

八戸・久慈自動車道 国道 45号 

首都圏中央連絡自動車道 国道 468号 

中部縦貫自動車道 国道 158号 

能越自動車道 国道 470号 

伊豆縦貫自動車道 国道 1号・136号・414号 

三遠南信自動車道 国道 474号 

東海環状自動車道 国道 475号 

京奈和自動車道 国道 24号 

西神自動車道 国道 28号 

京都縦貫自動車道 国道 478号 

北近畿豊岡自動車道 国道 483号 

尾道福山自動車道 国道 2号 

東広島呉自動車道 国道 375号 

今治・小松自動車道 国道 196号 

高知東部自動車道 国道 55号 

西九州自動車道 国道 497号 

南九州西回り自動車道 国道 3号 

那覇空港自動車道 国道 506号 
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４－３－２．東京～仙台間の高規格道路網 

ここでは、東京都内から、仙台市内までの高規

格道路網を整理するとともに、計画路線も含めた

迂回ルート数の算定を行う。 

ルート図に示す凡例

は右のとおりであり、

通過する都市を人口規

模別に色分けし、供用

路線は黒線、計画路線

は青線で表示すること

とした。 

(1)現況の高規格道路網 

現時点での東京から仙台市内までの高規格道路

網は、図-4.3.1に示すとおりである。 

大動脈は東北自動車道ルートと考えられるが、

関越道や常磐道、磐越道を利用するなど、迂回ル

ート4は全部で９通りとなる。 

しかし、仙台に進入するルートが１本に限定さ

れており、ここが不通となった場合、現況の高規

格道路網では仙台までたどり着けない。 

                            
4
迂回ルート数 

東京を出発地、仙台を目的地として、高速道路により移動

する場合のルート数を示した。なお、移動にあたっては、逆

進をしない条件とし、経過地点のルート数は、東京から仙台

に向かうときの通過する値を示している。 

図-4.3.1 東京～仙台間高規格道路網(現況) 
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(2)計画路線を含めた高規格道路網 

東京～仙台間の計画路線は、表-4.3.3に示す６

路線である。 

表-4.3.3 東京～仙台間計画路線一覧 

路線名 区間 

東京外郭環状道路 (三郷～市川間) 

首都圏中央連絡自動車道 (あきる野～八王子間) 

(つくば～大栄間) 

北関東自動車道 (伊勢崎～岩舟間) 

東関東自動車道 (潮来～茨城間) 

東北横断自動車道 (新潟～福島間) 

常磐自動車道 (常磐富岡～仙台間) 

なお、一般に知られている「東京外環自動車道5」

という道路名称は営業路線名であり、高速自動車

国道を指定している法令にある正式名称（法定路

線名）ではない。また、表-4.3.4に示すとおり、

複数の高速道路の一部をまとめて表現している。 

                            
5
東京外環自動車道 

東京の周りを取り囲んで、東名高速・中央道・関越道・東

北道・常磐道・京葉道路・東関東道を相互に接続する計画。

美女木 JCT の首都高～外環連絡道路には全国でも珍しい高速

道路上の交通信号機が設置されている。 

表-4.3.4 東京外郭環状道路の法定路線名 

区間 法定路線名 

大泉JCT 
～川口JCT

東北縦貫自動車道弘前線、常磐自動
車道、東関東自動車道水戸線の重複
区間 

川口JCT 
～三郷南IC

常磐自動車道、東関東自動車道水戸
線の重複区間 

三郷南IC 
～高谷JCT

東関東自動車道水戸線 

表-4.3.3に示した計画ルートがすべて完成した

と仮定した場合の東京～仙台間の高規格道路網は、

図-4.3.2に示すとおりであり、迂回ルート数は875

まで増大する。現況と比較すると、首都圏中央連

絡自動車道等の環状線完成にともない、首都圏近

辺の迂回ルート数が多くなる。また、相馬～仙台

間をつなぐことで、現況の問題点である仙台への

進入ルートが確保される。計画６路線の完成によ

り、875－9＝866ルート増え、単純計算では１路線

あたり144ルートが増加する。 

図-4.3.2 東京～仙台間高規格道路網(計画) 
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４－３－３．高規格道路網整備に伴う感度分析 

ここでは、計画中の高規格道路網が整備される

につれてどの程度迂回ルートが増えるか、感度分

析を行うこととした。 

(1)単一路線による感度分析 

現況から、表-4.3.3に示す計画６路線が１路線

完成したとして、迂回ルートの算定を行った。 

迂回ルートの算定結果について表-4.3.5および

図-4.3.3に示す。 

結果から、首都圏中央連絡自動車道(圏央道)の

33ルート(現況比24ルート増加)が多く、次いで北

関東自動車道の21ルート(現況比12ルート増加)で

あった。 

一方、東関東自動車道は、整備後でもルートの

増分がない結果となった。 

表-4.3.5 計画路線の迂回ルート算定結果 

路線名 迂回ルート数 ルート増分

現況 9 － 

東京外郭環状道路 15 6 

首都圏中央連絡自動車道 33 24 

北関東自動車道 21 12 

東関東自動車道 9 0 

東北横断自動車道 15 6 

常磐自動車道 12 3 

注）ルート増分は現況(９ルート)との差分 
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図-4.3.3 計画路線の迂回ルート算定結果 

各々の計画路線整備後の高規格道路網図を、図

-4.3.4(1)～(6)に示す。 

 

図-4.3.4(1) 外環道整備済の道路網 

 

図-4.3.4(2) 圏央道整備済の道路網 

 

図-4.3.4(3) 北関東道整備済の道路網 
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図-4.3.4(4) 東関東道整備済の道路網 

 

図-4.3.4(5) 東北横断道整備済の道路網 
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図-4.3.4(6) 常磐道整備済の道路網 

(2)二路線による感度分析 

ここでは、単一の路線でみた場合に、ルート数

増分の最も多い首都圏中央連絡自動車道(圏央道)

の完成を前提条件とし、二路線が完成した場合の

感度分析を行った。また、ルート数増分の最も少

ない東関東自動車道の完成を前提条件とした感度

分析も行った。 

迂回ルート数の算定結果を表-4.3.6に示す。 

結果から、首都圏中央連絡自動車道(圏央道)と

東京外郭環状道路との組み合わせが105ルート(現

況比96ルート増加：図-4.3.5(1)参照)と最も多く、

次いで北関東自動車道の77ルート(現況比68ルー

ト増加)であった。 

一方、東関東自動車道は、圏央道との組み合わ

せが44ルート(現況比35ルート増加)となり、北関

東自動車道、東北横断自動車道、常磐自動車道な

どは二路線供用後も同じルート数であり、常磐自

動車道との組み合わせがもっともルート数が少な

い(図-4.3.5(2)参照)結果となった。 

 

表-4.3.6 計画路線の迂回ルート算定結果 

(二路線による感度分析結果) 

路線名 

迂回ルート 

ル

ト
数 

単
一
路
線
か
ら
の 

ル

ト
増
分 

現
況
か
ら
の 

ル

ト
増
分 

現況 9 - － 

首都圏中央連絡自動車道 33 - 24 

＋東京外郭環状道路 105 90 96 

＋北関東自動車道 77 56 68 

＋東関東自動車道 44 35 35 

＋東北横断自動車道 55 40 46 

＋常磐自動車道 44 32 35 

東関東自動車道 9 - 0 

＋東京外郭環状道路 20 5 11 

＋圏央道 44 11 35 

＋北関東自動車道 21 0 12 

＋東北横断自動車道 15 0 6 

＋常磐自動車道 12 0 3 

注）・単一路線からのルート増分は、表-4.3.5に示した各計

画路線単一路線でのルート数との差分 

・現況からのルート増分は現況(９ルート)との差分 
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図-4.3.5(1) 圏央道＋外環道整備済の道路網 

(ルート数最大) 

 

図-4.3.5(2) 東関東自動車道＋常磐自動車道 

整備済の道路網(ルート数最小) 

(3)三路線による感度分析 

「二路線による感度分析」と同様に、ここでは

三路線による感度分析を行う。 

迂回ルート数増分の最も多い『首都圏中央連絡

自動車道(圏央道)＋東京外郭環状道路』の完成と、

最も少ない『東関東自動車道＋常磐自動車道』の

完成を前提条件とし、新たに三路線目が完成した

場合の感度分析を行った。 

迂回ルート数の算定結果を表-4.3.7に示す。 

結果から、ルート数の多い『首都圏中央連絡自

動車道(圏央道)＋東京外郭環状道路』では、北関

東自動車道または、東北横断自動車道との組み合

わせで175ルート(現況比166ルート増加)と、最も

多い結果となった。 

一方、『東関東自動車道＋常磐自動車道』は、圏

央道との組み合わせが66ルート(現況比57ルート

増加)となり、外環道または東北横断自動車道との

組み合わせがもっともルート数が少ない結果とな

った。迂回ルート数の多いケースと少ないケース

の高規格道路網図を、図-4.3.6(1)～(4)に示す。 

表-4.3.7 計画路線の迂回ルート算定結果 

(三路線による感度分析結果) 

路線名 

迂回ルート 

ル

ト
数 

二
路
線
か
ら
の 

ル

ト
増
分 

現
況
か
ら
の 

ル

ト
増
分 

現況 9 - － 

首都圏中央連絡自動車道 
＋東京外郭環状道路 

105 - 96 

＋北関東自動車道 175 98 166 

＋東関東自動車道 140 96 131 

＋東北横断自動車道 175 120 166 

＋常磐自動車道 140 96 131 

東関東自動車道 
＋常磐自動車道 

12 - 3 

＋東京外郭環状道路 30 10 21 

＋圏央道 66 22 57 

＋北関東自動車道 39 18 30 

＋東北横断自動車道 30 15 21 
注）・二路線からのルート増分は、表-4.3.6に示した各計画
路線二路線でのルート数との差分 
・現況からのルート増分は現況(９ルート)との差分 

圏
央
道

 

図-4.3.6(2) 圏央道＋外環道＋北関東道 
整備済の道路網(ルート数最大) 
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図-4.3.6(2) 圏央道＋外環道＋東北横断道 
整備済の道路網(ルート数最大) 
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図-4.3.6(3) 東関東＋常磐＋外環道 
整備済の道路網(ルート数最小) 
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図-4.3.6(3) 東関東＋常磐＋東北横断道 
整備済の道路網(ルート数最小) 

４－３－４．高規格道路網整備の優先度 

これまで、計画中の高規格道路網が整備される

につれてどの程度迂回ルートが増えるか、単一路

線、二路線、三路線それぞれの感度分析を行って

きた。 

ここでは、感度分析結果をもとに、『迂回ルート

確保のための高規格道路網整備の優先度』につい

て考察する。 

(1)迂回ルート確保のための優先順位 

東京～仙台間の迂回ルート数を確保する点に着

目した計画路線の優先順位およびその理由を整理

すると、表-4.3.8のとおりである。 

上位３位までは、出発地東京を中心とした環状

線6である（北関東自動車道も、関越自動車道、東

北自動車道、常磐自動車道を繋ぐ環状線と定義し

た）。 

表-4.3.7 計画路線の優先順位 

１位 首都圏中央連絡自動車道(圏央道) 

 ・単一路線で最もルート数が多い 

２位 東京外郭環状道路(外環道) 

 
・圏央道との組合せで最もルート数が多い 

・単一路線で北関東自動車道に次いで第３位 

３位 北関東自動車道 

 
・単一路線では圏央道に次いで第２位 

・三路線の組合せで最もルート数が多い 

４位 東北横断自動車道 

 
・単一路線で外環道と同じく第３位 

・三路線の組合せで最もルート数が多い 

５位 常磐自動車道 

 ・単一路線は東関東自動車道より多い 

６位 東関東自動車道 

 ・単一路線では現況と変わらない 

                            
6
環状線 

都心からほぼ一定の距離を保ちながら、複数の放射線と交

わる鉄道・道路のこと。必ずしも完全に環状になっている（起

点から 1周してまた起点に戻ってくる）必要はない。 

都市に放射線以外の道路が存在しなかった場合、異なる放

射線間を移動する車がすべて都心部を通ることになり、都心

部の交通が輻輳する。 
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(2)環状道路の優位性 

上位３位までは、放射状7に整備されている高規

格道路同士をつなぐ形で計画された環状線である。

環状線は放射線間を双方向につなぐものであるた

め、迂回ルートが多くなる傾向にあり、災害時な

どの迂回ルートの確保のためには、出発地または

目的地周辺の環状道路を整備するのが最も有用と

考えられる。 

ただし、仙台に進入するルートが現状山形自動

車道１ルートのみであり、この区間が遮断された

場合には、高規格道路により仙台に進入できない

ため、必ずしも環状線が最も有用とならないケー

スも起こりえる。 

これらのケースに対応するため、常磐自動車道

や、その他の手段による進入ルートの確保も重要

となる。 

４－３－５．今後の展開 

本検討では、迂回ルート数を確保するのに有効

な路線に着目した。 

今後の検討として考えられるのは、 

・確保できる迂回ルート数と施工費 

・確保できる迂回ルート数と整備延長 

・確保できる迂回ルート数と工期 

などの側面から評価することが考えられる。 

なお、ここでの検討は、あくまで『東京から仙

台までの迂回ルート数を有効に確保する』ことに

着目した優先度の検討であり、道路事業の優先度

を判定するためのものではない。 

以上 

                            
7
放射線 

都心と郊外あるいは他の都市とを結ぶ道路のこと。 

＜参 考＞ 

本稿では、東京～仙台間の高速道路迂回ルート

の感度分析を行ったが、高速道路の迂回ルート数

については、以下７点についても迂回ルート数を

検討している。 

 

① 北海道圏：函館～根室間 
② 北陸圏 ：東京～新潟間 
③ 中部圏 ：東京～名古屋間 
④ 近畿圏 ：大阪～福井間 
⑤ 中国圏 ：大阪～山口間 
⑥ 四国圏 ：大阪～松山間 
⑦ 九州圏 ：福岡～鹿児島間 
 

上述の７点について、作成した【現況】ルート

数と、現時点での【計画】ルート数を次ページ以

降に収録した。 
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＜参 考①＞北海道圏：函館～根室間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 況 

(０ルート) 

計 画 

(２ルート) 

函館

２ 根室２

１黒松内

１七飯

１

小樽市

２ 札幌

２千歳

１
苫小牧

釧路

２
本別

２

２

深川

留萌

２

旭川

２
帯広

２

夕張

２

十勝清水

２
足寄

２

遠軽

２
紋別

２
北見

２
網走

２稚内

２士別

函館

０ 根室２

０黒松内

１七飯

０

小樽市

０ 札幌

０千歳

０
苫小牧

釧路

０
本別

０

０

深川

留萌

０

旭川

０
帯広

０

夕張

０

十勝清水

０
足寄

０

遠軽

０
紋別

２
北見

０
網走

０稚内

０士別

０

０
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＜参 考②＞北陸圏：東京～新潟間 
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計 画 

(350 ルート) 
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5
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柏

5
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5
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35

5
5

35
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70

35

70
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175
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太田

35

35

35

35

35

105

105

105
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5
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35
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柏
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1
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3

3

3
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3
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3

3
3

3

3

1

1

1

1

1

4

4

4
4

7

3

1

東

京

3

3

1

3
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＜参 考③＞中部圏：東京～名古屋間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 況 

(21 ルート) 

計 画 

(1638 ルート) 
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＜参 考④＞近畿圏：大阪～福井間 
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計 画 

(285 ルート) 



40   4.道路整備と迂回ルート 

＜参 考⑤＞中国圏：大阪～山口間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 況 

(36 ルート) 

計 画 

(202 ルート) 
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＜参 考⑥＞四国圏：大阪～松山間 
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計 画 

(34 ルート) 
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＜参 考⑦＞九州圏：福岡～鹿児島間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 況 

(1 ルート) 

計 画 

(30 ルート) 

人口100万人以上都市

人口30万人以上都市

人口10万人以上都市

福岡－鹿児島間

供用区間

計画区間
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５．清渓川復元事業 

(都市河川再生事業探訪) 

５－１．目的 

都市の整備は、新たな道路整備や新規構造物の

建設などの『効率』を優先する事業から、自然環

境や景観、歴史的資源などの『魅力』を引き出す

事業へと転換しつつある。我が国においても『都

市再生』、『自然復元』など、魅力を引き出す事業

が進められてきているが、今回ソウルに旅行する

機会(３月31日～４月３日)を得たので、都市河川

復元事業である『清渓川(チョンゲチョン)復元事

業』を踏査した結果を紹介する。 

５－２．研究概要 

都市河川復元事業である、『清渓川(チョンゲチ

ョン)1復元事業』の対象区間を踏査した結果を紹

介する。 

５－３．研究成果 

５－３－１．清渓川復元事業の概要 

復元事業の対象となった「清渓川(チョンゲチョ

ン)」は、1394年に朝鮮王朝の都がソウルに定めら

れて以来、都の中部を地理的に分け、政治・社会・

文化的に区分する象徴的な境である。市庁、景福

宮、明洞、仁寺洞、宗廟、東大門市場などソウル

市内の見所からも近い。 

しかし、20世紀の半ば、この川に蓋がされ道路

がつくられるようになり、その後も、経済開発や

効率性などが優先され、半世紀近く覆われたまま

となった。 

その間も河川の原状回復や、環境の重要性が議

論されていたが、事業費の捻出やその他周辺地域

への影響など、さまざまな課題のため取り組みが

                            
1
清渓川(チョンゲチョン) 

清渓川（チョンゲチョン）の元々の名称は「開川（ゲチョ

ン）」で、ソウルの西北の仁王山と北岳の南麓、南山の北麓な

どから始まり、都城の中の真ん中あたりで合流し、西から東

方面に流れる延長 10.92km の都市河川である。 

http://japanese.metro.seoul.kr/chungaehome/seoul/main.htm 

進展しなかった。 

そのような社会情勢のなか、2002年のソウル市

長選に出馬した李明博(イ・ミョンバク)氏が選挙

公約の一つとして、『清渓川の復元』を掲げて当選

したことから、『清渓川の復元』は民意を得たと理

解され、公約通り2003年７月から復元事業が開始

され、2005年9月に一応の完成を見た。 

 

↓ 

 

図-5.3.1 清渓川復元イメージ(東大門付近) 

清渓川復元事業（ソウル市運営ＨＰ）より引用 

５－３－２．清渓川復元事業計画の概要 

計画の概要は以下のとおり。 

計画においては、河川計画、道路計画、橋梁計

画などの通常の計画のほか、清渓川が６～７月の

降雨期以外は涸れ川となることから、維持用水の

確保や造園計画もあわせて行われた。 

事業期間：2003年7月～2005年9月 

事業延長：5.8km 

事業費 ：3870億ウォン(約387億円)

＜復元前＞ 

＜復元後＞ 
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５－３－３．清渓川踏査結果 

清渓川復元事業においては、景観にも力をいれ

ており、その一つが多彩なデザインを取り入れた

橋梁の設計である。今回の踏査は、特にこの橋梁

デザインの豊富さと、周辺環境との調和に重点を

おいた。 

 

表-5.3.1 清渓川復元事業による架橋一覧 

橋梁番号 名称 

1 毛廛橋 

2 広通橋 

3 広橋 

4 長通橋 

5 三一橋 

6 水標橋 

7 観水橋 

8 世運橋 

9 べオゲ橋 

10 セビョク橋 

11 馬廛橋 

12 ナレ橋 

13 ボドゥル橋 

14 五間水橋 

15 マルグンネ橋 

16 茶山橋 

17 永渡橋 

18 黄鶴橋 

19 庇雨堂橋 

20 無学橋 

21 ドゥムル橋 

22 古山子橋 

 

ここでは、表-5.3.1および図-5.3.1に示した清

渓川復元事業による架橋22橋について、写真等を

もとに紹介する。 

なお、踏査は清渓川の起点である光化門交差点

付近に造られた源流広場をスタート地点とし、清

渓川復元事業の下流端である古山子橋まで川の流

れに沿って行った。 

 

↑源流広場から清渓川を望む。平日にもかかわら

ず、散歩や休憩に訪れる市民の姿があった。 

 

↑起点である光化門交差点付近に造られた源流広

場。当日は音響施設などが設置され、屋外ステー

ジとなっていた。 

図-5.3.1 清渓川全体図および橋梁位置図 

東大門

ソウル市庁

2 4 10 12
15 19 21

馬場洞東大門運動場

1
3 5 7 8 9 11 13 14 16 17 18

20
22

光化門交差点(起点)

6

東大門

ソウル市庁

22 44 1010 1212
1515 1919 2121

馬場洞東大門運動場

1
3 5 7 8 9 11 13 14 16 17 18

20
22

光化門交差点(起点)

66
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(1)毛廛橋 

 起点である源流広場から見える橋梁。 

 

 

↑起点の源流広場から下流の毛廛橋を望む。 

源流広場付近は噴水が多く設置されている。 

 

 

↑源流広場から河道へつながる階段から。 

源流広場周辺にも市民の姿が見られる。 

 

 

↑毛廛橋を下流側から。橋下から水面までが近い

印象を受けた。 

(2)広通橋 

上空から見ると な形をしている橋梁。人道橋

として利用されている。 

 

 

↑広通橋を上流側から。 

 

 

↑広通橋を下流側から。 

 

(3)広橋 

 

↑広橋を上流側から。この付近は比較的川幅が広

くとられている。 
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↑広橋を下流側から。 

 

(4)長通橋 

こちらは人道橋として利用されているためか、

橋脚が細い印象を受ける。 

 

↑長通橋を下流側から。 

 

(5)三一橋 

まるでアーケードのようにデザインされた橋梁。

この橋を車もバスも渡る。 

 

↑三一橋を上流側から。 

 

↑三一橋を下流側から。 

 

 

↑河道内の清掃状況。500m間隔で清掃員が配置さ

れ、噴水等のモニュメントの清掃、ゴミ拾いが行

われていた。 

 

(6)水標橋 

人道橋として利用されているためか、4.長通橋

と同様に橋脚が細い印象を受ける。 

 

↑水標橋を上流側から。 
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↑水標橋を下流側から。 

 

(7)観水橋 

歩道に傘が掛けられたデザインの橋。 

 

 

↑観水橋を上流側から。 

 

 

↑観水橋を下流側から。 

(8)世運橋 

比較的大きな橋梁。左右岸とも世運商店街とな

っている。 

 

↑世運橋を上流側から。 

 

 

↑世運橋を下流側から。 

 

(9)べオゲ橋 

あまり印象に残らない橋梁。 

 

↑べオゲ橋を下流側から。 
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(10)セビョク橋 

人道橋であるが、大きなアーチが目を引く。 

 

↑セビョク橋を上流側から。 

 

 

↑セビョク橋を下流側から。 

 

(11)馬廛橋 

橋の四隅に下の写真のようなモニュメントが設

置された橋梁。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑馬廛橋を上流側から。 

 

 

↑馬廛橋を下流側から。 

 

(12)ナレ橋 

通称「つばさ橋」。両側のアーチが翼を広げたよ

うに見えることから。こちらも人道橋。 

 

↑ナレ橋を上流側から。 
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↑ナレ橋を下流側から。 

 

(13)ボドゥル橋 

別名「柳橋」。 

 

↑ボドゥル橋を下流側から。 

 

(14)五間水橋 

比較的大きな橋梁。 

 

↑五間水橋を上流側から。 

 

(15)マルグンネ橋 

別名「きれいな街橋」。人道橋。 

 

↑マルグンネ橋を上流側から。 

 

(16)茶山橋 

片持の斜張橋。 

 

↑茶山橋を上流側から。 

 

 

↑茶山橋を下流側から。写真の構図が良くない。 

小段の柳が良い景観を創出している。 
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(17)永渡橋 

照明がトーテムポールのようなデザインとなっ

ている橋梁。 

 

↑永渡橋を上流側から。 

 

 (18)黄鶴橋 

ふすまが張り巡らされたようなデザインの橋梁。 

 

↑黄鶴橋を上流側から。 

 

 

↑黄鶴橋近景。ふすまのように見える外観。とこ

ろどころ開放されている。 

 

↑黄鶴橋を下流側から。河道内には飛び石や木の

桟橋が設置されており、水辺へのアクセスは容易。 

 

(19)庇雨堂橋 

アーチ式で、人道橋として利用されている。 

 

↑庇雨堂橋を上流側から。 

 

 

↑庇雨堂橋下流の存置橋脚を下流側から。かつて

の高速道路の橋脚をモニュメントとして残してい

る。撮影は河道内に設置された桟橋から。 
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(20)無学橋 

トラス橋。この橋梁までくると川幅も少し広くな

る。河道内に設置された飛び石もなくなる。 

 

↑無学橋を上流側から。 

 

 

 

(21)ドゥムル橋 

１ピアの斜張橋。人道橋として利用されている。

手前の橋は沈下橋。散策路から河道を横断するた

めの施設。 

 

↑ドゥムル橋を上流側から。 

(22)古山子橋 

３経間の橋梁。以前の高速道路がこの付近は残さ

れている。 

 

↑古山子橋を上流側から。 

 

(23)その他 

 踏査中に見つけた改修の工夫などを紹介する。 

 

・自然再生事業 

 河道内に水制工を設置したり、人工湿地を設け

て植生に変化をつけたりと、自然再生事業に注力

していることが伺える。訪れた時期が４月はじめ

であったため、多くの植生は枯れた状態であった

が、水際部を含め緑化が進んでいることが見て取

れた。 

 

 

↑きれいな街橋付近の水制。石組みで流向を変え、

水辺に変化を与えている。 
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↑三一橋付近の植生。水際部付近に人工湿地を形

成し、植生を入れている。 

 

・住民参加 

 法面には、周辺住民や小学生が作成したと思わ

れるタイルが設置されている。また、河道内には

ところどころに渡河用の渡しが設置されており、

気軽に対岸に渡ったり、水辺に近づくことができ

る。 

これらのように、オープンスペースが住民参加

型のギャラリーとして、また散策路が住民の憩い

の場として、積極的に利用されている。 

 

 

↑三一橋付近の壁画タイル。数多くのタイルを小

学生が描いており、随所に設置されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑河道内のところどころに設置された渡河用の渡

し。気軽に対岸に渡れる。石の渡しや吊橋など形

式はさまざま。 

 

 

 

 

 

↑広橋の左岸下側に設置されたギャラリーと広橋

下流の壁画。ギャラリーでは学生の作品が展示さ

れていた。 

 

５－４．おわりに 

清渓川復元事業は、大都市の中心部に自然環境

を復元し、周辺環境との調和も考慮した新たな街

作りとして注目に値する事業である。我が国にお

いても、日本橋川の再生事業など、手本とすべき

河川があることに再度気づかされた。また、周辺

景観との調和や、市民の憩いの場として、河川が

いかに重要な役割を果たしているかを再認識する

踏査であった。 

以上 
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６．社会資本の充実度分析 

６－１．目的 

我が国においては、国や地方公共団体が中心と

なり、長年にわたり公共投資を実施し、社会資本

整備を行ってきた。その結果、我が国は戦後復興

を果たし、他に類をみない経済発展を遂げてきた。 

その一方で、近年の経済停滞や、大雨洪水や地

震による被害の増大など、まだまだ社会資本の整

備が満足いく段階にないことが明らかとなってき

た。ところが、近年の社会情勢の変化や国民の価

値観の多様化を背景に、公共投資額が圧縮され、

社会資本の整備にブレーキがかかりつつある。こ

の結果、ストックされたインフラが満足に機能し

なくなる懸念も出てきた。また、都市と地方の格

差なども問題視されている。 

これらの我が国が抱える社会資本整備を踏まえ、

本研究では、インフラの充実度を分析することを

目的に、我が国全体におけるインフラの充実度を

平均値として、各都道府県の充実度をランク付け

し、不足する社会資本について分析を行う。 

６－２．研究概要 

社会資本の指標を、交通分野や水環境、ゴミ問

題など現在我が国が抱える課題に対して抽出し、

日本全体について、面積比や人口比で整理した社

会資本の充実度をとりまとめた。 

次に、同様の整理手法で都道府県単位の指標の

整理を行い、全国平均を偏差値５０とおいた場合

の偏差値を算定する。算定した偏差値に対してラ

ンク付けを行い、レーダチャートに整理して各都

道府県の充足している点、不足している点につい

て分析を行った。抽出した指標や分析方法、整理

方法については以降に詳述する。 

６－２－１．社会資本の指標 

社会資本の指標を抽出するにあたり、国民生活

になじみが深く、かつ建設コンサルタント業務に

関連する指標を中心に抽出することとした。 

はじめに、国民生活になじみの深い分野を検討

することとした。候補として、国土交通省の施策

に応じた５分野(表-6.2.1)、行政投資実績1の事業

目的別の整理が行われた５分野(表-6.2.2)、公共

事業評価マニュアル2の波及的影響に整理された

分野(表-6.2.3)等を総合的に勘案し、国民生活に

なじみの深い次の６分野を設定した。 

Ⅰ．交通問題 

Ⅱ．ゴミ問題 

Ⅲ．水問題 

Ⅳ．教育・文化 

Ⅴ．医療福祉 

Ⅵ．環境負荷 

表-6.2.1 国土交通省の施策に応じた分野選定 

分 野 詳細 

暮らし 住まい/生活環境/中心市街地/通勤混雑/

バリアフリー/気象情報/水利用 

活 力 交通手段/都市機能/物流/国際競争力の強

化/消費者利益/土地利用/入札・契約制度/

建設コスト 

安 全 防災/交通安全/海上の安全治安/テロ・有

事対策 

環 境 日本橋川に空を取り戻す/自然環境/地球

環境問題/リサイクル/美しい国づくり/街

並み/水環境 

地 域 観光振興/地域間交流・連携/中小都市・農

山漁村/国際交流/北海道開発/アイヌ文化

/冬の生活空間 

表-6.2.2 行政投資実績の事業目的別分類に 

応じた分野選定 

分 野 詳細 

生活基盤 市町村道、街路、都市計画、住宅、環境衛

生、厚生福祉、文教施設、水道及び下水道

産業基盤 国県道、港湾、空港及び工業用水 

農林水産 農林水産関係の投資 

国土保全 治山治水及び海岸保全の投資 

その他 失業対策、災害復旧、官庁営繕、鉄道、地

下鉄、電気、ガス等の上記以外の各事業 

 

                            
1
総務省自治行政局地域振興課発行。 
2
公共事業評価システム研究会報告。 

参考 URL：http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha02/13/130830_.html 
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表-6.2.3 公共事業評価マニュアルの波及的影響 

に応じた分野選定 

分 野 詳細 

住民生活 自立した個人の生き生きとした暮ら
しの実現 

地域経済 競争力のある経済社会の維持・発展
安    全 安全の確保 
環    境 美しく良好な環境の保全と創造 
地域社会 多様性ある地域の形成 

 

次に、設定した６分野それぞれについて、公表

されている統計値の有無、分析の妥当性や客観性

を考慮し、指標値の抽出を行った。その際、指標

そのものの値を用いると、県内人口、可住地面積

が少ない都道府県は充実度が低いと評価されるた

め、各指標に対して、次の二つの処理を行った上

で指標値とした。その他不公平感がないよう、指

標に応じて適宜処理を行った。 

①県内人口による評価 

(以下、「県内人口評価」という) 

県内に居住する人口で、社会資本の施設数や面

積を割り算することにより、県民一人当たりが利

用できる社会資本の量を評価する処理を行った。 

なお、指標とする社会資本(例：老人福祉施設)

によっては分母の県内人口を対象年齢の人口

(例：65歳以上人口)等に置き換えるなど、適宜修

正を加えた。 

社会資本 
県内人口評価＝ 

県内人口 

②可住地面積による評価 

(以下、「可住地面積評価」という) 

可住地面積は、県内の総面積から林野及び主要

湖沼面積を引いた面積である。指標とする社会資

本によっては、社会資本の施設数で可住地面積を

割り算することにより、密度による評価を行うこ

ととした。 

可住地面積 
可住地面積評価＝ 

社会資本 

抽出した指標は６分野39指標であり、各分野の

指標数は表-6.2.4 のとおりである。 

 

表-6.2.4 ６分野の指標数一覧 

分野 指標数 

Ⅰ．交通問題 ９ 

Ⅱ．ゴミ問題 ５ 

Ⅲ．水問題 ５ 

Ⅳ．教育・文化 ８ 

Ⅴ．医療福祉 ６ 

Ⅵ．環境負荷 ６ 

計 ３９ 

 

次から、Ⅰ～Ⅵの６分野の指標の設定根拠やデ

ータの出典について詳述する。 

Ⅰ．交通問題(９指標) 

交通問題に対応する社会資本は、生活に密着し

た「生活道路」の整備状況と、産業基盤の根幹を

なす「産業道路」の整備状況の２点を対象とした。 

(1)生活道路の整備状況(５指標) 

生活に密着した「生活道路」の整備状況として、

「市町村道」の「整備率」、「舗装率」、「歩道設置

率」、「車道面積」、「歩道面積」の５点をそれぞれ

指標として抽出した。なお、各データの出典は「道

路統計年報2007年版3」によった。 

(2)一般国道指定区間外区間 

     ＋都道府県道の整備状況(４指標) 

産業基盤の根幹をなす道路のうち、都道府県が

管理する一般国道指定区間外区間および都道府県

道の整備状況について、「整備率」、「舗装率」、「歩

道設置率」、「車道面積」の４点を指標として抽出

した。データの出典は、市町村道と同様に「道路

統計年報2007年版」によった。 

                            
3 道路統計年報2007 年版、国土交通省道路局企画課、全国道
路利用者会議発行、2007.11 
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前述の「生活道路」、「産業道路」の整備状況を

客観的に評価する「整備率」、「舗装率」、「歩道設

置率」、「車道面積」、「歩道面積」の算定方法につ

いて、次に詳述する。 

①整備率 

道路の整備率は、次式で示される。 

整備率＝（改良済延長(幅員5.5m以上)－混雑度

1.0以上の延長）/道路実延長 

ここで、混雑度＝交通量/交通容量 

道路は本来多面的な機能をもつ施設であり、道

路整備の水準も多面的に評価されるべきであるこ

とから整理された指標であり、1980年から出典資

料に収録されている。 

②舗装率 

道路の舗装率は、次式で示される。 

舗装率＝簡易舗装を含む舗装延長/道路実延長 

道路の整備進捗状況を示す指標として古くから

用いられている。 

③歩道設置率 

歩道設置率は次式で示され、徒歩利用者の安全

が守られているかの判断材料とした。 

歩道設置率＝道路の部分として設けられた歩道

等の設置延長/道路実延長 

道路の部分として設けられた歩道等とは、縁石、

防護柵等により車道部と区画されたもの又は改築

にあたり人家等の障害物により車道部から離れて

設けられたものを指す。 

④車道面積 

車道面積は車線、停車帯、非常駐車帯及び待避

所の面積を合計した面積である。評価に際しては、

各都道府県内の車道面積を自動車保有台数で除し、

自動車一台当たりの車道面積として整理した。 

⑤歩道面積 

歩道面積は、道路部面積から上述の車道面積を

引いた値を用いた。評価に際しては、各都道府県

内の歩道面積を県内人口評価を行い、歩行者一人

当たりの歩道面積として整理した。なお、道路部

面積には車道、歩道、中央帯及び路肩を含むため、

厳密には歩道単体の面積とはならない。 

Ⅱ．ゴミ問題(５指標) 

ゴミ問題に対処するための社会資本には、「再資

源化」を目的とした社会資本と、「ゴミ処理」を目

的とした社会資本が想定される。そのため、各資

本の処理能力や残余容量、施設数を指標として抽

出することとした。なお、各データの出典は「環

境省ホームページ 環境統計集4」によった。 

(1)再資源化施設の整備状況(２指標) 

再資源化施設の処理能力の指標として、「資源化

等の施設の日当り処理能力」について、県内人口

評価を行った。また、県内に残存している「不法

投棄物等の残存量」についても県内人口評価を行

い、再資源化の課題の一つとして抽出した。 

(2)ゴミ処理施設の整備状況(３指標) 

ゴミ処理施設としては、「ごみ焼却施設の日当り

処理能力」、「粗大ごみ処理施設の日当り処理能力」、

「最終処分場の残余容量」の３点について県内人

口評価を行い、県民１人当たりのゴミ処理能力の

指標として抽出した。 

Ⅲ．水問題(５指標) 

水問題として考えられる項目としては、「下水

道」と「上水道」、そして「洪水対策」が考えられ、

これらを客観的に評価できる指標を抽出すること

とした。なお、水質に関する項目については後述

する「Ⅵ．環境負荷」で整理した。なお、特に注

記のないデータの出典は前述の「環境省ホームペ

ージ 環境統計集」によった。 

(1)下水道の整備状況(３指標) 

下水道の指標として、各家庭の「水洗化率」と、

公共下水道の「接続人口」および「整備面積」の

３指標を抽出した。 

                            
4 環境省ホームページ「環境統計集」 
参考 URL：http://www.env.go.jp/doc/toukei/contents/index.html 
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「水洗化率」は、下水道(コミュニティプラント

含む)および浄化槽利用人口について県内人口評

価を行った。また、公共下水道の「接続人口」に

ついても、県内人口評価を行うこととした。 

また、公共下水道の「整備面積」については、

平成18年度時点の整備済面積5を計画面積で除し、

計画達成率として評価することとした。 

(2)上水道の整備状況(１指標) 

上水道の指標については、上水道に接続してい

る「給水人口」について県内人口評価を行い、普

及率として評価することとした。 

(3)洪水対策の整備状況(１指標) 

洪水対策として真っ先に思い浮かぶのは堤防や

ダム、ポンプ場などの排水処理施設であるが、こ

れらの指標は管理の対象が他府県にまたがる例が

多く、今回の検討目的である都道府県別の社会資

本の充実度分析には供せられない。 

そこで、都市に密着した洪水対策の一つとして

あげられる「都市下水道」の整備済面積を、公共

下水道の整備面積と同様に都市下水道計画面積で

除し、計画達成率として評価することとした。 

Ⅳ．教育・文化(８指標) 

教育・文化の指標としては、生涯教育や義務教

育等の「教育」を対象とした。そのほかにスポー

ツ施設や公園など体を動かす「運動施設」も対象

とした。なお、各データの出典は「総務省統計局

ホームページ 統計でみる都道府県・市区町村6」

によった。 

(1)教育施設の整備状況(５指標) 

我が国の教育には、義務教育と生涯教育の２つ

の視点があると考えた。そこで、義務教育として

は「学校数(小学校、中学校)」を、それぞれの対

                            
5 総務省自治財政局財務調査課「公共施設状況調」 
6
 総務省統計局 統計でみる都道府県・市区町村 

参考 URL：http://www.stat.go.jp/data/ssds/ 

象年齢人口7で除した値を指標とした。また、義務

教育については教育の充実度も重要な視点ととら

え、「教員数(小学校、中学校)」を対象年齢人口で

除した値を指標とした。なお、上記の施設数に対

しては、可住地面積評価も行うこととした。 

一方、生涯教育として客観的に評価する指標と

して、「図書館数」を対象とした。図書館数につい

ては県内人口評価と可住地面積評価を行った。 

(2)運動施設等の整備状況(３指標) 

運動施設等として、「社会体育施設」と「多目的

運動広場数」の合計施設数について県内人口評価

を行うこととした。また、県内の「都市公園面積」

の合計について県内人口評価を行い、県民一人当

たりが利用できる公園面積を指標とした。さらに、

「都市公園数」について可住地面積評価を行うこ

ととした。 

Ⅴ．医療福祉(６指標) 

医療福祉関連としては、年齢層等に応じて「一

般医療」、「高齢者」、「障害者」、「児童」の４つに

分類し、６指標を抽出した。なお、各データの出

典は前述の「総務省統計局ホームページ 統計で

みる都道府県・市区町村」によった。 

(1)一般医療施設の整備状況(２指標) 

全年齢が受診可能な「一般病院」、「一般診療所8」、

「歯科」の合計施設数について、県内人口評価お

よび可住地面積評価を行うこととした。 

(2)高齢者福祉施設の整備状況(１指標) 

高齢者を対象とした福祉施設として、「老人ホー

ム」、「老人福祉センター」、「憩いの家」、「介護老

人施設」の施設数を対象に、65歳以上の人口で除

した値を指標とした。 

                            
7 小学校、中学校の対象年齢人口 
   小学校： 6歳～11歳の人口 

   中学校：12歳～14歳の人口 
8 一般病院と一般診療所 
「病院」と「診療所」との違いは、医療法では、「診療所」

とは患者の病床数が 19人以下の施設をいう。 
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(3)障害者福祉施設の整備状況(１指標) 

障害者に対する福祉施設の整備状況として、「身

体障害者福祉施設」、「知的障害者福祉施設」の施

設数を対象に、県内人口評価を行った。 

(4)児童福祉施設9の整備状況(２指標) 

児童福祉については、「幼稚園」と「保育所」の

施設数について県内人口評価を行った。また、教

育・文化でも整理したとおり、児童福祉の充実度

も重要な視点ととらえ、「幼稚園教員数」を園児数

で除した値と、「保育士数」を保育園児数で除した

値の合計値を指標として用いることとした。 

なお、「幼稚園」は教育施設であり児童福祉施設

に該当しないが、対象年齢が児童福祉施設の利用

者と同一のため、ここでは児童福祉施設に含めた。 

Ⅵ．環境負荷(６指標) 

環境負荷の指標としては、「環境に影響を及ぼす

施設」、「ＣＯ2の吸収量」、「水質」、「大気質」の４

つを対象とした。 

(1)環境に影響を及ぼす施設の整備状況(２指標) 

環境に影響を及ぼす施設として、県内に存在す

る「ばい煙発生施設数」、「一般粉じん発生施設数」

の２施設についてそれぞれ県内人口評価を行うこ

ととした。なお、各データの出典は「総務省統計

局ホームページ 環境統計集10」によった。 

(2)ＣＯ2の吸収量(２指標) 

地球温暖化の一因であるＣＯ2 の吸収量を指標

に反映するため、県内の「森林面積」に対して県

内人口評価を行うこととした。データの出典は前

述の「総務省統計局ホームページ 統計でみる都

道府県・市区町村」によった。 

なお、森林のＣＯ2吸収量は、樹齢や樹種、生育

                            
9 幼稚園と保育所 
「幼稚園」は文部科学省所管の教育施設であり、大学・大

学院までの教育体系の中の一環として組み込まれている。 

「保育所」は厚生労働省所管の児童福祉施設である。 
10
環境省ホームページ「環境統計集」 

参考 URL：http://www.env.go.jp/doc/toukei/contents/index.html 

環境等により大きく異なるが、本検討では一律と

して取り扱うこととした。 

(3)水質(２指標) 

水質を評価するにあたっては、「環境基準の満足

度」と、「飲料水として利用可能か」の２点を対象

とした。「環境基準の満足度」については、環境基

準を満足している地点数を環境基準値が定められ

た地点数で除し、満足度として評価することとし

た。「飲料水として利用可能か」については、水道

水として利用可能な環境類型Ｂ以上を満足した地

点数を全観測地点数で除し、満足度として評価す

ることとした。なお、水質の環境基準はＢＯＤ、

ＣＯＤ、ＳＳ、ｐＨ等の指標ごとに定められてい

るが、本検討では、河川域はＢＯＤ75%値を、湖沼

域はＣＯＤ75%値を対象として評価した。なお、デ

ータの出典は「国立環境研究所 公共用水域水質

年間データ11」によった。 

(4)大気質(１指標) 

大気質の計測項目は「二酸化硫黄(SO2)」、「一酸

化炭素(CO)」、「浮遊粒子状物質(SPM)」、「二酸化窒

素(NO2)」「光化学オキシダント(Ox)」の５項目で

ある。指標化にあたっては、各計測項目について

環境基準を満足した地点数の合計数を、測定地点

の合計数で除し、満足度として評価することとし

た。データの出典は「国立環境研究所 大気環境

データファイル12」によった。 

 

以上が６分野合計 39指標の内容である。なお、

巻末資料に評価指標の一覧を収録した。 

                            
11 独立行政法人国立環境研究所「環境数値データベース 公
共用水域水質年間データ」 

参考 URL：http://www.nies.go.jp/igreen/index.html 
12 独立行政法人国立環境研究所「環境数値データベース 大
気環境月間値・年間値データ」 

参考 URL：http://www.nies.go.jp/igreen/index.html 
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６－２－２．充実度の評価方法 

６分野 39 指標を用いた社会資本の満足度評価

手法について整理すると、図-6.2.1 のフロー図の

通りである。 

 

①全国平均の算定
47都道府県の合計値から、全国平
均値を算定 → 偏差値５０

②都道府県の指標を偏差値に換算
各都道府県の指標を算定し、全国
平均値を平均点とする、偏差値で表
現する。

③偏差値の高い順にランキング
偏差値の高い順に１位から47位まで
をランキングする。

④ランキングを評価値に換算
③で求めた39指標について、ランキン
グの高い順に評価値に換算する。

⑥分野ごとに評価値を合計
④で求めた評価値を６分野それぞれ
で合計し、合計点の高い順に１位から
47位までランキングする。

⑦ランキングを評価値に換算
⑥で求めた６分野について、ランキン
グの高い順に、評価値に換算する。

⑤評価値をレーダチャートに整理
④で求めた39指標について、各分野
ごとにレーダーチャートに整理する。

⑧評価値をレーダチャートに整理
⑦で求めた６分野を６角形のレーダ
チャートに整理する。

⑨レーダチャートをもとに充足点、不足点を分析
⑧で求めた６角形のレーダチャートをもとに、充足している社
会資本と、不足している社会資本を抽出する。特に、不足し
ている社会資本については、⑤で作成したレーダチャートを
もとに分析する。

 

図-6.2.1 社会資本の満足度評価フロー 

ランキングに応じた評価値の換算については、

ランクの高い順に、表-6.2.1 に示す一覧表に従っ

て配分した。 

 

表-6.2.1 ランキングに応じた評価値換算表 

評価値 ランク 都道府県数 

10点 1位、2位 2 

9 点  3 位～ 5位 3 

8 点  6 位～10位 5 

7 点 11 位～15位 5 

6 点 16 位～24位 9 

5 点 25 位～32位 8 

4 点 33 位～37位 5 

3 点 38 位～42位 5 

2 点 43 位～45位 3 

1 点 46 位、47位 2 

 

また、レーダチャートとは、図-6.2.2 に示すも

ので、複数の項目の大きさや量を比較することの

できるグラフである。この例では、「煤煙」や「粉

塵」、「振動」等の項目は全国平均を大きく上回る

充実度であるが、「ＣＯ2吸収量」や「水質」は全

国平均を大きく下回り、改善が求められる点であ

ることが一目でわかる。 
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図-6.2.2 レーダチャートの一例 

(東京都「環境負荷」の検討結果) 
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６－３．研究成果 

これまでに述べてきた指標および評価方法によ

り検討した、４７都道府県の社会資本充実度につ

いて、結果を整理する。なお、検討結果の図表類

について、以下に示す資料を巻末に収録した。 

・社会資本の充実度検討指標一覧 

・指標別充実度評価結果 

・分野別充実度評価結果 

・社会資本の充実度総合評価結果 

・社会資本の充実度評価結果【都道府県別】 

６－３－１．総合評価結果 

６分野39指標をもとに実施した結果、社会資本

の充実度ランキングは、表-6.3.1の通りとなった。 

本検討の手法で評価した場合、最も社会資本が

充実していると評価されたのは、同点で「鳥取県」

と「鹿児島県」であった。次いで３位に「島根県」、

「高知県」が続き、５位には「富山県」、「石川県」、

「長崎県」が続く結果となった。 

一方、社会資本の充実度が今一歩と評価された

県は、「茨城県」であった。次いで「千葉県」、「埼

玉県」と関東勢が続く結果であった。 

地域別にみると、上位10位以内に北陸の「富山

県」、「石川県」がランク入りしており、社会資本

の充実度は高いと評価された。一方、中部の愛知、

岐阜、三重、静岡はいずれも25位以下と低い順位

である。また関東の「栃木県」、「神奈川県」、「埼

玉県」、「千葉県」、「茨城県」はいずれも40位以下

の低い順位となった。 

 

次から、本検討結果をもとに不足する社会資本

の抽出方法を整理する。 

表-6.3.1 社会資本の充実度ランキング 

順位 都道府県名  順位 都道府県名 

1 31 鳥取県  23 27 大阪府 

1 46 鹿児島県  23 34 広島県 

3 32 島根県  28 25 滋賀県 

3 39 高知県  29 36 徳島県 

5 16 富山県  30 19 山梨県 

5 17 石川県  31 2 青森県 

5 42 長崎県  31 10 群馬県 

8 44 大分県  31 21 岐阜県 

9 1 北海道  31 41 佐賀県 

9 18 福井県  35 7 福島県 

9 26 京都府  35 30 和歌山県 

12 13 東京都  35 33 岡山県 

12 28 兵庫県  38 22 静岡県 

12 40 福岡県  38 37 香川県 

12 45 宮崎県  38 38 愛媛県 

16 15 新潟県  41 9 栃木県 

16 29 奈良県  42 14 神奈川県 

16 43 熊本県  42 23 愛知県 

19 3 岩手県  42 24 三重県 

19 6 山形県  45 11 埼玉県 

19 35 山口県  46 12 千葉県 

19 47 沖縄県  47 8 茨城県 

23 4 宮城県       

23 5 秋田県       

23 20 長野県       

注)県名の前の数字は都道府県番号 



60   6.社会資本の充実度分析 

６－３－２．不足する社会資本 

ここでは、本検討結果をもとに、都道府県内の

不足している社会資本の抽出方法を整理する。 

整理の対象としたのは、総合評価結果で１位を

獲得した「鹿児島県」と、47位となった「茨城県」

を対象とし分析を試みた。 

(1)「鹿児島県」の社会資本 

総合評価結果では、「鹿児島県」は１位を獲得し

た。その総合評価のレーダチャートは図-6.3.1(1)

のとおりである。レーダチャートから、「交通問題」

や「ゴミ問題」で10点満点、「教育・文化」、「医療

福祉」とも高得点を獲得していることがわかる。 

その一方で、「環境負荷」や「水問題」は５点と、

全国平均レベルである。では、「環境負荷」や「水

問題」のどこに社会資本の不足があるか、各分野

のレーダチャートから分析を試みる。 

「水問題」のレーダチャートは図-6.3.1(2)のと

おりである。レーダチャートから、都市下水道の

整備は計画を達成しており、10点満点であるもの

の、水洗化や公共下水道への接続など、下水道に

関連する項目が極めて低い。また、上水道の整備

も進んでいない現状が読み取れる。 

「環境負荷」のレーダチャートは図-6.3.1(3)

のとおりである。レーダチャートから、大気質の

評価が極めて低いのが読み取れる。鹿児島県の大

気質を観測している64地点のうち、環境基準を満

足している地点は48地点、達成率としては75％と

なっており、この結果は東京都や千葉県についで、

全国で３番目に低い値である。水質についても全

国平均を上回る状況であるが、改善の余地は残さ

れていると考えられる。 

以上から、今回の評価では充実度１位を獲得し

た鹿児島県であるが、「水問題」や「環境負荷」の

面ではまだまだ充実すべき資本があることがわか

る。この面での社会資本を充実するとともに、既

存の分野についても引き続き維持管理等の社会資

本整備を行うことが望ましい。 
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図-6.3.1(1) 鹿児島県の総合評価 
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図-6.3.1(2) 鹿児島県の水問題 
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図-6.3.1(3) 鹿児島県の環境負荷 
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(2)「茨城県」の社会資本 

総合評価結果では、「茨城県」が最下位となった。 

総合評価のレーダチャートは図-6.3.2(1)のと

おりである。レーダチャートから、６分野いずれ

も全国平均に達していないことが読み取れる。な

かでも特に「教育・文化」と「環境負荷」の面が

１点、「医療福祉」も２点と、全国平均を大きく下

回る結果であった。 

「教育・文化」のレーダチャートは図-6.3.2(2)

のとおりである。都市公園やスポーツ施設などは

５点と、全国平均レベルであるが、義務教育に関

する社会資本は４点、図書館にいたっては３点と

低い評価になっており、整備が望まれる。 

「環境負荷」のレーダチャートは図-6.3.2(3)

のとおりである。レーダチャートから、水質や大

気質の項目が低く、改善が望まれる。 

総合評価で２点であった「医療福祉」のレーダ

チャートは図-6.3.2(4)のとおりである。レーダチ

ャートから、すべての施設が全国平均を下回って

おり、特に一般医療施設数(一般病院、一般診療所、

歯科)、障害者施設の充実が望まれる。 
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図-6.3.2(1) 茨城県の総合評価 
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図-6.3.2(2) 茨城県の教育・文化 
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図-6.3.2(3) 茨城県の環境負荷 
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図-6.3.2(4) 茨城県の医療福祉 
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６－３－３．地域別の充実度 

ここでは、地域別の充実度について、総合評価

値をもとに簡便的な方法で評価を試みる。 

表-6.3.2 に、各ブロックに含まれる都道府県の

総合評価値の平均点と、その順位を整理した。そ

の結果、ブロック内の３県とも上位にランクした

北陸地方が１位となった。 

一方、関東、中部は他のブロックに比べ総合評

価値の平均点が低い結果となった。 

表-6.3.2 ブロック別充実度評価結果 

ブロック 都道府県名 
総合評価値 

平均点 
順位

北海道 北海道 39.0 2 

東北 
青森、岩手、宮城、

秋田、山形、福島 
33.5 6 

関東Ａ 
埼玉、千葉、東京、

神奈川 
27.0 10 

関東Ｂ 
茨城、栃木、群馬、

山梨、長野 
28.2 8 

北陸 新潟、富山、石川 40.3 1 

中部 
岐阜、静岡、愛知、

三重 
27.5 9 

近畿 

福井、滋賀、京都、

大阪、兵庫、奈良、

和歌山 

35.9 5 

中国 
鳥取、島根、岡山、

広島、山口 
38.2 4 

四国 
徳島、香川、愛媛、

高知 
33.0 7 

九州 

福岡、佐賀、長崎、

熊本、大分、宮崎、

鹿児島、沖縄 

38.6 3 

※分類は協会の支部に準拠した。 

 

６－４．今後の研究の方向性 

本検討では、わが国の社会資本の充実度につい

て、入手可能な統計値をもとに評価を試みた。研

究の今後の方向性として、次の３点を改善するこ

とで、より総合的な社会資本の充実度分析が可能

になると考える。 

１．アウトカム指標等の活用 

統計値を用いたことから、社会資本のストック

のみが評価の対象となり、社会資本のフローに関

する評価が不足している。この点は、近年検討が

進められているアウトカム指標の活用や、行政投

資額等の投資実態との関連性を整理することで補

うことができると考える。 

２．評価指標の追加・指標化の改善 

社会資本が活用されている分野は広範囲に亘る。

今回の検討では６分野39指標としたが、評価に用

いる指標には際限がないものと考えられる。今後、

新たな評価指標等を追加して充実度を評価するこ

とが考えられる。また、指標化にあたっては、県

内人口評価や可住地面積評価を行ったが、そのほ

かに公平性を期する指標化の方法についても検討

することが望ましい。 

３．海外指標との比較 

今回は我が国の全国平均に対して、都道府県の

充実度を評価した。次の段階として、我が国の社

会資本が、海外の社会資本に比べてどの程度充実

しているかを評価することが必要である。その際

には、用いる指標の正確さや調査年度の統一、指

標の公平性などが課題となるが、今回用いたレー

ダチャートによる分析方法により、不足している

社会資本が明確になるため、我が国が国際競争に

勝つため、またより豊かな生活を送るために整備

すべき社会資本の姿が明確になると期待できる。 

 

なお、本検討は都道府県間の優劣を競うもので

はなく、豊かな生活を実現するために、各都道府

県で不足していると考えられる社会資本を把握す

ることを目的としている。そのため、この結果が

即座にその都道府県の住みやすさや生、活レベル

の高さ等に直結するものではないことを申し添え

ておく。また、巻末資料に 47都道府県のレーダチ

ャートを収録した。不足する社会資本の分析に供

されることを期待する。 

以上 
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７．その他活動報告 
 

本稿では、前章までに述べてきた研究以外に、

研究員の立場として参画した活動について概要を

とりまとめて報告する。 

その他活動報告の主な内容は次の５点である。 

(1)年次報告書における報告事項 

(2)事務局の支援 

(3)社会資本のあり方検討ＷＧの支援 

(4)ＲＣＣＭ登録更新講習会 講演録の作成 

(5)食文化の研究 

７－１．年次報告書における報告事項 

当協会では、毎年活動報告として「年次報告書」

を発行している。インフラストラクチャー研究所

の年間活動も同様に報告しているため、在籍した

２年間の活動報告を参考資料に収録した。 

７－２．事務局の支援 

次に挙げる４点の協会事務局業務について技術

的支援を行った。 

(1)ＲＣＣＭ資格試験 試験監督補助 

平成18年度：大阪会場 

平成19年度：東京第二会場 

(2)ＲＣＣＭ更新講習時に配布する自主学習教

材(ＣＤ－ＲＯＭ)の作成支援 

平成19年度：河川、砂防及び海岸・海洋、

品確法とコンサルタントの選

定・契約 

平成20年度：港湾及び空港、著作権と建設

コンサルタント 

(3)業務・研究発表会の会場設営および運営、採

点等に関する支援 

(4)事務局行事の受付業務 

(通常総会、賀詞交換会等) 

なお、技術的支援に関する具体的な内容等につ

いては、巻末参考資料に「インフラストラクチャ

ー研究所業務引継資料」として収録した。 

７－３．社会資本のあり方検討ＷＧの支援 

企画委員会のもとに設置された社会資本整備の

あり方検討ＷＧと協働し、社会資本整備を推進す

ることの重要性と、建設コンサルタントの役割に

ついて広く国民に伝えることを目的とした、一般

市民向けのリーフレットの企画・制作・発行を行

った。リーフレットは、「生命を守る」を基本テー

マとし、『大雨・洪水』『土砂災害』『交通事故』『地

震災害』の４種類を制作した。 

制作にあたっては、近年著作権に対する意識の

高まりから、使用する図表類の著作権処理に時間

を割いた。なお、作成したリーフレットは、巻末

参考資料に収録したほか、当協会のホームページ1

でも閲覧・入手が可能である。 

 

 

 

 

図-7.3.1 「生命を守る」リーフレットイメージ 

                            
1
建設コンサルタンツ協会ホームページ URL： 

http://www.jcca.or.jp/ 
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７－４．ＲＣＣＭ登録更新講習会 講演録の作成 

当協会では、建設コンサルタント等業務に係る

責任ある技術者を育成するため、平成３年度から

ＲＣＣＭ資格制度を発足させ、資格試験、資格者

の登録等を行っている。この制度では、有資格者

の技術力を保持・向上を図るため、４年毎に登録

を更新することとし、登録更新に際し各分野の最

先端で活躍する方々を講師として、更新講習会を

実施している。 

本研究では、平成16年度から平成19年度の４年

間(更新サイクル)の講義のうち、平成18年度およ

び平成19年度に行われたものの一部について、更

新講習会開催時の録音内容と、講演時の説明資料

をもとに、「ＲＣＣＭ登録更新講習会 講演録」と

してとりまとめを行った。なお、全14編の論文の

うち、論文作成を担当した６名の講師について、

論文タイトル等を以下に整理した。 

 

■土と地盤の変形特性 

石原研而氏（中央大学研究開発機構） 

■建設コンサルタントの新たな役割 

草柳俊二氏（高知工科大学） 

■地球温暖化と水資源管理 

小池俊雄氏（東京大学大学院） 

■建設コンサルタントの現状と課題 

高橋秀典氏（日経コンストラクション） 

■自然再生・復元の目標をどこにおくか 

森下郁子氏（(社)淡水生物研究所） 

■公共事業評価の現状と課題 

森杉壽芳氏（東北大学大学院） 

 

なお、作成した講演録は「ＲＩＩＭ ＲＥＰＯ

ＲＴ Vol.7」として発行し、当協会の会員専用ペ

ージ2で閲覧が可能である。 

                            
2
建設コンサルタンツ協会会員専用ページURL： 

http://www.jcca.or.jp/member/member.html 

 

図-7.4.1 RCCM登録更新講習会 講演録表紙 

 

図-7.4.2 RIIM REPORT バックナンバー一覧 
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７－５．食文化の研究 

我が国は豊かで多種多様な自然環境を保持して

いる国である。四季折々の気候の変化、年間を通

じての温度変化、降水量の変化など、地方・地域

ごとに様々な文化を形成してきた。 

本研究では、我が国における様々な文化のなか

でも、地方・地域文化を色濃く反映した「食」に

ついて、実際に体験し、見識を深めることを目的

に、また、研究員ＯＢとの交流も目的の一つとし

て、通常の勤務時間外においしいものを食べた。 

次から、これまでに体験した食文化について、

場所と概要を示す。 

(1)ひで(魚料理店)  

新鮮な魚を提供している。「刺身」と「ほっけ」

は絶品。肉豆腐はボリューム満点で味も良。その

ほかエイひれ、イカバターなどもおすすめ。 

電話：03-3534-7502 

場所：〒104-0054 

東京都中央区勝どき 1-7-1-208-1 

(最寄：都営大江戸線 勝どき駅) 

ＨＰ：なし 

(2)大阪串揚げ 串の蔵(串揚げ) 

大阪の串揚げをリーズナブルな料金で提供して

いる。串揚げの種類が30種類を超え、焼酎の種類

にいたっては300種類を超えており、品揃えが豊富。 

電話：03-3252-0511 

場所：〒101-0047 

東京都千代田区内神田 3-18-8 ホワイト駅前ビル 

 (最寄：ＪＲ 神田駅) 

ＨＰ：なし 

(3)つきじたぬき河豚や(ふぐ、ズワイ蟹) 

リーズナブルな料金で「ふぐ」と「ズワイ蟹」

が食べられる。ふぐの唐揚げが食べ放題など、コ

ストパフォーマンスが一級品。 

電話：03-3545-6605 

場所：〒104-0045  

東京都中央区築地 7-9-15 

(最寄：東京メトロ日比谷線 築地駅、 

東京メトロ有楽町線 新富町駅) 

ＨＰ：なし 

(4)みの家本店(桜鍋、馬刺し)  

明治30年創業の桜肉(馬肉)専門の老舗。「肉刺

(馬刺)」の種類が豊富で、タテガミのあたりから

取る「あぶらさし」は例えようのない味わい。「桜

鍋」も絶品だが、ここでは「卵焼き」も是非体験

してもらいたい。 

電話：03-3631-8298   

場所：〒135-0004 

東京都江東区森下 2-19-9 

(最寄：都営新宿線、都営大江戸線 森下駅) 

ＨＰ：http://www.morisita.net/minoya/index.html 

(5)山利喜(煮込み)  

大正13年に創業開始した、「煮込み」と「やきと

ん」が主力の下町のお店。店構えも歴史を感じる

構えである。煮込みは赤ワインをふんだんに使い、

長時間煮込んであるため柔らかく、お箸で食べら

れる。具を食べたあとに残ったタレにはフランス

パンがよく合う。 

電話：03-3633-1638 

場所：〒135-0004 

東京都江東区森下 2-18-8 

(最寄：都営新宿線、都営大江戸線 森下駅) 

ＨＰ：http://www.yamariki.com/framepage.htm 

 (6)ちゃんこ道場 両国駅前店（ちゃんこ） 

ボリューム満点の横綱ちゃんこ、鳥、魚のつく

ねを基本としたのシンプルなちゃんこともよい出

汁がでており、おすすめ。 

電話：03-5624-3655 

場所：〒130-0015 

東京都墨田区横網 1-3-12 

 (最寄：ＪＲ、都営大江戸線 両国駅) 

ＨＰ：なし 

(7)歓(ファン) (中華料理、紹興酒) 

我が国の料理ではないが、中華料理、紹興酒が

おすすめ。とくに紹興酒は甕入りのものを提供し

ており、甕を割るパフォーマンスが見られる。 

電話：03-3341-8100 

場所：〒130-0015 

東京都新宿区新宿 6-7-3 

(最寄：都営新宿線 新宿三丁目駅、 

東京メトロ副都心線 新宿三丁目駅) 

ＨＰ：http://wwww.ume84.net 
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社会資本の充実度評価指標一覧(1)

No
分
野

評価指標 評価項目 算定方法その他

1 整備率 （改良済延長(幅員5.5m以上)－混雑度
1.0以上の延長）/道路実延長

2 舗装率 簡易舗装を含む舗装延長/道路実延長

3 歩道設置率 道路の部分として設けられた歩道等の
設置延長/道路実延長

4 車道面積 車道面積／自動車保有台数

5 歩道面積 (道路部面積-車道面積)/人口
※厳密には中央分離帯や路肩も含む

6 整備率 （改良済延長(幅員5.5m以上)－混雑度
1.0以上の延長）/道路実延長

7 舗装率 簡易舗装を含む舗装延長/道路実延長

8 歩道設置率 道路の部分として設けられた歩道等の
設置延長/道路実延長

9 車道面積 車道面積／自動車保有台数

交
通

市町村道

一般国道指定区
間外区間
＋都道府県道
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社会資本の充実度評価指標一覧(2)

No
分
野

評価指標 評価項目 算定方法その他

10 資源化等の施設の日当り
処理能力

資源化等の施設数/県内人口

11 不法投棄等の残存量 不法投棄等の残存量/県内人口

※全国平均より低い場合、高得点

12 ごみ焼却施設の日当り処
理能力

ごみ焼却施設数/県内人口

13 粗大ごみ処理施設の日当
り処理能力

粗大ごみ処理施設数/県内人口

14 最終処分場の残余容量 最終処分場残余量/県内人口

15 水洗化率 水洗化人口 下水道(コミプラ含む)および浄化槽利
用人口/県内人口

16 接続人口 公共下水道の接続人口/県内人口

17 整備面積 公共下水道整備面積/計画面積
　※計画達成率

18 都市下水道

※雨水限定
　　→洪水対策

整備面積 都市下水道整備面積/計画面積
　※計画達成率

19 上水道 給水人口 給水人口/県内人口

水

公共下水道

ゴ
ミ

再資源化

ゴミ処理
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社会資本の充実度評価指標一覧(3)

No
分
野

評価指標 評価項目 算定方法その他

20 図書館数/県内人口

21 図書館数/可住地面積

22 /対象年齢人口
※小学校(6～11才)
　中学校(12～14才)

23 ３施設の合計数/可住地面積

24 教育の充実度
（義務教育の教員）

小学生人口/小学校教員
＋中学生人口/中学校教員
※全国平均より低い場合、高得点

25 スポーツ 社会体育施設＋多目的運
動広場数

２施設の合計数/県内人口

26 都市公園面積 /県内人口

27 都市公園数 /可住地面積

28 ３施設の合計数/県内人口

29 ３施設の合計数/可住地面積

30 高齢者福祉 老人ホーム＋老人福祉セ
ンター＋憩いの家＋介護
老人の施設数

４施設の合計数/65歳以上人口

31 障害者福祉 身体障害＋知的障害の施
設数

２施設の合計数/県内人口

32 児童福祉施設数 施設数/県内人口

33 教員・保育士数 幼稚園教員/園児数
＋保育士/保育児童数

医
療
福
祉

医療 一般病院数＋一般診療所
＋歯科数

児童福祉

教
育
・
文
化

生涯教育 図書館数

義務教育等 小学校＋中学校

公園
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社会資本の充実度評価指標一覧(4)

No
分
野

評価指標 評価項目 算定方法その他

34 煤煙 ばい煙発生施設数 /県内人口

※全国平均より低い場合、高得点

35 粉塵 一般粉じん発生施設数 /県内人口

※全国平均より低い場合、高得点

36 CO2吸収 森林面積 /県内人口

37 環境基準値を満足した地
点数

環境基準を満足した地点数／環境基準
値が定められた地点数
※河川域はＢＯＤ75%値
　湖沼域はＣＯＤ75%値　で評価

38 水道水として利用可能な
環境類型Ｂ(湖沼はＡ)を
満足した地点数

水道水として利用可能な環境類型Ｂ以
上を満足した地点数／全観測地点数
※河川域はＢＯＤ75%値
　湖沼域はＣＯＤ75%値　で評価

39 大気質 SO2,CO,SPM,No2,Oxの各
環境基準を満足する地点
の割合

環境基準を満足する地点数／全観測地
点数

※観測地点により観測項目が異なる

環
境
負
荷

水質
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社会資本整備の充実度評価指標　【01.市町村道整備率】

道
路
実
延
長

整
備
済
延
長

整
備
率

(ｍ) (ｍ) (％)

0 全国 1,005,975,308 553,230,265 55.0% 50 － －

1 北海道 70,171,148 45,548,819 64.9% 60 8 8

2 青森県 15,525,113 8,227,737 53.0% 48 28 5
3 岩手県 27,894,157 15,553,698 55.8% 51 23 6
4 宮城県 20,769,238 13,307,773 64.1% 59 12 7
5 秋田県 19,577,322 12,277,897 62.7% 58 14 7
6 山形県 12,453,744 8,051,980 64.7% 60 11 7
7 福島県 32,549,890 17,437,601 53.6% 49 27 5
8 茨城県 50,991,381 17,819,649 34.9% 30 47 1
9 栃木県 20,650,580 13,404,397 64.9% 60 9 8
10 群馬県 31,182,643 14,104,703 45.2% 40 39 3
11 埼玉県 42,956,901 20,808,855 48.4% 43 37 4
12 千葉県 35,735,821 19,491,026 54.5% 50 25 5
13 東京都 21,153,722 14,754,096 69.7% 65 5 9
14 神奈川県 22,822,099 14,766,203 64.7% 60 10 8
15 新潟県 30,063,691 17,683,793 58.8% 54 19 6
16 富山県 10,686,509 7,978,496 74.7% 70 1 10
17 石川県 10,268,832 7,463,409 72.7% 68 3 9
18 福井県 8,173,654 5,739,723 70.2% 66 4 9
19 山梨県 8,838,403 4,786,748 54.2% 49 26 5
20 長野県 41,735,415 19,137,723 45.9% 41 38 3
21 岐阜県 25,341,093 13,258,347 52.3% 47 30 5
22 静岡県 31,905,686 17,594,988 55.1% 50 24 6
23 愛知県 43,389,465 26,844,659 61.9% 57 15 7
24 三重県 20,579,143 9,262,963 45.0% 40 40 3
25 滋賀県 9,388,609 4,842,177 51.6% 47 33 4
26 京都府 12,022,608 6,277,554 52.2% 47 31 5
27 大阪府 16,345,368 12,191,327 74.6% 70 2 10
28 兵庫県 29,599,496 16,654,304 56.3% 51 22 6
29 奈良県 10,264,658 4,483,014 43.7% 38 41 3
30 和歌山県 10,174,455 4,035,122 39.7% 34 46 1
31 鳥取県 6,375,899 4,071,160 63.9% 59 13 7
32 島根県 14,425,791 7,184,503 49.8% 45 34 4
33 岡山県 26,749,748 11,260,582 42.1% 37 43 2
34 広島県 22,904,127 11,953,631 52.2% 47 32 5
35 山口県 12,181,245 6,873,404 56.4% 51 21 6
36 徳島県 12,283,881 5,080,047 41.4% 36 44 2
37 香川県 8,093,787 4,800,764 59.3% 54 18 6
38 愛媛県 13,751,442 6,670,149 48.5% 43 36 4
39 高知県 10,237,511 4,073,623 39.8% 34 45 2
40 福岡県 31,980,903 19,644,984 61.4% 57 16 6
41 佐賀県 8,650,210 5,827,826 67.4% 63 6 8
42 長崎県 15,249,284 6,649,871 43.6% 38 42 3
43 熊本県 21,039,304 11,101,093 52.8% 48 29 5
44 大分県 14,202,097 8,101,281 57.0% 52 20 6
45 宮崎県 16,451,949 8,074,205 49.1% 44 35 4
46 鹿児島県 21,871,843 14,208,264 65.0% 60 7 8

47 沖縄県 6,315,443 3,866,097 61.2% 56 17 6

都
道
府
県
名

平成18年度実測値

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

01.市町村道整備率
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社会資本整備の充実度評価指標　【02.市町村道舗装率】

道
路
実
延
長

舗
装
済
延
長

　
※
簡
易
舗
装

　
　
含
む

整
備
率

(ｍ) (ｍ) (％)

0 全国 1,005,975,308 763,254,350 75.9% 50 － －

1 北海道 70,171,148 38,891,786 55.4% 31 46 1

2 青森県 15,525,113 9,364,513 60.3% 36 45 2
3 岩手県 27,894,157 15,098,199 54.1% 30 47 1
4 宮城県 20,769,238 14,775,478 71.1% 46 38 3
5 秋田県 19,577,322 12,041,229 61.5% 37 43 2
6 山形県 12,453,744 9,748,549 78.3% 52 30 5
7 福島県 32,549,890 20,405,795 62.7% 38 42 3
8 茨城県 50,991,381 30,955,497 60.7% 36 44 2
9 栃木県 20,650,580 16,551,904 80.2% 54 27 5
10 群馬県 31,182,643 20,647,781 66.2% 41 41 3
11 埼玉県 42,956,901 28,955,789 67.4% 42 40 3
12 千葉県 35,735,821 28,891,997 80.8% 55 24 6
13 東京都 21,153,722 18,364,425 86.8% 60 15 7
14 神奈川県 22,822,099 20,554,588 90.1% 63 6 8
15 新潟県 30,063,691 21,870,127 72.7% 47 37 4
16 富山県 10,686,509 9,544,324 89.3% 62 9 8
17 石川県 10,268,832 8,938,816 87.0% 60 14 7
18 福井県 8,173,654 7,380,532 90.3% 63 5 9
19 山梨県 8,838,403 7,121,748 80.6% 54 26 5
20 長野県 41,735,415 28,176,768 67.5% 42 39 3
21 岐阜県 25,341,093 20,003,110 78.9% 53 29 5
22 静岡県 31,905,686 25,722,556 80.6% 54 25 5
23 愛知県 43,389,465 38,284,789 88.2% 61 11 7
24 三重県 20,579,143 15,447,545 75.1% 49 36 4
25 滋賀県 9,388,609 8,423,885 89.7% 63 7 8
26 京都府 12,022,608 9,387,809 78.1% 52 32 5
27 大阪府 16,345,368 15,493,247 94.8% 67 1 10
28 兵庫県 29,599,496 24,275,884 82.0% 56 22 6
29 奈良県 10,264,658 8,029,527 78.2% 52 31 5
30 和歌山県 10,174,455 8,433,746 82.9% 56 21 6
31 鳥取県 6,375,899 5,661,610 88.8% 62 10 8
32 島根県 14,425,791 10,863,906 75.3% 49 35 4
33 岡山県 26,749,748 20,843,460 77.9% 52 33 4
34 広島県 22,904,127 19,627,447 85.7% 59 17 6
35 山口県 12,181,245 11,120,989 91.3% 64 4 9
36 徳島県 12,283,881 9,379,392 76.4% 50 34 4
37 香川県 8,093,787 7,568,185 93.5% 66 3 9
38 愛媛県 13,751,442 11,487,345 83.5% 57 18 6
39 高知県 10,237,511 8,150,624 79.6% 53 28 5
40 福岡県 31,980,903 26,629,338 83.3% 57 19 6
41 佐賀県 8,650,210 8,167,178 94.4% 67 2 10
42 長崎県 15,249,284 13,388,087 87.8% 61 12 7
43 熊本県 21,039,304 18,464,244 87.8% 61 13 7
44 大分県 14,202,097 12,695,715 89.4% 62 8 8
45 宮崎県 16,451,949 13,376,673 81.3% 55 23 6
46 鹿児島県 21,871,843 18,807,254 86.0% 59 16 6

47 沖縄県 6,315,443 5,240,960 83.0% 56 20 6

都
道
府
県
名

平成18年度実測値

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

02.市町村道舗装率
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社会資本整備の充実度評価指標　【03.市町村道歩道設置率】

道
路
実
延
長

歩
道
設
置
延
長

歩
道
設
置
率

(ｍ) (ｍ) (％)

0 全国 1,005,975,308 81,964,144 8.1% 50 － －

1 北海道 70,171,148 13,635,729 19.4% 78 1 10

2 青森県 15,525,113 1,225,392 7.9% 49 16 6
3 岩手県 27,894,157 1,391,595 5.0% 42 36 4
4 宮城県 20,769,238 2,184,294 10.5% 56 7 8
5 秋田県 19,577,322 877,897 4.5% 41 38 3
6 山形県 12,453,744 1,029,776 8.3% 50 13 7
7 福島県 32,549,890 1,901,628 5.8% 44 27 5
8 茨城県 50,991,381 2,665,236 5.2% 43 34 4
9 栃木県 20,650,580 1,554,449 7.5% 48 19 6
10 群馬県 31,182,643 1,358,157 4.4% 41 39 3
11 埼玉県 42,956,901 3,429,251 8.0% 50 15 7
12 千葉県 35,735,821 3,266,025 9.1% 52 12 7
13 東京都 21,153,722 3,793,702 17.9% 74 3 9
14 神奈川県 22,822,099 3,349,251 14.7% 66 5 9
15 新潟県 30,063,691 1,860,087 6.2% 45 26 5
16 富山県 10,686,509 840,750 7.9% 49 17 6
17 石川県 10,268,832 997,904 9.7% 54 10 8
18 福井県 8,173,654 612,757 7.5% 48 20 6
19 山梨県 8,838,403 465,611 5.3% 43 32 5
20 長野県 41,735,415 1,579,267 3.8% 39 42 3
21 岐阜県 25,341,093 1,282,645 5.1% 42 35 4
22 静岡県 31,905,686 2,279,031 7.1% 48 22 6
23 愛知県 43,389,465 4,980,604 11.5% 58 6 8
24 三重県 20,579,143 1,025,288 5.0% 42 37 4
25 滋賀県 9,388,609 878,708 9.4% 53 11 7
26 京都府 12,022,608 992,795 8.3% 50 14 7
27 大阪府 16,345,368 2,983,593 18.3% 75 2 10
28 兵庫県 29,599,496 2,932,557 9.9% 54 9 8
29 奈良県 10,264,658 663,680 6.5% 46 25 5
30 和歌山県 10,174,455 354,795 3.5% 39 44 2
31 鳥取県 6,375,899 428,897 6.7% 47 24 6
32 島根県 14,425,791 554,384 3.8% 39 41 3
33 岡山県 26,749,748 887,273 3.3% 38 45 2
34 広島県 22,904,127 1,581,554 6.9% 47 23 6
35 山口県 12,181,245 932,672 7.7% 49 18 6
36 徳島県 12,283,881 278,799 2.3% 36 47 1
37 香川県 8,093,787 425,463 5.3% 43 33 4
38 愛媛県 13,751,442 506,625 3.7% 39 43 2
39 高知県 10,237,511 299,391 2.9% 37 46 1
40 福岡県 31,980,903 3,312,102 10.4% 55 8 8
41 佐賀県 8,650,210 621,018 7.2% 48 21 6
42 長崎県 15,249,284 804,880 5.3% 43 31 5
43 熊本県 21,039,304 890,381 4.2% 40 40 3
44 大分県 14,202,097 775,215 5.5% 43 30 5
45 宮崎県 16,451,949 937,289 5.7% 44 29 5
46 鹿児島県 21,871,843 1,247,135 5.7% 44 28 5

47 沖縄県 6,315,443 1,088,612 17.2% 72 4 9

都
道
府
県
名

平成18年度実測値

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

03.市町村道歩道設置率
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社会資本整備の充実度評価指標　【04.市町村道車道面積】

自
動
車

　
保
有
台
数

車
道
面
積

自
動
車
一
台

　
あ
た
り
の

　
車
道
面
積

(台) (km2) (ｍ2/台)

0 全国 79,371,014 3,492.6 44.00 50 － －

1 北海道 3,700,633 306.3 82.76 69 4 9

2 青森県 994,178 64.4 64.75 60 10 8
3 岩手県 990,230 105.3 106.38 80 1 10
4 宮城県 1,578,836 68.6 43.46 50 30 5
5 秋田県 826,970 76.6 92.64 74 2 10
6 山形県 924,142 51.1 55.33 56 19 6
7 福島県 1,574,552 102.7 65.20 60 9 8
8 茨城県 2,449,570 152.0 62.06 59 11 7
9 栃木県 1,649,274 81.0 49.12 53 26 5
10 群馬県 1,740,023 102.4 58.84 57 14 7
11 埼玉県 3,924,821 129.2 32.91 45 39 3
12 千葉県 3,466,210 120.1 34.64 45 38 3
13 東京都 4,605,502 88.3 19.17 38 45 2
14 神奈川県 4,016,521 48.4 12.06 34 46 1
15 新潟県 1,810,753 119.1 65.77 61 8 8
16 富山県 879,575 48.5 55.13 55 20 6
17 石川県 872,109 45.1 51.69 54 25 5
18 福井県 645,057 36.5 56.58 56 18 6
19 山梨県 731,308 29.6 40.41 48 31 5
20 長野県 1,865,078 129.5 69.41 62 6 8
21 岐阜県 1,671,720 92.1 55.09 55 21 6
22 静岡県 2,820,634 106.3 37.69 47 36 4
23 愛知県 4,951,402 144.1 29.09 43 42 3
24 三重県 1,462,190 68.0 46.53 51 27 5
25 滋賀県 978,139 38.1 38.96 48 35 4
26 京都府 1,360,903 31.3 23.00 40 44 2
27 大阪府 3,781,196 45.5 12.04 34 47 1
28 兵庫県 2,976,513 91.9 30.86 44 40 3
29 奈良県 839,276 33.3 39.65 48 34 4
30 和歌山県 750,408 30.2 40.24 48 32 5
31 鳥取県 457,958 23.8 51.88 54 24 6
32 島根県 543,613 46.9 86.33 71 3 9
33 岡山県 1,486,733 78.8 52.97 54 23 6
34 広島県 1,843,346 67.2 36.48 46 37 4
35 山口県 1,064,942 46.6 43.73 50 29 5
36 徳島県 616,391 35.4 57.45 57 16 6
37 香川県 759,170 30.2 39.78 48 33 4
38 愛媛県 1,010,586 46.1 45.66 51 28 5
39 高知県 562,634 32.1 57.09 56 17 6
40 福岡県 3,203,214 92.2 28.78 43 43 2
41 佐賀県 648,331 34.6 53.31 55 22 6
42 長崎県 923,651 53.9 58.31 57 15 7
43 熊本県 1,317,719 79.0 59.97 58 13 7
44 大分県 894,011 55.3 61.90 59 12 7
45 宮崎県 915,663 62.8 68.55 62 7 8
46 鹿児島県 1,326,837 93.7 70.58 63 5 9

47 沖縄県 958,492 28.8 30.08 43 41 3

都
道
府
県
名

平成18年度実測値

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

04.市町村道車道面積
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社会資本整備の充実度評価指標　【05.市町村道歩道面積】

人
口

　
道
路
部
面
積

　
車
道
面
積

歩
道
面
積

自
動
車
一
台

　
あ
た
り
の

　
車
道
面
積

(人) (km2) (km2) (km2) (ｍ2/人)

0 全国 127,687,000 4,760.8 3,492.6 1,268.1 9.93 50 － －

1 北海道 5,644,000 440.9 306.3 134.6 23.85 72 3 9

2 青森県 1,452,000 84.3 64.4 20.0 13.75 56 19 6
3 岩手県 1,395,000 140.0 105.3 34.7 24.87 73 2 10
4 宮城県 2,371,000 93.8 68.6 25.2 10.62 51 32 5
5 秋田県 1,159,000 101.5 76.6 24.9 21.48 68 5 9
6 山形県 1,223,000 71.8 51.1 20.6 16.86 61 11 7
7 福島県 2,106,000 157.9 102.7 55.3 26.24 75 1 10
8 茨城県 2,989,000 213.7 152.0 61.7 20.63 67 7 8
9 栃木県 2,013,000 108.7 81.0 27.7 13.76 56 18 6
10 群馬県 2,033,000 137.1 102.4 34.7 17.07 61 9 8
11 埼玉県 7,047,000 177.8 129.2 48.6 6.90 45 41 3
12 千葉県 6,039,000 164.8 120.1 44.8 7.41 46 39 3
13 東京都 12,378,000 119.6 88.3 31.4 2.53 38 45 2
14 神奈川県 8,732,000 68.1 48.4 19.7 2.25 38 46 1
15 新潟県 2,452,000 156.2 119.1 37.1 15.13 58 15 7
16 富山県 1,117,000 63.0 48.5 14.5 12.95 55 23 6
17 石川県 1,179,000 60.3 45.1 15.2 12.90 55 24 6
18 福井県 825,000 47.0 36.5 10.5 12.69 54 25 5
19 山梨県 886,000 39.4 29.6 9.8 11.09 52 28 5
20 長野県 2,211,000 175.1 129.5 45.7 20.65 67 6 8
21 岐阜県 2,110,000 125.0 92.1 32.9 15.57 59 13 7
22 静岡県 3,795,000 142.7 106.3 36.4 9.59 49 33 4
23 愛知県 7,192,000 194.4 144.1 50.3 7.00 45 40 3
24 三重県 1,864,000 93.1 68.0 25.1 13.46 55 21 6
25 滋賀県 1,372,000 50.5 38.1 12.4 9.06 49 36 4
26 京都府 2,638,000 42.8 31.3 11.5 4.36 41 44 2
27 大阪府 8,814,000 63.5 45.5 18.0 2.04 38 47 1
28 兵庫県 5,587,000 125.7 91.9 33.8 6.05 44 42 3
29 奈良県 1,431,000 46.4 33.3 13.1 9.15 49 35 4
30 和歌山県 1,050,000 41.5 30.2 11.3 10.78 51 30 5
31 鳥取県 609,000 32.0 23.8 8.3 13.56 56 20 6
32 島根県 749,000 63.4 46.9 16.5 22.04 69 4 9
33 岡山県 1,952,000 112.0 78.8 33.2 17.03 61 10 8
34 広島県 2,878,000 89.9 67.2 22.7 7.89 47 37 4
35 山口県 1,504,000 62.7 46.6 16.2 10.75 51 31 5
36 徳島県 813,000 48.8 35.4 13.4 16.46 60 12 7
37 香川県 1,018,000 39.9 30.2 9.7 9.56 49 34 4
38 愛媛県 1,477,000 62.4 46.1 16.3 11.04 52 29 5
39 高知県 803,000 43.3 32.1 11.2 13.92 56 17 6
40 福岡県 5,058,000 122.6 92.2 30.4 6.01 44 43 2
41 佐賀県 870,000 45.6 34.6 11.0 12.68 54 26 5
42 長崎県 1,495,000 72.5 53.9 18.7 12.48 54 27 5
43 熊本県 1,852,000 103.8 79.0 24.8 13.37 55 22 6
44 大分県 1,215,000 72.4 55.3 17.1 14.03 56 16 6
45 宮崎県 1,162,000 83.1 62.8 20.3 17.50 62 8 8
46 鹿児島県 1,769,000 120.5 93.7 26.9 15.19 58 14 7

47 沖縄県 1,359,000 39.2 28.8 10.3 7.61 46 38 3

都
道
府
県
名

平成18年度実測値

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

05.市町村道歩道面積
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社会資本整備の充実度評価指標　【06.一般国道＋都道府県道整備率】

道
路
実
延
長

整
備
済
延
長

整
備
率

(ｍ) (ｍ) (％)

0 全国 161,276,975 91,528,652 56.8% 50 － －

1 北海道 11,724,103 10,516,823 89.7% 79 1 10

2 青森県 3,585,961 2,257,861 63.0% 55 11 7
3 岩手県 4,158,173 3,122,245 75.1% 66 2 10
4 宮城県 2,906,418 1,989,201 68.4% 60 7 8
5 秋田県 3,308,147 2,329,606 70.4% 62 6 8
6 山形県 3,104,214 2,247,883 72.4% 64 4 9
7 福島県 5,603,429 3,346,650 59.7% 53 13 7
8 茨城県 4,160,963 1,996,215 48.0% 42 38 3
9 栃木県 3,523,596 1,770,861 50.3% 44 26 5
10 群馬県 3,229,862 1,629,577 50.5% 45 25 5
11 埼玉県 3,090,188 1,562,324 50.6% 45 24 6
12 千葉県 3,378,526 1,625,334 48.1% 42 36 4
13 東京都 2,382,684 967,924 40.6% 36 42 3
14 神奈川県 1,773,039 716,852 40.4% 36 44 2
15 新潟県 6,013,219 3,519,919 58.5% 52 17 6
16 富山県 2,447,444 1,622,186 66.3% 58 9 8
17 石川県 2,314,788 1,487,428 64.3% 57 10 8
18 福井県 2,143,063 1,263,747 59.0% 52 16 6
19 山梨県 1,774,449 858,788 48.4% 43 35 4
20 長野県 5,171,963 2,715,050 52.5% 46 21 6
21 岐阜県 4,194,740 2,047,177 48.8% 43 32 5
22 静岡県 4,043,522 2,014,786 49.8% 44 29 5
23 愛知県 5,078,145 2,470,993 48.7% 43 34 4
24 三重県 3,489,041 1,724,156 49.4% 44 30 5
25 滋賀県 2,197,342 1,102,216 50.2% 44 27 5
26 京都府 2,739,730 1,264,050 46.1% 41 40 3
27 大阪府 2,192,152 1,074,458 49.0% 43 31 5
28 兵庫県 5,356,255 2,792,799 52.1% 46 22 6
29 奈良県 1,999,383 728,198 36.4% 32 46 1
30 和歌山県 2,605,004 1,035,599 39.8% 35 45 2
31 鳥取県 1,937,731 1,389,876 71.7% 63 5 9
32 島根県 3,058,399 1,594,128 52.1% 46 23 6
33 岡山県 4,389,589 2,068,204 47.1% 42 39 3
34 広島県 4,706,096 2,788,907 59.3% 52 15 7
35 山口県 3,408,771 1,635,426 48.0% 42 37 4
36 徳島県 2,203,368 749,196 34.0% 30 47 1
37 香川県 1,730,862 1,047,234 60.5% 53 12 7
38 愛媛県 3,535,745 1,576,267 44.6% 39 41 3
39 高知県 2,766,000 1,122,383 40.6% 36 43 2
40 福岡県 4,111,541 2,310,102 56.2% 50 18 6
41 佐賀県 1,647,397 823,169 50.0% 44 28 5
42 長崎県 2,415,012 1,274,479 52.8% 47 20 6
43 熊本県 3,923,692 2,170,196 55.3% 49 19 6
44 大分県 3,266,489 1,941,231 59.4% 52 14 7
45 宮崎県 2,889,047 1,409,010 48.8% 43 33 4
46 鹿児島県 4,411,901 2,939,373 66.6% 59 8 8

47 沖縄県 1,185,792 888,565 74.9% 66 3 9

都
道
府
県
名

平成18年度実測値

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

06.一般国道＋都道府県道整備率
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社会資本整備の充実度評価指標　【07.一般国道＋都道府県道舗装率】

道
路
実
延
長

舗
装
済
延
長

　
※
簡
易
舗
装

　
　
含
む

整
備
率

(ｍ) (ｍ) (％)

0 全国 161,276,975 156,064,972 96.8% 50 － －

1 北海道 11,724,103 10,855,822 92.6% 33 45 2

2 青森県 3,585,961 3,327,364 92.8% 34 43 2
3 岩手県 4,158,173 3,724,754 89.6% 21 47 1
4 宮城県 2,906,418 2,866,573 98.6% 58 17 6
5 秋田県 3,308,147 3,140,269 94.9% 42 41 3
6 山形県 3,104,214 2,822,895 90.9% 26 46 1
7 福島県 5,603,429 5,397,302 96.3% 48 32 5
8 茨城県 4,160,963 4,101,897 98.6% 57 19 6
9 栃木県 3,523,596 3,409,395 96.8% 50 29 5
10 群馬県 3,229,862 3,118,433 96.6% 49 31 5
11 埼玉県 3,090,188 3,063,867 99.1% 60 9 8
12 千葉県 3,378,526 3,374,569 99.9% 63 4 9
13 東京都 2,382,684 2,334,255 98.0% 55 24 6
14 神奈川県 1,773,039 1,689,817 95.3% 44 37 4
15 新潟県 6,013,219 5,816,730 96.7% 50 30 5
16 富山県 2,447,444 2,270,063 92.8% 34 44 2
17 石川県 2,314,788 2,282,417 98.6% 57 18 6
18 福井県 2,143,063 2,047,453 95.5% 45 36 4
19 山梨県 1,774,449 1,698,317 95.7% 46 34 4
20 長野県 5,171,963 5,034,441 97.3% 52 27 5
21 岐阜県 4,194,740 4,022,863 95.9% 46 33 4
22 静岡県 4,043,522 3,968,774 98.2% 56 21 6
23 愛知県 5,078,145 5,040,814 99.3% 60 7 8
24 三重県 3,489,041 3,335,901 95.6% 45 35 4
25 滋賀県 2,197,342 2,150,417 97.9% 54 25 5
26 京都府 2,739,730 2,684,346 98.0% 55 23 6
27 大阪府 2,192,152 2,175,983 99.3% 60 8 8
28 兵庫県 5,356,255 5,094,052 95.1% 43 40 3
29 奈良県 1,999,383 1,946,797 97.4% 52 26 5
30 和歌山県 2,605,004 2,481,368 95.3% 44 38 3
31 鳥取県 1,937,731 1,918,828 99.0% 59 12 7
32 島根県 3,058,399 3,020,001 98.7% 58 14 7
33 岡山県 4,389,589 4,307,736 98.1% 56 22 6
34 広島県 4,706,096 4,660,209 99.0% 59 11 7
35 山口県 3,408,771 3,365,338 98.7% 58 15 7
36 徳島県 2,203,368 2,137,655 97.0% 51 28 5
37 香川県 1,730,862 1,729,548 99.9% 63 1 10
38 愛媛県 3,535,745 3,365,747 95.2% 44 39 3
39 高知県 2,766,000 2,728,701 98.7% 58 16 6
40 福岡県 4,111,541 4,040,877 98.3% 56 20 6
41 佐賀県 1,647,397 1,645,646 99.9% 63 3 9
42 長崎県 2,415,012 2,286,553 94.7% 41 42 3
43 熊本県 3,923,692 3,906,783 99.6% 61 5 9
44 大分県 3,266,489 3,231,285 98.9% 59 13 7
45 宮崎県 2,889,047 2,886,392 99.9% 63 2 10
46 鹿児島県 4,411,901 4,380,513 99.3% 60 6 8

47 沖縄県 1,185,792 1,175,212 99.1% 60 10 8

都
道
府
県
名

平成18年度実測値

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

07.一般国道＋都道府県道舗装率
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社会資本整備の充実度評価指標　【08.一般国道＋都道府県道歩道設置率】

道
路
実
延
長

歩
道
設
置
延
長

歩
道
設
置
率

(ｍ) (ｍ) (％)

0 全国 161,276,975 63,039,806 39.1% 50 － －

1 北海道 11,724,103 4,859,364 41.4% 52 15 7

2 青森県 3,585,961 1,077,247 30.0% 43 38 3
3 岩手県 4,158,173 1,442,329 34.7% 46 32 5
4 宮城県 2,906,418 1,382,979 47.6% 57 9 8
5 秋田県 3,308,147 1,184,031 35.8% 47 28 5
6 山形県 3,104,214 1,384,066 44.6% 55 11 7
7 福島県 5,603,429 1,545,190 27.6% 41 42 3
8 茨城県 4,160,963 2,342,968 56.3% 64 6 8
9 栃木県 3,523,596 1,525,317 43.3% 53 12 7
10 群馬県 3,229,862 1,307,825 40.5% 51 18 6
11 埼玉県 3,090,188 2,101,572 68.0% 74 2 10
12 千葉県 3,378,526 1,696,077 50.2% 59 8 8
13 東京都 2,382,684 1,583,674 66.5% 72 3 9
14 神奈川県 1,773,039 1,138,518 64.2% 71 4 9
15 新潟県 6,013,219 2,134,212 35.5% 47 31 5
16 富山県 2,447,444 979,660 40.0% 51 21 6
17 石川県 2,314,788 958,848 41.4% 52 16 6
18 福井県 2,143,063 655,509 30.6% 43 36 4
19 山梨県 1,774,449 458,778 25.9% 39 44 2
20 長野県 5,171,963 1,619,606 31.3% 44 35 4
21 岐阜県 4,194,740 1,433,187 34.2% 46 33 4
22 静岡県 4,043,522 1,575,162 39.0% 50 24 6
23 愛知県 5,078,145 2,851,250 56.1% 64 7 8
24 三重県 3,489,041 1,015,462 29.1% 42 39 3
25 滋賀県 2,197,342 829,517 37.8% 49 25 5
26 京都府 2,739,730 870,145 31.8% 44 34 4
27 大阪府 2,192,152 1,312,437 59.9% 67 5 9
28 兵庫県 5,356,255 1,906,486 35.6% 47 29 5
29 奈良県 1,999,383 486,701 24.3% 38 45 2
30 和歌山県 2,605,004 496,295 19.1% 34 46 1
31 鳥取県 1,937,731 816,142 42.1% 52 14 7
32 島根県 3,058,399 924,314 30.2% 43 37 4
33 岡山県 4,389,589 1,214,832 27.7% 41 41 3
34 広島県 4,706,096 1,926,653 40.9% 52 17 6
35 山口県 3,408,771 1,223,943 35.9% 47 27 5
36 徳島県 2,203,368 406,064 18.4% 33 47 1
37 香川県 1,730,862 695,259 40.2% 51 20 6
38 愛媛県 3,535,745 957,864 27.1% 40 43 2
39 高知県 2,766,000 778,578 28.1% 41 40 3
40 福岡県 4,111,541 1,927,628 46.9% 56 10 8
41 佐賀県 1,647,397 698,507 42.4% 53 13 7
42 長崎県 2,415,012 964,640 39.9% 51 22 6
43 熊本県 3,923,692 1,443,461 36.8% 48 26 5
44 大分県 3,266,489 1,160,091 35.5% 47 30 5
45 宮崎県 2,889,047 1,162,193 40.2% 51 19 6
46 鹿児島県 4,411,901 1,722,952 39.1% 50 23 6

47 沖縄県 1,185,792 862,273 72.7% 78 1 10

都
道
府
県
名

平成18年度実測値

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

08.一般国道＋都道府県道歩道設置率
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社会資本整備の充実度評価指標　【09.一般国道＋都道府県道車道面積】

自
動
車

　
保
有
台
数

車
道
面
積

自
動
車
一
台

　
あ
た
り
の

　
車
道
面
積

(台) (km2) (ｍ2/台)

0 全国 79,371,014 946.4 11.92 50 － －

1 北海道 3,700,633 66.9 18.08 59 16 6

2 青森県 994,178 21.2 21.33 64 7 8
3 岩手県 990,230 24.8 25.05 69 2 10
4 宮城県 1,578,836 15.9 10.08 47 36 4
5 秋田県 826,970 18.9 22.82 66 5 9
6 山形県 924,142 18.5 20.02 62 9 8
7 福島県 1,574,552 30.4 19.29 61 11 7
8 茨城県 2,449,570 26.8 10.92 49 35 4
9 栃木県 1,649,274 23.2 14.06 53 29 5
10 群馬県 1,740,023 20.2 11.61 50 34 4
11 埼玉県 3,924,821 20.7 5.27 40 45 2
12 千葉県 3,466,210 21.0 6.06 41 43 2
13 東京都 4,605,502 26.7 5.79 41 44 2
14 神奈川県 4,016,521 10.0 2.48 36 47 1
15 新潟県 1,810,753 32.5 17.95 59 17 6
16 富山県 879,575 16.0 18.18 59 14 7
17 石川県 872,109 15.5 17.77 59 18 6
18 福井県 645,057 14.7 22.77 66 6 8
19 山梨県 731,308 10.5 14.30 54 27 5
20 長野県 1,865,078 29.5 15.84 56 23 6
21 岐阜県 1,671,720 24.6 14.73 54 26 5
22 静岡県 2,820,634 22.0 7.82 44 41 3
23 愛知県 4,951,402 32.8 6.63 42 42 3
24 三重県 1,462,190 19.7 13.48 52 31 5
25 滋賀県 978,139 13.0 13.33 52 32 5
26 京都府 1,360,903 11.6 8.52 45 39 3
27 大阪府 3,781,196 14.0 3.71 38 46 1
28 兵庫県 2,976,513 29.2 9.83 47 37 4
29 奈良県 839,276 10.6 12.63 51 33 4
30 和歌山県 750,408 12.9 17.23 58 20 6
31 鳥取県 457,958 10.9 23.81 68 3 9
32 島根県 543,613 15.9 29.25 76 1 10
33 岡山県 1,486,733 24.4 16.41 57 22 6
34 広島県 1,843,346 25.4 13.75 53 30 5
35 山口県 1,064,942 18.0 16.93 57 21 6
36 徳島県 616,391 11.2 18.14 59 15 7
37 香川県 759,170 11.2 14.75 54 25 5
38 愛媛県 1,010,586 18.5 18.33 59 13 7
39 高知県 562,634 13.3 23.70 67 4 9
40 福岡県 3,203,214 25.4 7.94 44 40 3
41 佐賀県 648,331 9.2 14.26 53 28 5
42 長崎県 923,651 14.0 15.14 55 24 6
43 熊本県 1,317,719 24.6 18.70 60 12 7
44 大分県 894,011 18.9 21.10 64 8 8
45 宮崎県 915,663 16.2 17.67 58 19 6
46 鹿児島県 1,326,837 26.2 19.72 62 10 8

47 沖縄県 958,492 8.7 9.07 46 38 3

都
道
府
県
名

平成18年度実測値

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

09.一般国道＋都道府県道車道面積
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社会資本整備の充実度評価指標　【10.再資源化施設の処理能力】

県
内
人
口

再
資
源
化
の

　
処
理
能
力

千
人
当
り
の

　
処
理
能
力

(人) (ton/日) (ton/日/千人)

0 全国 127,687,000 24,895 0.195 50 － －

1 北海道 5,644,000 1,723 0.305 59 7 8

2 青森県 1,452,000 199 0.137 45 33 4
3 岩手県 1,395,000 223 0.160 47 30 5
4 宮城県 2,371,000 292 0.123 44 41 3
5 秋田県 1,159,000 205 0.177 48 22 6
6 山形県 1,223,000 276 0.226 53 17 6
7 福島県 2,106,000 429 0.204 51 18 6
8 茨城県 2,989,000 522 0.175 48 25 5
9 栃木県 2,013,000 352 0.175 48 23 6
10 群馬県 2,033,000 274 0.135 45 36 4
11 埼玉県 7,047,000 959 0.136 45 35 4
12 千葉県 6,039,000 827 0.137 45 34 4
13 東京都 12,378,000 4,213 0.340 62 5 9
14 神奈川県 8,732,000 1,083 0.124 44 40 3
15 新潟県 2,452,000 347 0.142 45 32 5
16 富山県 1,117,000 147 0.132 45 37 4
17 石川県 1,179,000 597 0.506 77 3 9
18 福井県 825,000 70 0.085 41 46 1
19 山梨県 886,000 95 0.107 42 43 2
20 長野県 2,211,000 509 0.230 53 15 7
21 岐阜県 2,110,000 363 0.172 48 26 5
22 静岡県 3,795,000 617 0.163 47 28 5
23 愛知県 7,192,000 817 0.114 43 42 3
24 三重県 1,864,000 1,121 0.601 85 1 10
25 滋賀県 1,372,000 223 0.163 47 29 5
26 京都府 2,638,000 252 0.096 41 44 2
27 大阪府 8,814,000 337 0.038 37 47 1
28 兵庫県 5,587,000 493 0.088 41 45 2
29 奈良県 1,431,000 272 0.190 50 20 6
30 和歌山県 1,050,000 158 0.150 46 31 5
31 鳥取県 609,000 169 0.278 57 10 8
32 島根県 749,000 412 0.550 80 2 10
33 岡山県 1,952,000 251 0.129 44 38 3
34 広島県 2,878,000 1,107 0.385 66 4 9
35 山口県 1,504,000 491 0.326 61 6 8
36 徳島県 813,000 197 0.242 54 13 7
37 香川県 1,018,000 251 0.247 54 12 7
38 愛媛県 1,477,000 334 0.226 53 16 6
39 高知県 803,000 238 0.296 59 9 8
40 福岡県 5,058,000 1,512 0.299 59 8 8
41 佐賀県 870,000 152 0.175 48 24 6
42 長崎県 1,495,000 359 0.240 54 14 7
43 熊本県 1,852,000 495 0.267 56 11 7
44 大分県 1,215,000 208 0.171 48 27 5
45 宮崎県 1,162,000 146 0.126 44 39 3
46 鹿児島県 1,769,000 337 0.191 50 19 6

47 沖縄県 1,359,000 241 0.177 48 21 6

都
道
府
県
名

平成16年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

10.再資源化施設の処理能力
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社会資本整備の充実度評価指標　【11.不法投棄の残存量】

県
内
人
口

不
法
投
棄
の

　
残
存
量

千
人
当
り
の

　
残
存
量

(人) (ton) (ton/千人)

0 全国 127,687,000 15,672,566 122.7 50 － －

1 北海道 5,644,000 168,266 29.8 54 22 6

2 青森県 1,452,000 729,706 502.6 35 43 2
3 岩手県 1,395,000 192,418 137.9 49 36 4
4 宮城県 2,371,000 1,178,813 497.2 35 42 3
5 秋田県 1,159,000 1,017,331 877.8 20 46 1
6 山形県 1,223,000 32,074 26.2 54 19 6
7 福島県 2,106,000 36,375 17.3 54 15 7
8 茨城県 2,989,000 541,567 181.2 48 38 3
9 栃木県 2,013,000 303,108 150.6 49 37 4
10 群馬県 2,033,000 205,402 101.0 51 34 4
11 埼玉県 7,047,000 786,861 111.7 50 35 4
12 千葉県 6,039,000 3,924,212 649.8 29 44 2
13 東京都 12,378,000 82,390 6.7 55 11 7
14 神奈川県 8,732,000 244,695 28.0 54 21 6
15 新潟県 2,452,000 80,528 32.8 54 23 6
16 富山県 1,117,000 287 0.3 55 2 10
17 石川県 1,179,000 98,572 83.6 52 31 5
18 福井県 825,000 902,508 1093.9 12 47 1
19 山梨県 886,000 20,634 23.3 54 17 6
20 長野県 2,211,000 77,257 34.9 53 24 6
21 岐阜県 2,110,000 818,655 388.0 40 41 3
22 静岡県 3,795,000 236,082 62.2 52 29 5
23 愛知県 7,192,000 509,341 70.8 52 30 5
24 三重県 1,864,000 1,571,693 843.2 22 45 2
25 滋賀県 1,372,000 37,470 27.3 54 20 6
26 京都府 2,638,000 135,812 51.5 53 27 5
27 大阪府 8,814,000 168,037 19.1 54 16 6
28 兵庫県 5,587,000 82,153 14.7 54 14 7
29 奈良県 1,431,000 297,414 207.8 47 39 3
30 和歌山県 1,050,000 37,587 35.8 53 25 5
31 鳥取県 609,000 5,694 9.3 54 12 7
32 島根県 749,000 97 0.1 55 1 10
33 岡山県 1,952,000 10,962 5.6 55 10 8
34 広島県 2,878,000 11,052 3.8 55 7 8
35 山口県 1,504,000 2,140 1.4 55 4 9
36 徳島県 813,000 76,424 94.0 51 33 4
37 香川県 1,018,000 361,774 355.4 41 40 3
38 愛媛県 1,477,000 90,105 61.0 52 28 5
39 高知県 803,000 1,005 1.3 55 3 9
40 福岡県 5,058,000 458,268 90.6 51 32 5
41 佐賀県 870,000 8,753 10.1 54 13 7
42 長崎県 1,495,000 3,579 2.4 55 6 8
43 熊本県 1,852,000 46,202 24.9 54 18 6
44 大分県 1,215,000 5,040 4.1 55 8 8
45 宮崎県 1,162,000 6,313 5.4 55 9 8
46 鹿児島県 1,769,000 3,085 1.7 55 5 9

47 沖縄県 1,359,000 64,830 47.7 53 26 5

都
道
府
県
名

平成17年度末実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

11.不法投棄の残存量
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社会資本整備の充実度評価指標　【12.ゴミ処理施設の処理能力】

県
内
人
口

ゴ
ミ
焼
却
施
設

の
日
当
た
り
処

理
能
力

千
人
当
り
の

　
処
理
能
力

(人) (ton/日) (ton/日/千人)

0 全国 127,687,000 195,955 1.535 50 － －

1 北海道 5,644,000 6,610 1.171 34 44 2

2 青森県 1,452,000 2,453 1.689 57 10 8
3 岩手県 1,395,000 2,065 1.480 48 21 6
4 宮城県 2,371,000 4,067 1.715 58 8 8
5 秋田県 1,159,000 1,846 1.593 53 15 7
6 山形県 1,223,000 1,391 1.137 33 45 2
7 福島県 2,106,000 2,971 1.411 45 26 5
8 茨城県 2,989,000 4,473 1.496 48 19 6
9 栃木県 2,013,000 2,883 1.432 46 24 6
10 群馬県 2,033,000 3,378 1.662 56 12 7
11 埼玉県 7,047,000 9,732 1.381 43 30 5
12 千葉県 6,039,000 9,351 1.548 51 17 6
13 東京都 12,378,000 18,714 1.512 49 18 6
14 神奈川県 8,732,000 16,170 1.852 64 3 9
15 新潟県 2,452,000 3,910 1.595 53 14 7
16 富山県 1,117,000 1,512 1.354 42 31 5
17 石川県 1,179,000 1,474 1.250 38 39 3
18 福井県 825,000 1,145 1.388 44 29 5
19 山梨県 886,000 1,239 1.398 44 28 5
20 長野県 2,211,000 2,960 1.339 41 32 5
21 岐阜県 2,110,000 2,754 1.305 40 36 4
22 静岡県 3,795,000 5,980 1.576 52 16 6
23 愛知県 7,192,000 10,496 1.459 47 22 6
24 三重県 1,864,000 2,465 1.322 41 35 4
25 滋賀県 1,372,000 1,697 1.237 37 42 3
26 京都府 2,638,000 4,570 1.732 59 7 8
27 大阪府 8,814,000 17,089 1.939 68 2 10
28 兵庫県 5,587,000 9,947 1.780 61 4 9
29 奈良県 1,431,000 2,440 1.705 57 9 8
30 和歌山県 1,050,000 2,107 2.007 71 1 10
31 鳥取県 609,000 807 1.325 41 34 4
32 島根県 749,000 839 1.120 32 47 1
33 岡山県 1,952,000 2,903 1.487 48 20 6
34 広島県 2,878,000 3,704 1.287 39 37 4
35 山口県 1,504,000 2,122 1.411 45 25 5
36 徳島県 813,000 1,080 1.328 41 33 4
37 香川県 1,018,000 1,430 1.405 44 27 5
38 愛媛県 1,477,000 1,896 1.284 39 38 3
39 高知県 803,000 1,401 1.745 59 6 8
40 福岡県 5,058,000 8,262 1.633 54 13 7
41 佐賀県 870,000 1,019 1.171 34 43 2
42 長崎県 1,495,000 2,645 1.769 60 5 9
43 熊本県 1,852,000 2,083 1.125 32 46 1
44 大分県 1,215,000 1,755 1.444 46 23 6
45 宮崎県 1,162,000 1,442 1.241 37 41 3
46 鹿児島県 1,769,000 2,982 1.686 57 11 7

47 沖縄県 1,359,000 1,696 1.248 37 40 3

都
道
府
県
名

平成16年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

12.ゴミ処理施設の処理能力
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社会資本整備の充実度評価指標　【13.粗大ゴミ処理施設の処理能力】

県
内
人
口

粗
大
ゴ
ミ
焼
却

施
設
の
日
当
た

り
処
理
能
力

千
人
当
り
の

　
処
理
能
力

(人) (ton/日) (ton/日/千人)

0 全国 127,687,000 26,506 0.208 50 － －

1 北海道 5,644,000 1,398 0.248 56 15 7

2 青森県 1,452,000 417 0.287 62 5 9
3 岩手県 1,395,000 364 0.261 58 8 8
4 宮城県 2,371,000 694 0.293 63 4 9
5 秋田県 1,159,000 292 0.252 57 12 7
6 山形県 1,223,000 251 0.205 50 26 5
7 福島県 2,106,000 531 0.252 57 11 7
8 茨城県 2,989,000 997 0.334 69 1 10
9 栃木県 2,013,000 370 0.184 46 31 5
10 群馬県 2,033,000 652 0.321 67 2 10
11 埼玉県 7,047,000 1,384 0.196 48 28 5
12 千葉県 6,039,000 1,228 0.203 49 27 5
13 東京都 12,378,000 1,919 0.155 42 37 4
14 神奈川県 8,732,000 1,702 0.195 48 29 5
15 新潟県 2,452,000 511 0.208 50 24 6
16 富山県 1,117,000 174 0.156 42 36 4
17 石川県 1,179,000 5 0.004 20 47 1
18 福井県 825,000 205 0.248 56 14 7
19 山梨県 886,000 190 0.214 51 23 6
20 長野県 2,211,000 326 0.147 41 39 3
21 岐阜県 2,110,000 378 0.179 46 32 5
22 静岡県 3,795,000 893 0.235 54 18 6
23 愛知県 7,192,000 1,249 0.174 45 33 4
24 三重県 1,864,000 493 0.264 58 7 8
25 滋賀県 1,372,000 430 0.313 66 3 9
26 京都府 2,638,000 625 0.237 54 17 6
27 大阪府 8,814,000 1,832 0.208 50 25 5
28 兵庫県 5,587,000 1,577 0.282 61 6 8
29 奈良県 1,431,000 365 0.255 57 9 8
30 和歌山県 1,050,000 120 0.114 36 43 2
31 鳥取県 609,000 45 0.074 30 46 1
32 島根県 749,000 189 0.252 57 10 8
33 岡山県 1,952,000 289 0.148 41 38 3
34 広島県 2,878,000 493 0.171 45 34 4
35 山口県 1,504,000 349 0.232 54 19 6
36 徳島県 813,000 197 0.242 55 16 6
37 香川県 1,018,000 130 0.128 38 41 3
38 愛媛県 1,477,000 338 0.229 53 20 6
39 高知県 803,000 84 0.105 35 44 2
40 福岡県 5,058,000 1,274 0.252 57 13 7
41 佐賀県 870,000 195 0.224 52 22 6
42 長崎県 1,495,000 237 0.159 43 35 4
43 熊本県 1,852,000 178 0.096 33 45 2
44 大分県 1,215,000 274 0.226 53 21 6
45 宮崎県 1,162,000 165 0.142 40 40 3
46 鹿児島県 1,769,000 331 0.187 47 30 5

47 沖縄県 1,359,000 166 0.122 37 42 3

都
道
府
県
名

平成16年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

13.粗大ゴミ処理施設の処理能力
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社会資本整備の充実度評価指標　【14.最終処分場の残余容量】

県
内
人
口

最
終
処
分
場

　
残
余
容
量

一
人
当
り
の

　
残
余
容
量

(人) (千ｍ3) (ｍ3/人)

0 全国 127,687,000 130,520 1.022 50 － －

1 北海道 5,644,000 14,411 2.553 72 4 9

2 青森県 1,452,000 3,241 2.232 67 6 8
3 岩手県 1,395,000 1,493 1.070 51 17 6
4 宮城県 2,371,000 6,366 2.685 74 2 10
5 秋田県 1,159,000 2,117 1.827 61 8 8
6 山形県 1,223,000 1,175 0.961 49 21 6
7 福島県 2,106,000 2,025 0.962 49 20 6
8 茨城県 2,989,000 990 0.331 40 43 2
9 栃木県 2,013,000 853 0.424 41 40 3
10 群馬県 2,033,000 1,623 0.798 47 24 6
11 埼玉県 7,047,000 1,368 0.194 38 45 2
12 千葉県 6,039,000 2,392 0.396 41 41 3
13 東京都 12,378,000 17,833 1.441 56 11 7
14 神奈川県 8,732,000 5,336 0.611 44 35 4
15 新潟県 2,452,000 1,839 0.750 46 27 5
16 富山県 1,117,000 834 0.747 46 28 5
17 石川県 1,179,000 3,102 2.631 73 3 9
18 福井県 825,000 474 0.575 44 36 4
19 山梨県 886,000 37 0.042 36 47 1
20 長野県 2,211,000 1,261 0.570 44 37 4
21 岐阜県 2,110,000 2,343 1.110 51 14 7
22 静岡県 3,795,000 1,698 0.447 42 39 3
23 愛知県 7,192,000 3,233 0.450 42 38 3
24 三重県 1,864,000 2,064 1.107 51 15 7
25 滋賀県 1,372,000 894 0.652 45 33 4
26 京都府 2,638,000 4,822 1.828 62 7 8
27 大阪府 8,814,000 1,585 0.180 38 46 1
28 兵庫県 5,587,000 12,612 2.257 68 5 9
29 奈良県 1,431,000 1,023 0.715 46 31 5
30 和歌山県 1,050,000 664 0.632 44 34 4
31 鳥取県 609,000 398 0.654 45 32 5
32 島根県 749,000 816 1.089 51 16 6
33 岡山県 1,952,000 1,415 0.725 46 30 5
34 広島県 2,878,000 2,211 0.768 46 26 5
35 山口県 1,504,000 1,284 0.854 48 22 6
36 徳島県 813,000 227 0.279 39 44 2
37 香川県 1,018,000 828 0.813 47 23 6
38 愛媛県 1,477,000 1,081 0.732 46 29 5
39 高知県 803,000 1,000 1.245 53 12 7
40 福岡県 5,058,000 8,306 1.642 59 9 8
41 佐賀県 870,000 343 0.394 41 42 3
42 長崎県 1,495,000 1,570 1.050 50 19 6
43 熊本県 1,852,000 1,976 1.067 51 18 6
44 大分県 1,215,000 1,911 1.573 58 10 8
45 宮崎県 1,162,000 906 0.780 47 25 5
46 鹿児島県 1,769,000 5,004 2.829 76 1 10

47 沖縄県 1,359,000 1,536 1.130 52 13 7

都
道
府
県
名

平成17年度末

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

14.最終処分場の残余容量
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社会資本整備の充実度評価指標　【15.水洗化率】

県
内
人
口

水
洗
化
人
口

水
洗
化
率

(人) (人) (％)

0 全国 127,687,000 112,391,000 88.0% 50 － －

1 北海道 5,644,000 4,926,000 87.3% 49 18 6

2 青森県 1,452,000 1,164,000 80.2% 43 32 5
3 岩手県 1,395,000 771,000 55.3% 21 47 1
4 宮城県 2,371,000 1,887,000 79.6% 43 34 4
5 秋田県 1,159,000 737,000 63.6% 28 45 2
6 山形県 1,223,000 1,001,000 81.8% 45 28 5
7 福島県 2,106,000 1,737,000 82.5% 45 26 5
8 茨城県 2,989,000 2,555,000 85.5% 48 21 6
9 栃木県 2,013,000 1,663,000 82.6% 45 25 5
10 群馬県 2,033,000 1,789,000 88.0% 50 15 7
11 埼玉県 7,047,000 6,729,000 95.5% 57 3 9
12 千葉県 6,039,000 5,627,000 93.2% 55 8 8
13 東京都 12,378,000 12,075,000 97.6% 58 2 10
14 神奈川県 8,732,000 8,641,000 99.0% 60 1 10
15 新潟県 2,452,000 2,127,000 86.7% 49 19 6
16 富山県 1,117,000 1,011,000 90.5% 52 10 8
17 石川県 1,179,000 1,067,000 90.5% 52 11 7
18 福井県 825,000 722,000 87.5% 50 17 6
19 山梨県 886,000 791,000 89.3% 51 14 7
20 長野県 2,211,000 1,688,000 76.3% 40 39 3
21 岐阜県 2,110,000 1,849,000 87.6% 50 16 6
22 静岡県 3,795,000 3,561,000 93.8% 55 6 8
23 愛知県 7,192,000 6,808,000 94.7% 56 5 9
24 三重県 1,864,000 1,549,000 83.1% 46 23 6
25 滋賀県 1,372,000 1,177,000 85.8% 48 20 6
26 京都府 2,638,000 2,370,000 89.8% 52 12 7
27 大阪府 8,814,000 8,218,000 93.2% 55 7 8
28 兵庫県 5,587,000 5,303,000 94.9% 56 4 9
29 奈良県 1,431,000 1,280,000 89.4% 51 13 7
30 和歌山県 1,050,000 714,000 68.0% 32 41 3
31 鳥取県 609,000 502,000 82.4% 45 27 5
32 島根県 749,000 506,000 67.6% 32 42 3
33 岡山県 1,952,000 1,512,000 77.5% 41 38 3
34 広島県 2,878,000 2,391,000 83.1% 46 24 6
35 山口県 1,504,000 1,223,000 81.3% 44 29 5
36 徳島県 813,000 684,000 84.1% 47 22 6
37 香川県 1,018,000 809,000 79.5% 42 36 4
38 愛媛県 1,477,000 1,158,000 78.4% 41 37 4
39 高知県 803,000 531,000 66.1% 31 43 2
40 福岡県 5,058,000 4,062,000 80.3% 43 30 5
41 佐賀県 870,000 528,000 60.7% 26 46 1
42 長崎県 1,495,000 967,000 64.7% 29 44 2
43 熊本県 1,852,000 1,487,000 80.3% 43 31 5
44 大分県 1,215,000 969,000 79.8% 43 33 4
45 宮崎県 1,162,000 924,000 79.5% 42 35 4
46 鹿児島県 1,769,000 1,344,000 76.0% 39 40 3

47 沖縄県 1,359,000 1,257,000 92.5% 54 9 8

都
道
府
県
名

平成16年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

15.水洗化率
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社会資本整備の充実度評価指標　【16.公共下水道接続率】

県
内
人
口

公
共
下
水
道

　
接
続
人
口

公
共
下
水
道

　
接
続
率

(人) (人) (％)

0 全国 127,687,000 83,736,000 65.6% 50 － －

1 北海道 5,644,000 4,817,000 85.3% 59 5 9

2 青森県 1,452,000 650,000 44.8% 41 31 5
3 岩手県 1,395,000 568,000 40.7% 39 36 4
4 宮城県 2,371,000 1,607,000 67.8% 51 9 8
5 秋田県 1,159,000 500,000 43.1% 40 33 4
6 山形県 1,223,000 709,000 58.0% 47 19 6
7 福島県 2,106,000 841,000 39.9% 39 37 4
8 茨城県 2,989,000 1,387,000 46.4% 42 30 5
9 栃木県 2,013,000 1,031,000 51.2% 44 23 6
10 群馬県 2,033,000 832,000 40.9% 39 35 4
11 埼玉県 7,047,000 4,889,000 69.4% 52 8 8
12 千葉県 6,039,000 3,604,000 59.7% 47 17 6
13 東京都 12,378,000 12,052,000 97.4% 64 1 10
14 神奈川県 8,732,000 8,033,000 92.0% 62 2 10
15 新潟県 2,452,000 1,237,000 50.4% 43 24 6
16 富山県 1,117,000 738,000 66.1% 50 11 7
17 石川県 1,179,000 743,000 63.0% 49 13 7
18 福井県 825,000 476,000 57.7% 47 20 6
19 山梨県 886,000 414,000 46.7% 42 29 5
20 長野県 2,211,000 1,415,000 64.0% 49 12 7
21 岐阜県 2,110,000 1,153,000 54.6% 45 21 6
22 静岡県 3,795,000 1,790,000 47.2% 42 28 5
23 愛知県 7,192,000 4,224,000 58.7% 47 18 6
24 三重県 1,864,000 592,000 31.8% 35 42 3
25 滋賀県 1,372,000 978,000 71.3% 53 7 8
26 京都府 2,638,000 2,198,000 83.3% 58 6 8
27 大阪府 8,814,000 7,608,000 86.3% 59 3 9
28 兵庫県 5,587,000 4,800,000 85.9% 59 4 9
29 奈良県 1,431,000 891,000 62.3% 49 14 7
30 和歌山県 1,050,000 129,000 12.3% 27 46 1
31 鳥取県 609,000 305,000 50.1% 43 26 5
32 島根県 749,000 220,000 29.4% 34 44 2
33 岡山県 1,952,000 861,000 44.1% 41 32 5
34 広島県 2,878,000 1,764,000 61.3% 48 16 6
35 山口県 1,504,000 758,000 50.4% 43 25 5
36 徳島県 813,000 89,000 10.9% 26 47 1
37 香川県 1,018,000 345,000 33.9% 36 41 3
38 愛媛県 1,477,000 576,000 39.0% 38 38 3
39 高知県 803,000 209,000 26.0% 33 45 2
40 福岡県 5,058,000 3,361,000 66.4% 50 10 8
41 佐賀県 870,000 272,000 31.3% 35 43 2
42 長崎県 1,495,000 721,000 48.2% 42 27 5
43 熊本県 1,852,000 952,000 51.4% 44 22 6
44 大分県 1,215,000 458,000 37.7% 38 39 3
45 宮崎県 1,162,000 491,000 42.3% 40 34 4
46 鹿児島県 1,769,000 610,000 34.5% 36 40 3

47 沖縄県 1,359,000 838,000 61.7% 48 15 7

都
道
府
県
名

平成16年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

16.公共下水道接続率
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社会資本整備の充実度評価指標　【17.公共下水道計画達成率】

公
共
下
水
道

　
計
画
面
積

公
共
下
水
道

　
整
備
面
積

公
共
下
水
道

　
計
画
達
成
率

(km2) (km2) (％)

0 全国 20,719 13,186 63.6% 50 － －

1 北海道 1,370 1,065 77.7% 60 3 9

2 青森県 275 145 52.7% 42 35 4
3 岩手県 234 142 60.7% 48 23 6
4 宮城県 485 341 70.3% 55 6 8
5 秋田県 258 136 52.7% 42 36 4
6 山形県 280 188 67.1% 53 7 8
7 福島県 318 196 61.6% 49 20 6
8 茨城県 825 391 47.4% 38 41 3
9 栃木県 405 251 62.0% 49 19 6
10 群馬県 337 196 58.2% 46 27 5
11 埼玉県 955 565 59.2% 47 25 5
12 千葉県 748 474 63.4% 50 17 6
13 東京都 1,082 1,000 92.4% 71 1 10
14 神奈川県 1,049 834 79.5% 62 2 10
15 新潟県 517 295 57.1% 45 29 5
16 富山県 284 187 65.8% 52 11 7
17 石川県 258 167 64.7% 51 13 7
18 福井県 208 126 60.6% 48 24 6
19 山梨県 212 115 54.2% 43 32 5
20 長野県 678 438 64.6% 51 14 7
21 岐阜県 456 280 61.4% 48 21 6
22 静岡県 584 318 54.5% 43 31 5
23 愛知県 994 651 65.5% 51 12 7
24 三重県 308 148 48.1% 39 40 3
25 滋賀県 465 234 50.3% 40 38 3
26 京都府 372 281 75.5% 59 4 9
27 大阪府 1,042 689 66.1% 52 10 8
28 兵庫県 1,070 754 70.5% 55 5 9
29 奈良県 326 139 42.6% 35 44 2
30 和歌山県 133 26 19.5% 18 47 1
31 鳥取県 123 75 61.0% 48 22 6
32 島根県 131 65 49.6% 40 39 3
33 岡山県 388 201 51.8% 41 37 4
34 広島県 449 280 62.4% 49 18 6
35 山口県 327 177 54.1% 43 33 4
36 徳島県 70 14 20.0% 18 46 1
37 香川県 176 83 47.2% 38 42 3
38 愛媛県 181 106 58.6% 46 26 5
39 高知県 65 35 53.8% 43 34 4
40 福岡県 768 510 66.4% 52 9 8
41 佐賀県 136 64 47.1% 38 43 2
42 長崎県 186 119 64.0% 50 15 7
43 熊本県 316 202 63.9% 50 16 6
44 大分県 251 103 41.0% 33 45 2
45 宮崎県 187 107 57.2% 45 28 5
46 鹿児島県 186 105 56.5% 45 30 5

47 沖縄県 251 168 66.9% 52 8 8

都
道
府
県
名

平成16年度末実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

17.公共下水道計画達成率
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社会資本整備の充実度評価指標　【18.都市下水道計画達成率】

都
市
下
水
道

　
計
画
面
積

都
市
下
水
道

　
整
備
面
積

都
市
下
水
道

　
計
画
達
成
率

(km2) (km2) (％)

0 全国 2,096 1,723 82.2% 50 － －

1 北海道 39 24 61.5% 34 45 2

2 青森県 31 31 100.0% 64 1 10
3 岩手県 30 28 93.3% 59 12 7
4 宮城県 38 37 97.4% 62 8 8
5 秋田県 41 34 82.9% 51 27 5
6 山形県 23 16 69.6% 40 40 3
7 福島県 55 44 80.0% 48 30 5
8 茨城県 156 146 93.6% 59 11 7
9 栃木県 35 29 82.9% 51 28 5
10 群馬県 21 14 66.7% 38 42 3
11 埼玉県 123 87 70.7% 41 39 3
12 千葉県 102 81 79.4% 48 33 4
13 東京都 20 19 95.0% 60 10 8
14 神奈川県 21 9 42.9% 19 47 1
15 新潟県 52 39 75.0% 44 35 4
16 富山県 15 14 93.3% 59 12 7
17 石川県 19 16 84.2% 52 23 6
18 福井県 6 6 100.0% 64 1 10
19 山梨県 19 16 84.2% 52 23 6
20 長野県 84 54 64.3% 36 44 2
21 岐阜県 50 45 90.0% 56 17 6
22 静岡県 184 145 78.8% 47 34 4
23 愛知県 122 98 80.3% 49 29 5
24 三重県 43 36 83.7% 51 25 5
25 滋賀県 16 11 68.8% 39 41 3
26 京都府 86 79 91.9% 58 16 6
27 大阪府 22 21 95.5% 60 9 8
28 兵庫県 13 8 61.5% 34 45 2
29 奈良県 45 39 86.7% 53 20 6
30 和歌山県 53 35 66.0% 37 43 2
31 鳥取県 8 7 87.5% 54 18 6
32 島根県 39 31 79.5% 48 32 5
33 岡山県 16 14 87.5% 54 18 6
34 広島県 24 20 83.3% 51 26 5
35 山口県 25 18 72.0% 42 37 4
36 徳島県 37 27 73.0% 43 36 4
37 香川県 14 12 85.7% 53 21 6
38 愛媛県 31 22 71.0% 41 38 3
39 高知県 27 23 85.2% 52 22 6
40 福岡県 70 56 80.0% 48 30 5
41 佐賀県 28 28 100.0% 64 1 10
42 長崎県 59 55 93.2% 59 14 7
43 熊本県 17 17 100.0% 64 1 10
44 大分県 50 49 98.0% 62 7 8
45 宮崎県 52 48 92.3% 58 15 7
46 鹿児島県 30 30 100.0% 64 1 10

47 沖縄県 5 5 100.0% 64 1 10

都
道
府
県
名

平成16年度末実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

18.都市下水道計画達成率
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社会資本整備の充実度評価指標　【19.上水道給水率】

県
内
人
口

上
水
道

　
給
水
人
口

給
水
率

(人) (人) (％)

0 全国 127,687,000 122,976,710 96.3% 50 － －

1 北海道 5,644,000 5,475,118 97.0% 52 26 5

2 青森県 1,452,000 1,417,780 97.6% 53 23 6
3 岩手県 1,395,000 1,268,127 90.9% 36 42 3
4 宮城県 2,371,000 2,320,473 97.9% 54 19 6
5 秋田県 1,159,000 1,032,589 89.1% 31 44 2
6 山形県 1,223,000 1,196,586 97.8% 54 20 6
7 福島県 2,106,000 1,923,431 91.3% 37 40 3
8 茨城県 2,989,000 2,616,554 87.5% 27 46 1
9 栃木県 2,013,000 1,850,243 91.9% 39 38 3
10 群馬県 2,033,000 2,012,737 99.0% 57 5 9
11 埼玉県 7,047,000 6,950,450 98.6% 56 11 7
12 千葉県 6,039,000 5,538,160 91.7% 38 39 3
13 東京都 12,378,000 12,185,675 98.4% 56 13 7
14 神奈川県 8,732,000 8,555,328 98.0% 54 18 6
15 新潟県 2,452,000 2,412,928 98.4% 55 15 7
16 富山県 1,117,000 1,029,537 92.2% 39 36 4
17 石川県 1,179,000 1,152,808 97.8% 54 22 6
18 福井県 825,000 788,984 95.6% 48 29 5
19 山梨県 886,000 876,117 98.9% 57 6 8
20 長野県 2,211,000 2,181,625 98.7% 56 10 8
21 岐阜県 2,110,000 2,002,831 94.9% 46 31 5
22 静岡県 3,795,000 3,712,852 97.8% 54 21 6
23 愛知県 7,192,000 7,073,133 98.3% 55 16 6
24 三重県 1,864,000 1,836,797 98.5% 56 12 7
25 滋賀県 1,372,000 1,354,969 98.8% 56 8 8
26 京都府 2,638,000 2,616,391 99.2% 57 4 9
27 大阪府 8,814,000 8,796,042 99.8% 59 1 10
28 兵庫県 5,587,000 5,545,984 99.3% 58 3 9
29 奈良県 1,431,000 1,414,809 98.9% 57 7 8
30 和歌山県 1,050,000 1,042,630 99.3% 58 2 10
31 鳥取県 609,000 599,480 98.4% 56 14 7
32 島根県 749,000 712,387 95.1% 47 30 5
33 岡山県 1,952,000 1,901,445 97.4% 53 25 5
34 広島県 2,878,000 2,662,905 92.5% 40 35 4
35 山口県 1,504,000 1,383,458 92.0% 39 37 4
36 徳島県 813,000 762,702 93.8% 44 34 4
37 香川県 1,018,000 1,005,209 98.7% 56 9 8
38 愛媛県 1,477,000 1,386,759 93.9% 44 33 4
39 高知県 803,000 731,022 91.0% 36 41 3
40 福岡県 5,058,000 4,583,334 90.6% 35 43 2
41 佐賀県 870,000 824,564 94.8% 46 32 5
42 長崎県 1,495,000 1,468,767 98.2% 55 17 6
43 熊本県 1,852,000 1,549,478 83.7% 17 47 1
44 大分県 1,215,000 1,078,087 88.7% 30 45 2
45 宮崎県 1,162,000 1,116,749 96.1% 49 28 5
46 鹿児島県 1,769,000 1,702,507 96.2% 50 27 5

47 沖縄県 1,359,000 1,326,169 97.6% 53 24 6

都
道
府
県
名

平成13年度末実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

19.上水道給水率
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社会資本整備の充実度評価指標　【20.図書館数(県内人口評価)】

県
内
人
口

図
書
館
数

百
万
人
当
た
り

　
図
書
館
数

(人) (棟) (棟/百万人)

0 全国 127,687,000 2,749 21.5 50 － －

1 北海道 5,644,000 131 23.2 52 20 6

2 青森県 1,452,000 24 16.9 45 40 3
3 岩手県 1,395,000 44 31.2 59 10 8
4 宮城県 2,371,000 29 12.1 41 45 2
5 秋田県 1,159,000 34 29.6 58 13 7
6 山形県 1,223,000 31 25.0 53 18 6
7 福島県 2,106,000 56 26.7 55 16 6
8 茨城県 2,989,000 49 16.4 45 42 3
9 栃木県 2,013,000 43 21.5 50 26 5
10 群馬県 2,033,000 39 19.1 48 37 4
11 埼玉県 7,047,000 141 20.0 49 31 5
12 千葉県 6,039,000 121 20.0 48 32 5
13 東京都 12,378,000 375 30.3 59 12 7
14 神奈川県 8,732,000 83 9.5 38 47 1
15 新潟県 2,452,000 54 22.1 51 24 6
16 富山県 1,117,000 59 53.3 81 1 10
17 石川県 1,179,000 44 37.0 65 7 8
18 福井県 825,000 40 48.0 76 2 10
19 山梨県 886,000 39 43.6 72 4 9
20 長野県 2,211,000 97 44.0 72 3 9
21 岐阜県 2,110,000 53 25.1 53 17 6
22 静岡県 3,795,000 76 20.1 49 29 5
23 愛知県 7,192,000 86 11.9 41 46 1
24 三重県 1,864,000 36 19.4 48 34 4
25 滋賀県 1,372,000 45 32.6 61 9 8
26 京都府 2,638,000 58 22.1 51 23 6
27 大阪府 8,814,000 133 15.1 44 43 2
28 兵庫県 5,587,000 79 14.2 43 44 2
29 奈良県 1,431,000 29 20.0 49 30 5
30 和歌山県 1,050,000 23 21.5 50 25 5
31 鳥取県 609,000 18 29.4 58 14 7
32 島根県 749,000 30 40.5 69 5 9
33 岡山県 1,952,000 48 24.7 53 19 6
34 広島県 2,878,000 55 19.1 48 36 4
35 山口県 1,504,000 46 30.7 59 11 7
36 徳島県 813,000 29 35.3 63 8 8
37 香川県 1,018,000 23 22.3 51 22 6
38 愛媛県 1,477,000 31 20.8 49 27 5
39 高知県 803,000 31 38.2 66 6 8
40 福岡県 5,058,000 84 16.7 45 41 3
41 佐賀県 870,000 17 19.5 48 33 4
42 長崎県 1,495,000 26 17.7 46 39 3
43 熊本県 1,852,000 36 19.3 48 35 4
44 大分県 1,215,000 25 20.4 49 28 5
45 宮崎県 1,162,000 21 17.8 46 38 3
46 鹿児島県 1,769,000 49 27.8 56 15 7

47 沖縄県 1,359,000 30 22.4 51 21 6

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

20.図書館数(県内人口評価)
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社会資本整備の充実度評価指標　【21.図書館数(可住地面積評価)】

可
住
地
面
積

図
書
館
数

図
書
館
密
度

(km2) (棟) (100km2/棟)

0 全国 122,760 2,749 2.239 50 － －

1 北海道 23,284 131 0.563 46 47 1

2 青森県 3,209 24 0.763 46 46 1
3 岩手県 3,713 44 1.172 47 41 3
4 宮城県 3,133 29 0.919 47 45 2
5 秋田県 3,158 34 1.085 47 43 2
6 山形県 2,853 31 1.073 47 44 2
7 福島県 4,218 56 1.333 48 36 4
8 茨城県 3,975 49 1.230 47 39 3
9 栃木県 2,948 43 1.467 48 34 4
10 群馬県 2,297 39 1.688 49 31 5
11 埼玉県 2,567 141 5.493 58 4 9
12 千葉県 3,486 121 3.459 53 9 8
13 東京都 1,395 375 26.868 112 1 10
14 神奈川県 1,459 83 5.662 59 3 9
15 新潟県 4,480 54 1.210 47 40 3
16 富山県 1,852 59 3.213 52 11 7
17 石川県 1,381 44 3.160 52 12 7
18 福井県 1,068 40 3.708 54 7 8
19 山梨県 951 39 4.062 55 6 8
20 長野県 3,309 97 2.939 52 14 7
21 岐阜県 2,167 53 2.444 51 22 6
22 静岡県 2,731 76 2.790 51 18 6
23 愛知県 2,959 86 2.891 52 15 7
24 三重県 2,022 36 1.785 49 30 5
25 滋賀県 1,289 45 3.468 53 8 8
26 京都府 1,153 58 5.055 57 5 9
27 大阪府 1,314 133 10.132 70 2 10
28 兵庫県 2,762 79 2.874 52 16 6
29 奈良県 849 29 3.379 53 10 8
30 和歌山県 1,096 23 2.058 50 27 5
31 鳥取県 912 18 1.967 49 28 5
32 島根県 1,254 30 2.419 50 24 6
33 岡山県 2,212 48 2.180 50 26 5
34 広島県 2,255 55 2.439 51 23 6
35 山口県 1,748 46 2.642 51 19 6
36 徳島県 1,020 29 2.812 51 17 6
37 香川県 992 23 2.290 50 25 5
38 愛媛県 1,669 31 1.841 49 29 5
39 高知県 1,165 31 2.630 51 20 6
40 福岡県 2,742 84 3.076 52 13 7
41 佐賀県 1,340 17 1.266 48 38 3
42 長崎県 1,618 26 1.638 48 32 5
43 熊本県 2,747 36 1.299 48 37 4
44 大分県 1,769 25 1.403 48 35 4
45 宮崎県 1,833 21 1.129 47 42 3
46 鹿児島県 3,243 49 1.516 48 33 4

47 沖縄県 1,163 30 2.621 51 21 6

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

21.図書館数(可住地面積評価)
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社会資本整備の充実度評価指標　【22.義務教育施設数(対象年齢人口評価)

小
学
校
数

中
学
校
数

義
務
教
育

　
施
設
数

(校/十万人) (校/十万人) (校/十万人)

0 全国 395 346 741.0 50 － －

1 北海道 478 455 933.0 59 8 8

2 青森県 481 398 878.3 57 13 7
3 岩手県 571 475 1046.0 65 5 9
4 宮城県 352 339 690.2 48 27 5
5 秋田県 493 413 905.1 58 10 8
6 山形県 527 355 882.7 57 12 7
7 福島県 442 363 805.3 53 15 7
8 茨城県 335 273 608.4 44 34 4
9 栃木県 370 299 668.8 47 29 5
10 群馬県 291 303 593.3 43 35 4
11 埼玉県 206 223 429.5 35 46 1
12 千葉県 260 248 507.5 39 43 2
13 東京都 243 301 543.7 41 38 3
14 神奈川県 189 212 401.3 34 47 1
15 新潟県 419 344 763.7 51 21 6
16 富山県 366 284 649.7 46 30 5
17 石川県 365 330 694.1 48 26 5
18 福井県 441 339 779.9 52 19 6
19 山梨県 412 386 797.4 53 18 6
20 長野県 316 307 623.1 44 32 5
21 岐阜県 314 321 634.6 45 31 5
22 静岡県 251 268 519.0 39 41 3
23 愛知県 228 212 439.8 36 44 2
24 三重県 402 341 743.0 50 22 6
25 滋賀県 273 248 521.1 39 40 3
26 京都府 318 303 620.9 44 33 4
27 大阪府 212 224 435.4 35 45 2
28 兵庫県 260 249 508.5 39 42 3
29 奈良県 295 281 576.2 42 37 4
30 和歌山県 531 472 1002.6 63 6 8
31 鳥取県 509 339 847.3 55 14 7
32 島根県 658 499 1157.7 70 2 10
33 岡山県 394 316 709.8 49 24 6
34 広島県 373 346 718.6 49 23 6
35 山口県 448 456 903.4 58 11 7
36 徳島県 635 427 1061.9 65 4 9
37 香川県 364 321 685.5 47 28 5
38 愛媛県 441 357 797.9 53 17 6
39 高知県 745 639 1383.5 81 1 10
40 福岡県 275 260 534.9 40 39 3
41 佐賀県 358 344 701.4 48 25 5
42 長崎県 467 440 907.1 58 9 8
43 熊本県 435 336 771.5 51 20 6
44 大分県 546 426 972.0 61 7 8
45 宮崎県 403 400 802.3 53 16 6
46 鹿児島県 596 490 1085.8 67 3 9

47 沖縄県 276 308 584.5 43 36 4

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

22.義務教育施設数(対象年齢人口評価)
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社会資本整備の充実度評価指標　【23.義務教育施設数(可住地評価)】

小
学
校
数

中
学
校
数

義
務
教
育

　
施
設
数

(校/km2) (校/km2) (校/km2)

0 全国 24.1 11.5 35.6 50 － －

1 北海道 6.4 3.3 9.7 40 47 1

2 青森県 12.5 5.6 18.1 43 42 3
3 岩手県 12.1 5.5 17.6 43 43 2
4 宮城県 14.9 7.5 22.4 45 35 4
5 秋田県 9.3 4.3 13.6 42 46 1
6 山形県 12.7 4.6 17.3 43 44 2
7 福島県 13.2 5.8 19.1 44 39 3
8 茨城県 14.6 6.2 20.8 44 37 4
9 栃木県 14.5 6.1 20.5 44 38 3
10 群馬県 15.2 7.9 23.1 45 34 4
11 埼玉県 32.5 17.5 50.0 55 5 9
12 千葉県 24.9 11.6 36.5 50 16 6
13 東京都 99.5 59.6 159.1 97 1 10
14 神奈川県 62.1 33.2 95.4 73 3 9
15 新潟県 12.9 5.5 18.4 43 41 3
16 富山県 12.1 4.7 16.8 43 45 2
17 石川県 17.9 8.0 26.0 46 31 5
18 福井県 20.6 8.1 28.7 47 25 5
19 山梨県 23.0 11.2 34.2 49 17 6
20 長野県 12.4 6.1 18.5 43 40 3
21 岐阜県 18.2 9.4 27.5 47 27 5
22 静岡県 20.1 10.8 30.8 48 21 6
23 愛知県 33.4 14.8 48.2 55 6 8
24 三重県 21.8 9.3 31.1 48 19 6
25 滋賀県 18.3 8.2 26.5 47 29 5
26 京都府 38.9 18.0 56.9 58 4 9
27 大阪府 79.8 40.2 120.1 82 2 10
28 兵庫県 30.6 14.5 45.2 54 7 8
29 奈良県 28.3 13.9 42.2 53 9 8
30 和歌山県 28.8 13.4 42.2 52 10 8
31 鳥取県 19.2 6.9 26.1 46 30 5
32 島根県 21.5 8.8 30.3 48 22 6
33 岡山県 20.1 8.1 28.2 47 26 5
34 広島県 27.2 12.7 39.9 52 11 7
35 山口県 20.7 10.9 31.5 48 18 6
36 徳島県 27.0 9.6 36.6 50 15 7
37 香川県 20.8 9.2 30.0 48 23 6
38 愛媛県 21.8 9.3 31.1 48 20 6
39 高知県 26.9 12.2 39.0 51 12 7
40 福岡県 28.6 13.9 42.4 53 8 8
41 佐賀県 14.5 7.4 21.9 45 36 4
42 長崎県 25.7 13.2 38.9 51 13 7
43 熊本県 17.1 7.1 24.2 46 32 5
44 大分県 20.8 8.5 29.3 48 24 6
45 宮崎県 15.4 8.0 23.4 45 33 4
46 鹿児島県 18.8 8.6 27.4 47 28 5

47 沖縄県 24.4 14.0 38.5 51 14 7

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

23.義務教育施設数(可住地評価)
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社会資本整備の充実度評価指標　【24.義務教育教員数】

小
学
校
教
員

一
人
当
た
り
の

児
童
数

中
学
校
教
員

一
人
当
た
り
の

生
徒
数

義
務
教
育
教
員

当
た
り
の
指
導

数

(人) (人) (人)

0 全国 16.12 13.84 29.95 50 － －

1 北海道 14.83 12.60 27.43 57 11 7

2 青森県 14.46 12.83 27.29 57 10 8
3 岩手県 13.54 12.53 26.07 61 6 8
4 宮城県 16.14 14.02 30.16 49 27 5
5 秋田県 14.05 13.03 27.08 58 9 8
6 山形県 14.42 13.54 27.96 56 13 7
7 福島県 15.16 13.46 28.62 54 17 6
8 茨城県 16.98 14.67 31.65 45 36 4
9 栃木県 16.18 14.08 30.26 49 28 5
10 群馬県 17.33 14.70 32.03 44 37 4
11 埼玉県 20.67 16.90 37.57 29 47 1
12 千葉県 18.84 15.80 34.64 37 41 3
13 東京都 19.40 16.27 35.67 34 43 2
14 神奈川県 20.47 16.27 36.74 31 45 2
15 新潟県 15.35 13.71 29.06 52 22 6
16 富山県 16.48 14.53 31.01 47 31 5
17 石川県 16.09 14.47 30.56 48 29 5
18 福井県 15.31 13.67 28.98 53 21 6
19 山梨県 15.32 13.58 28.90 53 19 6
20 長野県 16.45 13.66 30.11 50 26 5
21 岐阜県 16.97 14.11 31.08 47 32 5
22 静岡県 18.99 15.92 34.91 36 42 3
23 愛知県 19.96 16.87 36.83 31 46 1
24 三重県 15.32 13.50 28.82 53 18 6
25 滋賀県 17.29 14.28 31.57 45 34 4
26 京都府 16.96 14.36 31.32 46 33 4
27 大阪府 19.90 15.96 35.86 33 44 2
28 兵庫県 18.20 15.14 33.34 41 39 3
29 奈良県 16.64 14.00 30.64 48 30 5
30 和歌山県 14.50 12.47 26.97 58 7 8
31 鳥取県 12.89 12.33 25.22 63 4 9
32 島根県 11.50 11.24 22.74 70 2 10
33 岡山県 15.78 13.66 29.44 51 24 6
34 広島県 16.97 14.60 31.57 45 34 4
35 山口県 15.29 12.30 27.59 57 12 7
36 徳島県 13.37 12.00 25.37 63 5 9
37 香川県 15.67 12.88 28.55 54 16 6
38 愛媛県 15.01 13.20 28.21 55 15 7
39 高知県 11.48 9.32 20.80 76 1 10
40 福岡県 18.61 15.66 34.27 38 40 3
41 佐賀県 16.39 13.68 30.07 50 25 5
42 長崎県 15.25 12.88 28.13 55 14 7
43 熊本県 15.19 13.92 29.11 52 23 6
44 大分県 14.29 12.68 26.97 58 7 8
45 宮崎県 16.12 12.81 28.93 53 20 6
46 鹿児島県 13.25 11.96 25.21 63 3 9

47 沖縄県 18.16 14.23 32.39 43 38 3

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

24.義務教育教員数
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社会資本整備の充実度評価指標　【25.スポーツ施設】

社
会
体
育
施
設

多
目
的

　
運
動
広
場

施
設
合
計
数

(棟/百万人) (棟/百万人) (棟/百万人)

0 全国 371 53 424 50 － －

1 北海道 715 50 765 63 7 8

2 青森県 526 45 571 56 22 6
3 岩手県 609 71 680 60 15 7
4 宮城県 409 62 472 52 32 5
5 秋田県 757 122 879 68 4 9
6 山形県 526 78 604 57 20 6
7 福島県 697 130 827 66 6 8
8 茨城県 409 65 474 52 31 5
9 栃木県 487 49 535 54 27 5
10 群馬県 608 93 701 61 13 7
11 埼玉県 239 29 268 44 43 2
12 千葉県 267 36 303 45 40 3
13 東京都 168 9 177 40 45 2
14 神奈川県 139 14 153 39 46 1
15 新潟県 667 72 739 62 8 8
16 富山県 540 77 616 57 18 6
17 石川県 660 61 721 62 10 8
18 福井県 593 68 661 59 17 6
19 山梨県 775 172 947 70 3 9
20 長野県 993 125 1119 77 1 10
21 岐阜県 573 97 670 60 16 6
22 静岡県 338 58 396 49 35 4
23 愛知県 240 31 271 44 42 3
24 三重県 349 46 395 49 36 4
25 滋賀県 410 88 497 53 28 5
26 京都府 253 42 296 45 41 3
27 大阪府 130 19 149 39 47 1
28 兵庫県 203 29 232 43 44 2
29 奈良県 316 49 364 48 37 4
30 和歌山県 468 88 556 55 23 6
31 鳥取県 838 142 980 72 2 10
32 島根県 726 139 864 67 5 9
33 岡山県 413 70 483 52 30 5
34 広島県 385 84 469 52 33 4
35 山口県 511 105 615 57 19 6
36 徳島県 488 62 550 55 24 6
37 香川県 441 51 492 53 29 5
38 愛媛県 379 67 446 51 34 4
39 高知県 450 89 539 54 26 5
40 福岡県 290 43 333 46 38 3
41 佐賀県 587 133 720 61 11 7
42 長崎県 601 133 733 62 9 8
43 熊本県 458 89 547 55 25 5
44 大分県 481 93 574 56 21 6
45 宮崎県 588 96 684 60 14 7
46 鹿児島県 601 115 716 61 12 7

47 沖縄県 279 52 331 46 39 3

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

25.スポーツ施設
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社会資本整備の充実度評価指標　【26.都市公園面積】

県
内
人
口

都
市
公
園
面
積

一
人
当
た
り

　
公
園
面
積

(人) (km2) (ｍ2/人)

0 全国 127,687,000 1,051 8.2 50 － －

1 北海道 5,644,000 118 20.9 89 1 10

2 青森県 1,452,000 17 11.7 61 12 7
3 岩手県 1,395,000 13 9.2 53 23 6
4 宮城県 2,371,000 31 13.0 65 4 9
5 秋田県 1,159,000 14 12.1 62 8 8
6 山形県 1,223,000 16 12.8 64 6 8
7 福島県 2,106,000 20 9.4 53 21 6
8 茨城県 2,989,000 23 7.8 49 31 5
9 栃木県 2,013,000 24 11.9 61 10 8
10 群馬県 2,033,000 23 11.4 60 13 7
11 埼玉県 7,047,000 42 6.0 43 40 3
12 千葉県 6,039,000 34 5.7 42 42 3
13 東京都 12,378,000 49 4.0 37 47 1
14 神奈川県 8,732,000 40 4.6 39 46 1
15 新潟県 2,452,000 23 9.3 53 22 6
16 富山県 1,117,000 15 13.1 65 3 9
17 石川県 1,179,000 13 10.7 58 15 7
18 福井県 825,000 11 13.0 65 4 9
19 山梨県 886,000 7 7.5 48 34 4
20 長野県 2,211,000 20 9.0 52 26 5
21 岐阜県 2,110,000 16 7.7 48 32 5
22 静岡県 3,795,000 27 7.2 47 36 4
23 愛知県 7,192,000 48 6.7 45 38 3
24 三重県 1,864,000 14 7.3 47 35 4
25 滋賀県 1,372,000 11 7.8 49 30 5
26 京都府 2,638,000 15 5.8 43 41 3
27 大阪府 8,814,000 44 5.0 40 45 2
28 兵庫県 5,587,000 57 10.2 56 17 6
29 奈良県 1,431,000 15 10.8 58 14 7
30 和歌山県 1,050,000 6 5.5 42 43 2
31 鳥取県 609,000 6 10.2 56 18 6
32 島根県 749,000 9 12.5 63 7 8
33 岡山県 1,952,000 23 11.8 61 11 7
34 広島県 2,878,000 26 9.2 53 23 6
35 山口県 1,504,000 16 10.4 57 16 6
36 徳島県 813,000 4 5.4 42 44 2
37 香川県 1,018,000 12 11.9 61 9 8
38 愛媛県 1,477,000 14 9.4 54 20 6
39 高知県 803,000 5 6.7 45 37 4
40 福岡県 5,058,000 41 8.1 50 28 5
41 佐賀県 870,000 7 7.9 49 29 5
42 長崎県 1,495,000 14 9.2 53 25 5
43 熊本県 1,852,000 12 6.5 45 39 3
44 大分県 1,215,000 10 8.4 50 27 5
45 宮崎県 1,162,000 17 14.8 70 2 10
46 鹿児島県 1,769,000 17 9.6 54 19 6

47 沖縄県 1,359,000 10 7.7 48 33 4

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

26.都市公園面積
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社会資本整備の充実度評価指標　【27.都市公園数(可住地面積評価)】

可
住
地
面
積

都
市
公
園
数

面
積
当
た
り

　
都
市
公
園
数

(km2) (所) (所/100km2)

0 全国 122,760 90,056 73.4 50 － －

1 北海道 23,284 7,451 32.0 46 34 4

2 青森県 3,209 749 23.4 45 43 2
3 岩手県 3,713 1,062 28.6 46 37 4
4 宮城県 3,133 2,403 76.7 50 14 7
5 秋田県 3,158 529 16.7 45 46 1
6 山形県 2,853 703 24.6 45 38 3
7 福島県 4,218 1,000 23.7 45 42 3
8 茨城県 3,975 1,673 42.1 47 28 5
9 栃木県 2,948 1,659 56.3 48 22 6
10 群馬県 2,297 1,277 55.6 48 23 6
11 埼玉県 2,567 4,001 155.9 58 8 8
12 千葉県 3,486 5,135 147.3 57 9 8
13 東京都 1,395 6,740 483.1 88 1 10
14 神奈川県 1,459 6,482 444.2 84 2 10
15 新潟県 4,480 1,811 40.4 47 29 5
16 富山県 1,852 1,428 77.1 50 13 7
17 石川県 1,381 992 71.8 50 16 6
18 福井県 1,068 655 61.3 49 19 6
19 山梨県 951 160 16.8 45 45 2
20 長野県 3,309 792 23.9 45 40 3
21 岐阜県 2,167 1,197 55.3 48 25 5
22 静岡県 2,731 1,972 72.2 50 15 7
23 愛知県 2,959 3,945 133.3 56 10 8
24 三重県 2,022 1,892 93.6 52 12 7
25 滋賀県 1,289 454 35.2 46 31 5
26 京都府 1,153 1,984 172.0 59 7 8
27 大阪府 1,314 5,473 416.4 82 3 9
28 兵庫県 2,762 5,020 181.8 60 6 8
29 奈良県 849 1,921 226.3 64 4 9
30 和歌山県 1,096 263 24.0 45 39 3
31 鳥取県 912 296 32.5 46 33 4
32 島根県 1,254 291 23.2 45 44 2
33 岡山県 2,212 1,332 60.2 49 20 6
34 広島県 2,255 2,725 120.9 54 11 7
35 山口県 1,748 966 55.3 48 24 6
36 徳島県 1,020 242 23.8 45 41 3
37 香川県 992 308 31.1 46 35 4
38 愛媛県 1,669 502 30.1 46 36 4
39 高知県 1,165 767 65.8 49 18 6
40 福岡県 2,742 5,297 193.2 61 5 9
41 佐賀県 1,340 220 16.4 45 47 1
42 長崎県 1,618 1,073 66.3 49 17 6
43 熊本県 2,747 1,308 47.6 48 27 5
44 大分県 1,769 912 51.6 48 26 5
45 宮崎県 1,833 681 37.2 47 30 5
46 鹿児島県 3,243 1,079 33.3 46 32 5

47 沖縄県 1,163 668 57.5 49 21 6

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

27.都市公園数(可住地面積評価)
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社会資本整備の充実度評価指標　【28.一般医療施設数(県内人口評価)】

県
内
人
口

一
般
病
院

一
般
診
療
所

歯
科

一
般
医
療

 
施
設
合
計

(人) (/10万人) (/10万人) (/10万人) (/10万人)

0 全国 127,687,000 6.3 76.0 52.1 134.4 50 － －

1 北海道 5,644,000 9.9 59.6 53.3 122.8 44 27 5

2 青森県 1,452,000 6.5 67.2 39.8 113.5 39 42 3
3 岩手県 1,395,000 6.6 65.5 42.3 114.4 39 40 3
4 宮城県 2,371,000 5.1 65.4 43.4 113.9 39 41 3
5 秋田県 1,159,000 5.5 70.1 41.3 116.9 40 37 4
6 山形県 1,223,000 4.6 75.2 38.3 118.1 41 35 4
7 福島県 2,106,000 6.0 68.3 42.0 116.3 40 38 3
8 茨城県 2,989,000 6.1 54.7 45.1 105.9 34 45 2
9 栃木県 2,013,000 5.0 67.5 47.6 120.1 42 29 5
10 群馬県 2,033,000 6.4 74.3 45.3 126.0 45 25 5
11 埼玉県 7,047,000 4.5 53.0 44.9 102.4 33 47 1
12 千葉県 6,039,000 4.2 60.0 50.2 114.4 39 39 3
13 東京都 12,378,000 4.9 98.5 84.3 187.7 79 1 10
14 神奈川県 8,732,000 3.6 68.4 52.9 124.9 45 26 5
15 新潟県 2,452,000 4.9 70.1 47.3 122.3 43 28 5
16 富山県 1,117,000 8.6 69.9 41.2 119.7 42 30 5
17 石川県 1,179,000 8.3 71.5 39.5 119.3 42 31 5
18 福井県 825,000 9.5 68.4 33.6 111.5 37 43 2
19 山梨県 886,000 6.2 72.7 47.8 126.7 46 24 6
20 長野県 2,211,000 5.6 67.9 45.0 118.5 41 34 4
21 岐阜県 2,110,000 4.7 69.5 43.7 117.9 41 36 4
22 静岡県 3,795,000 4.1 69.3 45.5 118.9 42 32 5
23 愛知県 7,192,000 4.4 65.4 48.8 118.6 41 33 4
24 三重県 1,864,000 5.4 76.0 45.6 127.0 46 23 6
25 滋賀県 1,372,000 4.1 66.3 39.3 109.7 37 44 2
26 京都府 2,638,000 6.4 95.7 50.3 152.4 60 6 8
27 大阪府 8,814,000 5.8 92.1 60.2 158.1 63 4 9
28 兵庫県 5,587,000 5.7 85.4 51.4 142.5 54 10 8
29 奈良県 1,431,000 5.2 75.8 47.5 128.5 47 22 6
30 和歌山県 1,050,000 7.8 103.2 53.7 164.7 67 2 10
31 鳥取県 609,000 6.6 90.8 44.8 142.2 54 11 7
32 島根県 749,000 6.8 102.9 38.9 148.6 58 9 8
33 岡山県 1,952,000 8.6 83.2 50.3 142.1 54 12 7
34 広島県 2,878,000 8.1 90.9 52.3 151.3 59 8 8
35 山口県 1,504,000 8.1 88.2 45.3 141.6 54 13 7
36 徳島県 813,000 13.2 97.2 51.9 162.3 65 3 9
37 香川県 1,018,000 9.4 79.1 43.1 131.6 48 21 6
38 愛媛県 1,477,000 9.5 81.8 46.3 137.6 52 15 7
39 高知県 803,000 16.1 74.9 44.3 135.3 50 17 6
40 福岡県 5,058,000 8.3 86.1 58.0 152.4 60 7 8
41 佐賀県 870,000 11.3 78.0 45.8 135.1 50 18 6
42 長崎県 1,495,000 9.4 97.0 50.1 156.5 62 5 9
43 熊本県 1,852,000 10.0 80.2 43.4 133.6 50 19 6
44 大分県 1,215,000 11.5 79.9 45.3 136.7 51 16 6
45 宮崎県 1,162,000 11.4 77.1 44.5 133.0 49 20 6
46 鹿児島県 1,769,000 13.7 79.0 45.1 137.8 52 14 7

47 沖縄県 1,359,000 6.0 54.8 42.2 103.0 33 46 1

都
道
府
県
名

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

28.一般医療施設数(県内人口評価)
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社会資本整備の充実度評価指標　【29.一般医療施設数(可住地面積評価)】

可
住
地
面
積

一
般
病
院

一
般
診
療
所

歯
科

一
般
医
療

 
施
設
合
計

(km2) (/100km2) (/100km2) (/100km2) (/100km2)

0 全国 122,760 6.6 80.0 54.8 141.4 50 － －

1 北海道 23,284 2.5 15.4 13.7 31.6 46 47 1

2 青森県 3,209 2.9 30.5 18.0 51.4 47 43 2
3 岩手県 3,713 2.5 24.6 15.9 43.0 47 45 2
4 宮城県 3,133 3.9 49.5 32.8 86.2 48 33 4
5 秋田県 3,158 2.0 25.8 15.2 43.0 47 45 2
6 山形県 2,853 2.0 32.3 16.4 50.7 47 44 2
7 福島県 4,218 3.0 34.1 21.0 58.1 47 42 3
8 茨城県 3,975 4.6 41.1 33.9 79.6 48 37 4
9 栃木県 2,948 3.4 46.1 32.5 82.0 48 36 4
10 群馬県 2,297 5.7 65.9 40.1 111.7 49 25 5
11 埼玉県 2,567 12.4 145.7 123.2 281.3 55 8 8
12 千葉県 3,486 7.3 104.0 87.0 198.3 52 10 8
13 東京都 1,395 43.6 873.8 748.0 1665.4 104 1 10
14 神奈川県 1,459 21.5 409.4 316.5 747.4 71 3 9
15 新潟県 4,480 2.7 38.4 25.9 67.0 47 41 3
16 富山県 1,852 5.2 42.2 24.9 72.3 48 40 3
17 石川県 1,381 7.1 61.0 33.7 101.8 49 26 5
18 福井県 1,068 7.3 52.9 26.0 86.2 48 33 4
19 山梨県 951 5.8 67.8 44.5 118.1 49 21 6
20 長野県 3,309 3.7 45.0 29.9 78.6 48 38 3
21 岐阜県 2,167 4.6 68.4 42.9 115.9 49 24 6
22 静岡県 2,731 5.7 96.2 63.2 165.1 51 12 7
23 愛知県 2,959 10.7 159.1 118.7 288.5 55 6 8
24 三重県 2,022 4.9 70.0 42.0 116.9 49 22 6
25 滋賀県 1,289 4.3 70.6 41.8 116.7 49 23 6
26 京都府 1,153 14.5 218.6 114.9 348.0 57 4 9
27 大阪府 1,314 39.1 617.4 403.5 1060.0 82 2 10
28 兵庫県 2,762 11.6 173.0 104.1 288.7 55 5 9
29 奈良県 849 8.7 127.4 79.8 215.9 53 9 8
30 和歌山県 1,096 7.5 98.8 51.4 157.7 51 13 7
31 鳥取県 912 4.4 60.6 29.9 94.9 48 27 5
32 島根県 1,254 4.1 61.3 23.2 88.6 48 31 5
33 岡山県 2,212 7.6 73.4 44.5 125.5 49 17 6
34 広島県 2,255 10.3 115.9 66.7 192.9 52 11 7
35 山口県 1,748 7.0 75.8 39.0 121.8 49 18 6
36 徳島県 1,020 10.5 77.4 41.3 129.2 50 16 6
37 香川県 992 9.7 81.2 44.3 135.2 50 15 7
38 愛媛県 1,669 8.4 72.4 40.9 121.7 49 19 6
39 高知県 1,165 11.0 51.5 30.5 93.0 48 29 5
40 福岡県 2,742 15.4 158.9 107.1 281.4 55 7 8
41 佐賀県 1,340 7.3 50.6 29.7 87.6 48 32 5
42 長崎県 1,618 8.6 89.5 46.3 144.4 50 14 7
43 熊本県 2,747 6.7 54.1 29.2 90.0 48 30 5
44 大分県 1,769 7.9 54.9 31.1 93.9 48 28 5
45 宮崎県 1,833 7.2 48.8 28.2 84.2 48 35 4
46 鹿児島県 3,243 7.5 43.1 24.6 75.2 48 39 3

47 沖縄県 1,163 7.1 64.1 49.4 120.6 49 20 6

都
道
府
県
名

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

29.一般医療施設数(可住地面積評価)
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社会資本整備の充実度評価指標　【30.高齢者施設数(65歳以上人口評価)】

老
人
ホ
ー
ム

老
人
福
祉

セ
ン
タ
ー

老
人
憩
の
家

介
護
老
人

福
祉
施
設

一
般
医
療

 
施
設
合
計

(/10万人) (/10万人) (/10万人) (/10万人) (/10万人)

0 全国 37.1 9.2 17.1 21.3 84.7 50 － －

1 北海道 38.8 8.5 7.7 22.8 77.8 48 34 4

2 青森県 45.7 16.2 16.8 28.3 107.0 58 12 7
3 岩手県 36.3 14.1 6.6 26.7 83.7 50 27 5
4 宮城県 31.9 7.9 45.6 20.3 105.7 58 14 7
5 秋田県 47.4 7.3 26.2 28.5 109.4 59 11 7
6 山形県 34.2 9.2 2.6 24.6 70.6 45 40 3
7 福島県 30.0 10.5 5.4 20.2 66.1 43 44 2
8 茨城県 38.9 11.0 2.2 23.5 75.6 47 36 4
9 栃木県 33.7 7.6 3.4 22.7 67.4 44 43 2
10 群馬県 49.1 10.6 2.0 24.9 86.6 51 23 6
11 埼玉県 30.4 9.5 7.6 17.3 64.8 43 45 2
12 千葉県 34.9 7.2 7.9 17.5 67.5 44 42 3
13 東京都 26.9 9.2 19.1 15.7 70.9 45 39 3
14 神奈川県 30.3 4.5 9.5 15.1 59.4 41 47 1
15 新潟県 36.3 8.4 13.6 22.9 81.2 49 30 5
16 富山県 33.9 13.8 21.3 23.6 92.6 53 20 6
17 石川県 32.5 16.3 10.0 20.9 79.7 48 31 5
18 福井県 43.2 8.7 1.6 27.9 81.4 49 29 5
19 山梨県 39.7 23.8 0.0 23.3 86.8 51 22 6
20 長野県 36.7 18.0 18.2 23.8 96.7 54 18 6
21 岐阜県 34.6 16.4 4.2 19.4 74.6 46 37 4
22 静岡県 33.4 6.9 2.1 19.6 62.0 42 46 1
23 愛知県 28.8 8.7 27.3 13.0 77.8 48 34 4
24 三重県 37.9 8.5 14.2 23.2 83.8 50 26 5
25 滋賀県 36.2 14.2 124.9 22.1 197.4 91 1 10
26 京都府 36.4 9.1 4.2 21.2 70.9 45 38 3
27 大阪府 33.7 8.0 24.7 19.1 85.5 50 24 6
28 兵庫県 38.6 9.3 7.5 22.7 78.1 48 32 5
29 奈良県 43.2 9.5 57.9 21.6 132.2 67 3 9
30 和歌山県 38.6 1.6 43.5 26.3 110.0 59 10 8
31 鳥取県 44.5 18.1 41.7 21.5 125.8 65 4 9
32 島根県 58.4 14.5 1.0 37.9 111.8 60 8 8
33 岡山県 50.1 9.1 25.6 26.1 110.9 59 9 8
34 広島県 44.2 8.3 4.4 25.3 82.2 49 28 5
35 山口県 43.7 6.6 4.6 23.2 78.1 48 32 5
36 徳島県 57.2 17.0 64.5 28.4 167.1 80 2 10
37 香川県 58.6 12.1 0.4 29.5 100.6 56 17 6
38 愛媛県 46.7 6.7 9.3 24.4 87.1 51 21 6
39 高知県 36.4 10.3 53.1 24.6 124.4 64 5 9
40 福岡県 41.7 5.2 39.4 20.4 106.7 58 13 7
41 佐賀県 47.9 14.1 5.2 26.0 93.2 53 19 6
42 長崎県 49.6 7.3 16.4 28.8 102.1 56 16 6
43 熊本県 44.3 9.8 37.1 25.9 117.1 62 7 8
44 大分県 42.2 3.5 50.5 23.2 119.4 62 6 8
45 宮崎県 50.1 6.4 1.5 27.1 85.1 50 25 5
46 鹿児島県 49.0 11.6 12.5 30.9 104.0 57 15 7

47 沖縄県 32.5 11.4 1.8 24.7 70.4 45 41 3

都
道
府
県
名

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

30.高齢者施設数(65歳以上人口評価)
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社会資本整備の充実度評価指標　【31.障害者施設数(県内人口評価)】

県
内
人
口

身
体
障
害
者

知
的
障
害
者

障
害
者

 
施
設
合
計

(人) (/百万人) (/百万人) (/百万人)

0 全国 127,687,000 17.6 33.8 51.4 50 － －

1 北海道 5,644,000 20.0 46.8 66.8 58 17 6

2 青森県 1,452,000 26.2 53.7 79.9 65 7 8
3 岩手県 1,395,000 20.8 46.6 67.4 59 16 6
4 宮城県 2,371,000 12.2 32.0 44.2 46 38 3
5 秋田県 1,159,000 19.0 51.8 70.8 60 13 7
6 山形県 1,223,000 14.7 36.0 50.7 50 35 4
7 福島県 2,106,000 7.6 28.5 36.1 42 44 2
8 茨城県 2,989,000 11.0 26.1 37.1 42 43 2
9 栃木県 2,013,000 21.4 49.7 71.1 60 12 7
10 群馬県 2,033,000 17.7 39.3 57.0 53 26 5
11 埼玉県 7,047,000 10.5 20.0 30.5 39 47 1
12 千葉県 6,039,000 11.9 23.0 34.9 41 45 2
13 東京都 12,378,000 14.8 24.1 38.9 43 42 3
14 神奈川県 8,732,000 11.2 23.5 34.7 41 46 1
15 新潟県 2,452,000 18.4 35.5 53.9 51 31 5
16 富山県 1,117,000 18.8 42.1 60.9 55 21 6
17 石川県 1,179,000 19.5 41.6 61.1 55 19 6
18 福井県 825,000 24.3 64.3 88.6 70 5 9
19 山梨県 886,000 22.6 38.4 61.0 55 20 6
20 長野県 2,211,000 20.8 34.8 55.6 52 27 5
21 岐阜県 2,110,000 13.7 30.3 44.0 46 39 3
22 静岡県 3,795,000 14.0 30.3 44.3 46 37 4
23 愛知県 7,192,000 15.7 26.4 42.1 45 41 3
24 三重県 1,864,000 23.1 29.0 52.1 50 33 4
25 滋賀県 1,372,000 20.4 52.5 72.9 61 10 8
26 京都府 2,638,000 29.6 40.6 70.2 60 14 7
27 大阪府 8,814,000 19.5 33.7 53.2 51 32 5
28 兵庫県 5,587,000 13.2 29.2 42.4 45 40 3
29 奈良県 1,431,000 14.0 32.9 46.9 48 36 4
30 和歌山県 1,050,000 21.9 45.7 67.6 59 15 7
31 鳥取県 609,000 36.1 55.8 91.9 72 3 9
32 島根県 749,000 28.1 61.4 89.5 70 4 9
33 岡山県 1,952,000 16.9 34.3 51.2 50 34 4
34 広島県 2,878,000 21.2 39.6 60.8 55 22 6
35 山口県 1,504,000 21.3 38.6 59.9 55 23 6
36 徳島県 813,000 29.5 43.0 72.5 61 11 7
37 香川県 1,018,000 22.6 32.4 55.0 52 29 5
38 愛媛県 1,477,000 20.3 39.3 59.6 54 24 6
39 高知県 803,000 34.9 47.3 82.2 66 6 8
40 福岡県 5,058,000 20.2 37.2 57.4 53 25 5
41 佐賀県 870,000 19.5 42.5 62.0 56 18 6
42 長崎県 1,495,000 31.4 66.9 98.3 75 1 10
43 熊本県 1,852,000 23.8 49.7 73.5 62 9 8
44 大分県 1,215,000 37.0 55.1 92.1 72 2 10
45 宮崎県 1,162,000 26.7 27.5 54.2 51 30 5
46 鹿児島県 1,769,000 29.4 46.4 75.8 63 8 8

47 沖縄県 1,359,000 20.6 34.6 55.2 52 28 5

都
道
府
県
名

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

31.障害者施設数(県内人口評価)

参考資料：自主研究成果　- 35 -



社会資本整備の充実度評価指標　【32.児童福祉施設数(県内人口評価

県
内
人
口

児
童
福
祉
施
設

児
童
福
祉
施
設

(人) (/10万人) (/10万人)

0 全国 127,687,000 1.9 1.9 50 － －

1 北海道 5,644,000 2.3 2.3 56 21 6

2 青森県 1,452,000 2.5 2.5 58 13 7
3 岩手県 1,395,000 1.9 1.9 50 32 5
4 宮城県 2,371,000 1.2 1.2 41 44 2
5 秋田県 1,159,000 3.4 3.4 71 3 9
6 山形県 1,223,000 1.9 1.9 50 31 5
7 福島県 2,106,000 1.7 1.7 48 34 4
8 茨城県 2,989,000 1.4 1.4 43 42 3
9 栃木県 2,013,000 1.5 1.5 45 39 3
10 群馬県 2,033,000 1.4 1.4 44 40 3
11 埼玉県 7,047,000 1.1 1.1 39 47 1
12 千葉県 6,039,000 1.2 1.2 41 46 1
13 東京都 12,378,000 1.5 1.5 45 38 3
14 神奈川県 8,732,000 1.6 1.6 46 37 4
15 新潟県 2,452,000 1.2 1.2 41 44 2
16 富山県 1,117,000 2.9 2.9 64 6 8
17 石川県 1,179,000 2.6 2.6 59 9 8
18 福井県 825,000 2.3 2.3 56 20 6
19 山梨県 886,000 1.9 1.9 51 30 5
20 長野県 2,211,000 2.5 2.5 59 11 7
21 岐阜県 2,110,000 1.7 1.7 48 34 4
22 静岡県 3,795,000 1.4 1.4 43 42 3
23 愛知県 7,192,000 1.4 1.4 44 40 3
24 三重県 1,864,000 2.1 2.1 53 26 5
25 滋賀県 1,372,000 1.8 1.8 49 33 4
26 京都府 2,638,000 2.4 2.4 57 18 6
27 大阪府 8,814,000 2.2 2.2 54 24 6
28 兵庫県 5,587,000 2.0 2.0 52 27 5
29 奈良県 1,431,000 2.5 2.5 59 12 7
30 和歌山県 1,050,000 3.2 3.2 69 4 9
31 鳥取県 609,000 4.3 4.3 83 1 10
32 島根県 749,000 2.4 2.4 57 17 6
33 岡山県 1,952,000 2.3 2.3 55 22 6
34 広島県 2,878,000 2.0 2.0 51 29 5
35 山口県 1,504,000 2.5 2.5 58 14 7
36 徳島県 813,000 3.1 3.1 67 5 9
37 香川県 1,018,000 1.6 1.6 46 36 4
38 愛媛県 1,477,000 2.2 2.2 54 23 6
39 高知県 803,000 3.6 3.6 74 2 10
40 福岡県 5,058,000 2.0 2.0 52 27 5
41 佐賀県 870,000 2.4 2.4 57 15 7
42 長崎県 1,495,000 2.4 2.4 57 15 7
43 熊本県 1,852,000 2.2 2.2 54 24 6
44 大分県 1,215,000 2.7 2.7 62 7 8
45 宮崎県 1,162,000 2.7 2.7 61 8 8
46 鹿児島県 1,769,000 2.5 2.5 59 10 8

47 沖縄県 1,359,000 2.4 2.4 57 18 6

都
道
府
県
名

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

32.児童福祉施設数(県内人口評価)
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社会資本整備の充実度評価指標　【33.児童福祉教員数】

幼
稚
園
教
員

一
人
当
た
り
の

児
童
数

保
育
園
教
員

一
人
当
た
り
の

生
徒
数

義
務
教
育
教
員

当
た
り
の
指
導

数

(人) (人) (人)

0 全国 14.15 7.72 21.87 50 － －

1 北海道 13.63 7.39 21.02 54 20 6

2 青森県 13.15 7.15 20.30 58 8 8
3 岩手県 14.83 7.74 22.57 46 32 5
4 宮城県 15.80 6.65 22.45 47 29 5
5 秋田県 13.06 7.32 20.38 58 11 7
6 山形県 13.17 7.76 20.93 55 16 6
7 福島県 14.39 7.20 21.59 51 23 6
8 茨城県 14.98 7.79 22.77 45 34 4
9 栃木県 13.63 7.25 20.88 55 15 7
10 群馬県 13.39 8.71 22.10 49 25 5
11 埼玉県 16.82 7.10 23.92 40 42 3
12 千葉県 17.79 8.11 25.90 30 46 1
13 東京都 16.26 6.13 22.39 47 28 5
14 神奈川県 17.84 7.02 24.86 35 45 2
15 新潟県 12.50 8.67 21.17 54 21 6
16 富山県 12.05 8.46 20.51 57 12 7
17 石川県 12.25 7.67 19.92 60 7 8
18 福井県 11.78 8.10 19.88 60 6 8
19 山梨県 13.18 9.91 23.09 44 38 3
20 長野県 12.97 10.16 23.13 44 39 3
21 岐阜県 14.29 10.20 24.49 37 44 2
22 静岡県 15.17 7.63 22.80 45 35 4
23 愛知県 18.51 10.23 28.74 15 47 1
24 三重県 13.14 7.82 20.96 55 17 6
25 滋賀県 12.81 6.65 19.46 62 5 9
26 京都府 15.43 7.51 22.94 45 36 4
27 大阪府 17.30 6.94 24.24 38 43 2
28 兵庫県 15.81 8.07 23.88 40 41 3
29 奈良県 13.69 6.61 20.30 58 8 8
30 和歌山県 12.85 8.73 21.58 51 22 6
31 鳥取県 11.84 7.29 19.13 64 3 9
32 島根県 11.02 6.78 17.80 71 1 10
33 岡山県 13.50 7.47 20.97 55 18 6
34 広島県 15.08 8.50 23.58 41 40 3
35 山口県 14.35 8.32 22.67 46 33 4
36 徳島県 12.22 6.07 18.29 68 2 10
37 香川県 14.05 6.94 20.99 54 19 6
38 愛媛県 14.29 7.63 21.92 50 24 6
39 高知県 12.02 7.38 19.40 62 4 9
40 福岡県 14.49 7.97 22.46 47 30 5
41 佐賀県 14.19 7.95 22.14 49 26 5
42 長崎県 13.03 7.28 20.31 58 10 8
43 熊本県 14.47 7.82 22.29 48 27 5
44 大分県 13.09 7.49 20.58 57 14 7
45 宮崎県 12.91 7.62 20.53 57 13 7
46 鹿児島県 14.94 7.53 22.47 47 31 5

47 沖縄県 16.93 6.13 23.06 44 37 4

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

33.児童福祉教員数
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社会資本整備の充実度評価指標　【34.煤煙発生施設(県内人口評価)】

県
内
人
口

煤
煙
発
生

　
施
設
数

百
万
人
当
た
り

　
施
設
数

(人) (棟) (棟/百万人)

0 全国 127,687,000 216,954 1,699 50 － －

1 北海道 5,644,000 16,309 2,890 27 47 1

2 青森県 1,452,000 3,696 2,545 33 45 2
3 岩手県 1,395,000 3,154 2,261 39 36 4
4 宮城県 2,371,000 4,345 1,833 47 24 6
5 秋田県 1,159,000 2,499 2,156 41 32 5
6 山形県 1,223,000 2,952 2,414 36 40 3
7 福島県 2,106,000 4,561 2,166 41 33 4
8 茨城県 2,989,000 4,236 1,417 56 11 7
9 栃木県 2,013,000 4,998 2,483 35 43 2
10 群馬県 2,033,000 4,228 2,080 43 30 5
11 埼玉県 7,047,000 7,556 1,072 62 2 10
12 千葉県 6,039,000 7,250 1,201 60 6 8
13 東京都 12,378,000 14,436 1,166 60 4 9
14 神奈川県 8,732,000 10,018 1,147 61 3 9
15 新潟県 2,452,000 5,377 2,193 40 34 4
16 富山県 1,117,000 3,034 2,716 30 46 1
17 石川県 1,179,000 2,803 2,377 37 38 3
18 福井県 825,000 1,969 2,387 36 39 3
19 山梨県 886,000 2,217 2,502 34 44 2
20 長野県 2,211,000 5,038 2,279 39 37 4
21 岐阜県 2,110,000 3,993 1,892 46 25 5
22 静岡県 3,795,000 7,459 1,965 45 27 5
23 愛知県 7,192,000 14,436 2,007 44 28 5
24 三重県 1,864,000 4,525 2,428 36 41 3
25 滋賀県 1,372,000 3,385 2,467 35 42 3
26 京都府 2,638,000 4,469 1,694 50 20 6
27 大阪府 8,814,000 13,086 1,485 54 13 7
28 兵庫県 5,587,000 9,120 1,632 51 19 6
29 奈良県 1,431,000 1,821 1,273 58 7 8
30 和歌山県 1,050,000 1,709 1,628 51 18 6
31 鳥取県 609,000 1,089 1,788 48 23 6
32 島根県 749,000 1,329 1,774 49 22 6
33 岡山県 1,952,000 4,009 2,054 43 29 5
34 広島県 2,878,000 4,890 1,699 50 21 6
35 山口県 1,504,000 3,318 2,206 40 35 4
36 徳島県 813,000 1,546 1,902 46 26 5
37 香川県 1,018,000 2,189 2,150 41 31 5
38 愛媛県 1,477,000 2,379 1,611 52 17 6
39 高知県 803,000 1,110 1,382 56 9 8
40 福岡県 5,058,000 7,032 1,390 56 10 8
41 佐賀県 870,000 1,274 1,464 55 12 7
42 長崎県 1,495,000 1,793 1,199 60 5 9
43 熊本県 1,852,000 2,821 1,523 53 15 7
44 大分県 1,215,000 1,850 1,523 53 14 7
45 宮崎県 1,162,000 1,587 1,366 57 8 8
46 鹿児島県 1,769,000 2,748 1,553 53 16 6

47 沖縄県 1,359,000 1,311 965 64 1 10

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

34.煤煙発生施設(県内人口評価)
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社会資本整備の充実度評価指標　【35.粉塵発生施設(県内人口評価)】

県
内
人
口

粉
塵
発
生

　
施
設
数

百
万
人
当
た
り

　
施
設
数

(人) (棟) (棟/百万人)

0 全国 127,687,000 65,556 513 50 － －

1 北海道 5,644,000 4,498 797 43 34 4

2 青森県 1,452,000 1,249 860 41 38 3
3 岩手県 1,395,000 1,477 1,059 36 43 2
4 宮城県 2,371,000 683 288 56 10 8
5 秋田県 1,159,000 711 613 47 21 6
6 山形県 1,223,000 764 625 47 22 6
7 福島県 2,106,000 1,644 781 43 33 4
8 茨城県 2,989,000 2,574 861 41 40 3
9 栃木県 2,013,000 1,487 739 44 30 5
10 群馬県 2,033,000 595 293 56 11 7
11 埼玉県 7,047,000 1,324 188 58 4 9
12 千葉県 6,039,000 1,355 224 57 7 8
13 東京都 12,378,000 1,539 124 60 1 10
14 神奈川県 8,732,000 1,957 224 57 6 8
15 新潟県 2,452,000 800 326 55 12 7
16 富山県 1,117,000 1,070 958 39 42 3
17 石川県 1,179,000 690 585 48 17 6
18 福井県 825,000 605 733 44 29 5
19 山梨県 886,000 595 672 46 27 5
20 長野県 2,211,000 1,451 656 46 25 5
21 岐阜県 2,110,000 1,273 603 48 19 6
22 静岡県 3,795,000 1,041 274 56 9 8
23 愛知県 7,192,000 4,146 576 48 16 6
24 三重県 1,864,000 1,541 827 42 36 4
25 滋賀県 1,372,000 551 402 53 14 7
26 京都府 2,638,000 504 191 58 5 9
27 大阪府 8,814,000 1,487 169 59 3 9
28 兵庫県 5,587,000 4,764 853 41 37 4
29 奈良県 1,431,000 193 135 60 2 10
30 和歌山県 1,050,000 1,465 1,395 27 46 1
31 鳥取県 609,000 201 330 55 13 7
32 島根県 749,000 598 798 43 35 4
33 岡山県 1,952,000 2,319 1,188 33 45 2
34 広島県 2,878,000 2,476 860 41 39 3
35 山口県 1,504,000 1,649 1,096 35 44 2
36 徳島県 813,000 624 768 44 31 5
37 香川県 1,018,000 941 924 40 41 3
38 愛媛県 1,477,000 1,077 729 44 28 5
39 高知県 803,000 487 606 48 20 6
40 福岡県 5,058,000 3,921 775 43 32 5
41 佐賀県 870,000 521 599 48 18 6
42 長崎県 1,495,000 976 653 46 23 6
43 熊本県 1,852,000 878 474 51 15 7
44 大分県 1,215,000 2,591 2,133 09 47 1
45 宮崎県 1,162,000 762 656 46 24 6
46 鹿児島県 1,769,000 1,181 668 46 26 5

47 沖縄県 1,359,000 321 236 57 8 8

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

35.粉塵発生施設(県内人口評価)
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社会資本整備の充実度評価指標　【36.ＣＯ2吸収量】

県
内
人
口

森
林
面
積

一
人
当
た
り

　
森
林
面
積

(人) (km2) (ｍ2/人)

0 全国 127,687,000 244,943 1,918 50 － －

1 北海道 5,644,000 53,247 9,434 81 1 10

2 青森県 1,452,000 6,177 4,254 60 10 8
3 岩手県 1,395,000 11,459 8,214 76 2 10
4 宮城県 2,371,000 4,094 1,727 49 30 5
5 秋田県 1,159,000 8,221 7,094 71 4 9
6 山形県 1,223,000 6,452 5,275 64 6 8
7 福島県 2,106,000 9,372 4,450 60 9 8
8 茨城県 2,989,000 1,890 632 45 40 3
9 栃木県 2,013,000 3,441 1,710 49 31 5
10 群馬県 2,033,000 4,047 1,991 50 28 5
11 埼玉県 7,047,000 1,230 175 43 44 2
12 千葉県 6,039,000 1,635 271 43 43 2
13 東京都 12,378,000 785 63 42 47 1
14 神奈川県 8,732,000 949 109 43 45 2
15 新潟県 2,452,000 7,927 3,233 55 19 6
16 富山県 1,117,000 2,395 2,145 51 25 5
17 石川県 1,179,000 2,779 2,357 52 24 6
18 福井県 825,000 3,104 3,763 58 15 7
19 山梨県 886,000 3,474 3,921 58 13 7
20 長野県 2,211,000 10,135 4,584 61 8 8
21 岐阜県 2,110,000 8,436 3,998 59 12 7
22 静岡県 3,795,000 4,925 1,298 47 35 4
23 愛知県 7,192,000 2,204 307 43 42 3
24 三重県 1,864,000 3,749 2,011 50 27 5
25 滋賀県 1,372,000 2,045 1,490 48 33 4
26 京都府 2,638,000 3,441 1,305 47 34 4
27 大阪府 8,814,000 578 66 42 46 1
28 兵庫県 5,587,000 5,632 1,008 46 37 4
29 奈良県 1,431,000 2,838 1,984 50 29 5
30 和歌山県 1,050,000 3,629 3,457 56 17 6
31 鳥取県 609,000 2,560 4,204 59 11 7
32 島根県 749,000 5,265 7,030 71 5 9
33 岡山県 1,952,000 4,837 2,478 52 22 6
34 広島県 2,878,000 6,146 2,136 51 26 5
35 山口県 1,504,000 4,327 2,877 54 20 6
36 徳島県 813,000 3,109 3,824 58 14 7
37 香川県 1,018,000 882 866 46 38 3
38 愛媛県 1,477,000 3,997 2,706 53 21 6
39 高知県 803,000 5,918 7,370 72 3 9
40 福岡県 5,058,000 2,229 441 44 41 3
41 佐賀県 870,000 1,098 1,262 47 36 4
42 長崎県 1,495,000 2,432 1,627 49 32 5
43 熊本県 1,852,000 4,524 2,443 52 23 6
44 大分県 1,215,000 4,501 3,704 57 16 6
45 宮崎県 1,162,000 5,878 5,059 63 7 8
46 鹿児島県 1,769,000 5,898 3,334 56 18 6

47 沖縄県 1,359,000 1,048 771 45 39 3

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

36.ＣＯ2吸収量
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社会資本整備の充実度評価指標　【37.水質基準満足地点数】

河
川
域

(

B
O
D

)

湖
沼
域

(

C
O
D

)

海
　
域

(

C
O
D

)

合
計

(箇所) (箇所) (箇所) (箇所) (箇所) (％)

0 全国 4,524 3,492 145 95 3,732 82.5% 50 － －

1 北海道 331 248 18 4 270 81.6% 49 30 5

2 青森県 134 80 5 19 104 77.6% 47 35 4
3 岩手県 155 135 11 1 147 94.8% 59 11 7
4 宮城県 95 81 2 0 83 87.4% 53 25 5
5 秋田県 148 109 8 0 117 79.1% 48 33 4
6 山形県 52 50 1 0 51 98.1% 61 3 9
7 福島県 106 77 16 3 96 90.6% 56 18 6
8 茨城県 133 66 0 3 69 51.9% 29 46 1
9 栃木県 124 108 3 0 111 89.5% 55 21 6
10 群馬県 94 66 6 0 72 76.6% 46 36 4
11 埼玉県 55 43 2 0 45 81.8% 50 28 5
12 千葉県 115 65 0 0 65 56.5% 32 45 2
13 東京都 49 34 0 0 34 69.4% 41 40 3
14 神奈川県 87 66 4 0 70 80.5% 49 32 5
15 新潟県 104 99 4 0 103 99.0% 62 2 10
16 富山県 54 48 6 0 54 100.0% 62 1 10
17 石川県 99 81 0 0 81 81.8% 50 28 5
18 福井県 34 31 2 0 33 97.1% 60 5 9
19 山梨県 42 31 4 0 35 83.3% 51 27 5
20 長野県 93 70 9 0 79 84.9% 52 26 5
21 岐阜県 91 83 2 0 85 93.4% 58 15 7
22 静岡県 35 33 0 0 33 94.3% 58 12 7
23 愛知県 37 36 0 0 36 97.3% 60 4 9
24 三重県 72 54 0 0 54 75.0% 45 38 3
25 滋賀県 77 23 0 0 23 29.9% 13 47 1
26 京都府 74 71 0 0 71 95.9% 59 8 8
27 大阪府 89 57 0 0 57 64.0% 37 43 2
28 兵庫県 103 98 1 0 99 96.1% 60 7 8
29 奈良県 71 50 4 0 54 76.1% 46 37 4
30 和歌山県 47 31 0 14 45 95.7% 59 9 8
31 鳥取県 34 20 2 0 22 64.7% 38 41 3
32 島根県 51 33 0 0 33 64.7% 38 41 3
33 岡山県 67 62 0 0 62 92.5% 57 17 6
34 広島県 164 145 2 0 147 89.6% 55 19 6
35 山口県 102 85 5 0 90 88.2% 54 23 6
36 徳島県 43 40 0 1 41 95.3% 59 10 8
37 香川県 97 46 0 13 59 60.8% 35 44 2
38 愛媛県 66 52 6 1 59 89.4% 55 22 6
39 高知県 70 65 0 0 65 92.9% 57 16 6
40 福岡県 376 270 6 19 295 78.5% 47 34 4
41 佐賀県 90 56 0 17 73 81.1% 49 31 5
42 長崎県 74 65 0 0 65 87.8% 54 24 6
43 熊本県 77 69 0 0 69 89.6% 55 20 6
44 大分県 87 82 0 0 82 94.3% 58 13 7
45 宮崎県 164 158 0 0 158 96.3% 60 6 8
46 鹿児島県 80 59 16 0 75 93.8% 58 14 7

47 沖縄県 82 61 0 0 61 74.4% 44 39 3

環境基準満足地点数 達
成
率

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

37.水質基準満足地点数

観
測
地
点
数

※
環
境
基
準
が
設

定
さ
れ
て
い
る
地

点
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社会資本整備の充実度評価指標　【38.水道利用可能地点数】

河
川
域

(

B
O
D

)

湖
沼
域

(

C
O
D

)

合
計

(箇所) (箇所) (箇所) (箇所) (％)

0 全国 5,272 4,210 265 4,475 84.9% 50 － －

1 北海道 351 289 23 312 88.9% 53 23 6

2 青森県 130 103 16 119 91.5% 55 19 6
3 岩手県 188 169 12 181 96.3% 59 6 8
4 宮城県 124 91 12 103 83.1% 49 34 4
5 秋田県 157 118 23 141 89.8% 54 22 6
6 山形県 86 72 7 79 91.9% 56 18 6
7 福島県 154 112 17 129 83.8% 49 33 4
8 茨城県 129 83 0 83 64.3% 34 43 2
9 栃木県 135 111 7 118 87.4% 52 25 5
10 群馬県 133 87 6 93 69.9% 38 40 3
11 埼玉県 60 37 2 39 65.0% 34 42 3
12 千葉県 127 73 0 73 57.5% 28 44 2
13 東京都 49 35 2 37 75.5% 42 38 3
14 神奈川県 101 61 8 69 68.3% 37 41 3
15 新潟県 105 100 4 104 99.0% 61 2 10
16 富山県 54 48 6 54 100.0% 62 1 10
17 石川県 173 131 0 131 75.7% 43 37 4
18 福井県 44 35 2 37 84.1% 49 32 5
19 山梨県 50 41 6 47 94.0% 57 14 7
20 長野県 93 72 16 88 94.6% 58 11 7
21 岐阜県 91 86 2 88 96.7% 59 5 9
22 静岡県 39 30 0 30 76.9% 44 36 4
23 愛知県 40 38 0 38 95.0% 58 10 8
24 三重県 75 69 0 69 92.0% 56 17 6
25 滋賀県 81 34 39 73 90.1% 54 21 6
26 京都府 109 99 0 99 90.8% 55 20 6
27 大阪府 94 50 0 50 53.2% 25 47 1
28 兵庫県 236 202 1 203 86.0% 51 28 5
29 奈良県 71 52 4 56 78.9% 45 35 4
30 和歌山県 32 28 0 28 87.5% 52 24 6
31 鳥取県 121 101 3 104 86.0% 51 29 5
32 島根県 70 51 1 52 74.3% 41 39 3
33 岡山県 77 72 0 72 93.5% 57 15 7
34 広島県 220 187 3 190 86.4% 51 27 5
35 山口県 102 87 7 94 92.2% 56 16 6
36 徳島県 46 44 0 44 95.7% 59 8 8
37 香川県 73 41 0 41 56.2% 27 46 1
38 愛媛県 71 62 6 68 95.8% 59 7 8
39 高知県 74 72 0 72 97.3% 60 4 9
40 福岡県 355 294 6 300 84.5% 50 31 5
41 佐賀県 84 68 5 73 86.9% 52 26 5
42 長崎県 91 77 0 77 84.6% 50 30 5
43 熊本県 89 85 0 85 95.5% 59 9 8
44 大分県 102 94 2 96 94.1% 57 13 7
45 宮崎県 191 186 0 186 97.4% 60 3 9
46 鹿児島県 105 82 17 99 94.3% 58 12 7

47 沖縄県 90 51 0 51 56.7% 27 45 2

環境基準満足地点数 満
足
地
点
割
合

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

38.水道利用可能地点数

観
測
地
点
数

※
環
境
基
準
が
設

定
さ
れ
て
い
る
地

点

参考資料：自主研究成果　- 42 -



社会資本整備の充実度評価指標　【39.大気質環境基準満足地点数】

測
定
地
点
数

満
足
地
点
数

測
定
地
点
数

満
足
地
点
数

測
定
地
点
数

満
足
地
点
数

測
定
地
点
数

満
足
地
点
数

測
定
地
点
数

満
足
地
点
数

測
定
地
点
数

満
足
地
点
数

(％)

0 全国 1,500 1,361 413 413 1,932 1,212 1,892 1,884 1,197 1,197 6,934 6,067 87.5% 50 － －

1 北海道 86 86 9 9 95 85 92 91 24 24 306 295 96.4% 60 17 6

2 青森県 10 10 7 7 21 8 21 20 6 6 65 51 78.5% 40 41 3
3 岩手県 13 13 2 2 19 17 19 19 2 2 55 53 96.4% 60 18 6
4 宮城県 17 17 4 4 42 30 41 41 29 29 133 121 91.0% 54 27 5
5 秋田県 21 21 5 5 26 24 20 20 5 5 77 75 97.4% 61 14 7
6 山形県 17 16 2 2 16 16 18 18 10 10 63 62 98.4% 62 11 7
7 福島県 47 45 3 3 31 25 34 34 34 34 149 141 94.6% 58 21 6
8 茨城県 50 48 7 7 51 13 52 52 36 36 196 156 79.6% 41 39 3
9 栃木県 19 17 11 11 29 7 31 31 20 20 110 86 78.2% 40 43 2
10 群馬県 28 28 12 12 35 13 29 29 17 17 121 99 81.8% 44 37 4
11 埼玉県 47 47 25 25 83 29 86 86 57 57 298 244 81.9% 44 36 4
12 千葉県 98 51 31 31 143 31 145 145 95 95 512 353 68.9% 30 47 1
13 東京都 29 29 34 34 88 20 87 84 44 44 282 211 74.8% 36 46 1
14 神奈川県 60 50 27 27 92 30 92 92 60 60 331 259 78.2% 40 42 3
15 新潟県 35 35 6 6 41 38 39 39 31 31 152 149 98.0% 62 12 7
16 富山県 23 23 6 6 31 27 31 31 25 25 116 112 96.6% 60 16 6
17 石川県 25 24 7 7 27 21 30 30 22 22 111 104 93.7% 57 24 6
18 福井県 26 25 5 5 41 23 35 35 25 25 132 113 85.6% 48 35 4
19 山梨県 2 2 2 2 8 8 11 11 10 10 33 33 100.0% 64 1 10
20 長野県 11 11 2 2 23 22 25 25 13 13 74 73 98.6% 62 10 8
21 岐阜県 16 10 1 1 20 17 16 16 11 11 64 55 85.9% 48 33 4
22 静岡県 63 50 15 15 63 42 68 68 46 46 255 221 86.7% 49 31 5
23 愛知県 80 49 17 17 136 58 130 129 89 89 452 342 75.7% 37 44 2
24 三重県 34 29 3 3 33 14 36 35 23 23 129 104 80.6% 42 38 3
25 滋賀県 8 8 8 8 13 13 14 14 12 12 55 55 100.0% 64 1 10
26 京都府 31 30 10 10 36 30 38 38 29 29 144 137 95.1% 58 19 6
27 大阪府 76 76 32 32 108 99 110 110 75 75 401 392 97.8% 61 13 7
28 兵庫県 85 85 31 31 93 89 103 103 57 57 369 365 98.9% 62 9 8
29 奈良県 14 14 6 6 15 9 15 15 8 8 58 52 89.7% 52 29 5
30 和歌山県 33 32 2 2 31 26 25 25 13 13 104 98 94.2% 57 22 6
31 鳥取県 3 3 4 4 3 3 4 4 3 3 17 17 100.0% 64 1 10
32 島根県 7 7 3 3 9 9 9 9 7 7 35 35 100.0% 64 1 10
33 岡山県 56 52 8 8 62 36 58 58 40 40 224 194 86.6% 49 32 5
34 広島県 30 29 5 5 43 43 46 46 30 30 154 153 99.4% 63 8 8
35 山口県 34 34 4 4 35 24 27 27 18 18 118 107 90.7% 53 28 5
36 徳島県 25 25 1 1 25 25 21 21 18 18 90 90 100.0% 64 1 10
37 香川県 19 19 10 10 21 9 21 21 13 13 84 72 85.7% 48 34 4
38 愛媛県 35 32 8 8 34 16 13 13 11 11 101 80 79.2% 41 40 3
39 高知県 5 4 1 1 6 6 4 4 3 3 19 18 94.7% 58 20 6
40 福岡県 43 43 14 14 58 43 57 57 39 39 211 196 92.9% 56 26 5
41 佐賀県 17 17 2 2 20 18 14 14 8 8 61 59 96.7% 60 15 7
42 長崎県 24 24 5 5 27 20 28 28 20 20 104 97 93.3% 56 25 5
43 熊本県 23 22 1 1 23 16 23 22 16 16 86 77 89.5% 52 30 5
44 大分県 27 27 3 3 28 22 24 24 19 19 101 95 94.1% 57 23 6
45 宮崎県 19 19 5 5 16 16 22 22 13 13 75 75 100.0% 64 1 10
46 鹿児島県 19 13 2 2 20 10 14 14 9 9 64 48 75.0% 36 45 2

47 沖縄県 10 10 5 5 12 12 14 14 2 2 43 43 100.0% 64 1 10

都
道
府
県
名

平成18年度実績

偏
差
値

順
　
位

評
価
値

39.大気質環境基準満足地点数

SO2 CO 達
成
率

SPM NO2 Ox 合計

(箇所) (箇所) (箇所) (箇所) (箇所) (箇所)
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社会資本整備の充実度評価値一覧　【 交通問題 】

分野

No

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

1 北海道 8 8 46 1 1 10 4 9 3 6 1 10 45 2 15 7 16 6 59 4 9
2 青森県 28 5 45 2 16 6 10 8 19 6 11 7 43 2 38 3 7 8 47 32 5
3 岩手県 23 6 47 1 36 4 1 10 2 5 2 10 47 1 32 5 2 10 52 18 6
4 宮城県 12 7 38 3 7 8 30 5 32 5 7 8 17 6 9 8 36 4 54 15 7
5 秋田県 14 7 43 2 38 3 2 10 5 6 6 8 41 3 28 5 5 9 53 16 6
6 山形県 11 7 30 5 13 7 19 6 11 6 4 9 46 1 11 7 9 8 56 11 7
7 福島県 27 5 42 3 27 5 9 8 1 8 13 7 32 5 42 3 11 7 51 24 6
8 茨城県 47 1 44 2 34 4 11 7 7 10 38 3 19 6 6 8 35 4 45 36 4
9 栃木県 9 8 27 5 19 6 26 5 18 5 26 5 29 5 12 7 29 5 51 24 6
10 群馬県 39 3 41 3 39 3 14 7 9 6 25 5 31 5 18 6 34 4 42 38 3
11 埼玉県 37 4 40 3 15 7 39 3 41 8 24 6 9 8 2 10 45 2 51 24 6
12 千葉県 25 5 24 6 12 7 38 3 39 7 36 4 4 9 8 8 43 2 51 24 6
13 東京都 5 9 15 7 3 9 45 2 45 5 42 3 24 6 3 9 44 2 52 18 6
14 神奈川県 10 8 6 8 5 9 46 1 46 6 44 2 37 4 4 9 47 1 48 31 5
15 新潟県 19 6 37 4 26 5 8 8 15 10 17 6 30 5 31 5 17 6 55 14 7
16 富山県 1 10 9 8 17 6 20 6 23 6 9 8 44 2 21 6 14 7 59 4 9
17 石川県 3 9 14 7 10 8 25 5 24 2 10 8 18 6 16 6 18 6 57 8 8
18 福井県 4 9 5 9 20 6 18 6 25 4 16 6 36 4 36 4 6 8 56 11 7
19 山梨県 26 5 26 5 32 5 31 5 28 4 35 4 34 4 44 2 27 5 39 40 3
20 長野県 38 3 39 3 42 3 6 8 6 9 21 6 27 5 35 4 23 6 47 32 5
21 岐阜県 30 5 29 5 35 4 21 6 13 9 32 5 33 4 33 4 26 5 47 32 5
22 静岡県 24 6 25 5 22 6 36 4 33 8 29 5 21 6 24 6 41 3 49 30 5
23 愛知県 15 7 11 7 6 8 42 3 40 9 34 4 7 8 7 8 42 3 57 8 8
24 三重県 40 3 36 4 37 4 27 5 21 7 30 5 35 4 39 3 31 5 40 39 3
25 滋賀県 33 4 7 8 11 7 35 4 36 3 27 5 25 5 25 5 32 5 46 35 4
26 京都府 31 5 32 5 14 7 44 2 44 2 40 3 23 6 34 4 39 3 37 43 2
27 大阪府 2 10 1 10 2 10 47 1 47 5 31 5 8 8 5 9 46 1 59 4 9
28 兵庫県 22 6 22 6 9 8 40 3 42 4 22 6 40 3 29 5 37 4 45 36 4
29 奈良県 41 3 31 5 25 5 34 4 35 5 46 1 26 5 45 2 33 4 34 45 2
30 和歌山県 46 1 21 6 44 2 32 5 30 2 45 2 38 3 46 1 20 6 28 47 1
31 鳥取県 13 7 10 8 24 6 24 6 20 1 5 9 12 7 14 7 3 9 60 3 9
32 島根県 34 4 35 4 41 3 3 9 4 6 23 6 14 7 37 4 1 10 53 16 6
33 岡山県 43 2 33 4 45 2 23 6 10 7 39 3 22 6 41 3 22 6 39 40 3
34 広島県 32 5 17 6 23 6 37 4 37 5 15 7 11 7 17 6 30 5 51 24 6
35 山口県 21 6 4 9 18 6 29 5 31 8 37 4 15 7 27 5 21 6 56 11 7
36 徳島県 44 2 34 4 47 1 16 6 12 6 47 1 28 5 47 1 15 7 33 46 1
37 香川県 18 6 3 9 33 4 33 4 34 1 12 7 1 10 20 6 25 5 52 18 6
38 愛媛県 36 4 18 6 43 2 28 5 29 7 41 3 39 3 43 2 13 7 39 40 3
39 高知県 45 2 28 5 46 1 17 6 17 3 43 2 16 6 40 3 4 9 37 43 2
40 福岡県 16 6 19 6 8 8 43 2 43 7 18 6 20 6 10 8 40 3 52 18 6
41 佐賀県 6 8 2 10 21 6 22 6 26 5 28 5 3 9 13 7 28 5 61 1 10
42 長崎県 42 3 12 7 31 5 15 7 27 8 20 6 42 3 22 6 24 6 51 24 6
43 熊本県 29 5 13 7 40 3 13 7 22 3 19 6 5 9 26 5 12 7 52 18 6
44 大分県 20 6 8 8 30 5 12 7 16 4 14 7 13 7 30 5 8 8 57 8 8
45 宮崎県 35 4 23 6 29 5 7 8 8 3 33 4 2 10 19 6 19 6 52 18 6
46 鹿児島県 7 8 16 6 28 5 5 9 14 3 8 8 6 8 23 6 10 8 61 1 10
47 沖縄県 17 6 20 6 4 9 41 3 38 4 3 9 10 8 1 10 38 3 58 7 8
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社会資本整備の充実度評価値一覧　【 ゴミ問題 】

分野
No

順
位

評
価
値

順
位

評
価
値

順
位

評
価
値

順
位

評
価
値

順
位

評
価
値

1 北海道 7 8 22 6 44 2 15 7 4 9 32 11 7
2 青森県 33 4 43 2 10 8 5 9 6 8 31 12 7
3 岩手県 30 5 36 4 21 6 8 8 17 6 29 18 6
4 宮城県 41 3 42 3 8 8 4 9 2 10 33 8 8
5 秋田県 22 6 46 1 15 7 12 7 8 8 29 18 6
6 山形県 17 6 19 6 45 2 26 5 21 6 25 28 5
7 福島県 18 6 15 7 26 5 11 7 20 6 31 12 7
8 茨城県 25 5 38 3 19 6 1 10 43 2 26 26 5
9 栃木県 23 6 37 4 24 6 31 5 40 3 24 34 4
10 群馬県 36 4 34 4 12 7 2 10 24 6 31 12 7
11 埼玉県 35 4 35 4 30 5 28 5 45 2 20 44 2
12 千葉県 34 4 44 2 17 6 27 5 41 3 20 44 2
13 東京都 5 9 11 7 18 6 37 4 11 7 33 8 8
14 神奈川県 40 3 21 6 3 9 29 5 35 4 27 23 6
15 新潟県 32 5 23 6 14 7 24 6 27 5 29 18 6
16 富山県 37 4 2 10 31 5 36 4 28 5 28 22 6
17 石川県 3 9 31 5 39 3 47 1 3 9 27 23 6
18 福井県 46 1 47 1 29 5 14 7 36 4 18 47 1
19 山梨県 43 2 17 6 28 5 23 6 47 1 20 44 2
20 長野県 15 7 24 6 32 5 39 3 37 4 25 28 5
21 岐阜県 26 5 41 3 36 4 32 5 14 7 24 34 4
22 静岡県 28 5 29 5 16 6 18 6 39 3 25 28 5
23 愛知県 42 3 30 5 22 6 33 4 38 3 21 43 2
24 三重県 1 10 45 2 35 4 7 8 15 7 31 12 7
25 滋賀県 29 5 20 6 42 3 3 9 33 4 27 23 6
26 京都府 44 2 27 5 7 8 17 6 7 8 29 18 6
27 大阪府 47 1 16 6 2 10 25 5 46 1 23 39 3
28 兵庫県 45 2 14 7 4 9 6 8 5 9 35 2 10
29 奈良県 20 6 39 3 9 8 9 8 31 5 30 16 6
30 和歌山県 31 5 25 5 1 10 43 2 34 4 26 26 5
31 鳥取県 10 8 12 7 34 4 46 1 32 5 25 28 5
32 島根県 2 10 1 10 47 1 10 8 16 6 35 2 10
33 岡山県 38 3 10 8 20 6 38 3 30 5 25 28 5
34 広島県 4 9 7 8 37 4 34 4 26 5 30 16 6
35 山口県 6 8 4 9 25 5 19 6 22 6 34 5 9
36 徳島県 13 7 33 4 33 4 16 6 44 2 23 39 3
37 香川県 12 7 40 3 27 5 41 3 23 6 24 34 4
38 愛媛県 16 6 28 5 38 3 20 6 29 5 25 28 5
39 高知県 9 8 3 9 6 8 44 2 12 7 34 5 9
40 福岡県 8 8 32 5 13 7 13 7 9 8 35 2 10
41 佐賀県 24 6 13 7 43 2 22 6 42 3 24 34 4
42 長崎県 14 7 6 8 5 9 35 4 19 6 34 5 9
43 熊本県 11 7 18 6 46 1 45 2 18 6 22 41 3
44 大分県 27 5 8 8 23 6 21 6 10 8 33 8 8
45 宮崎県 39 3 9 8 41 3 40 3 25 5 22 41 3
46 鹿児島県 19 6 5 9 11 7 30 5 1 10 37 1 10
47 沖縄県 21 6 26 5 40 3 42 3 13 7 24 34 4
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社会資本整備の充実度評価値一覧　【 水問題 】

分野

No

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

1 北海道 18 6 5 9 3 9 45 2 26 5 31 13 7
2 青森県 32 5 31 5 35 4 1 10 23 6 30 15 7
3 岩手県 47 1 36 4 23 6 12 7 42 3 21 39 3
4 宮城県 34 4 9 8 6 8 8 8 19 6 34 7 8
5 秋田県 45 2 33 4 36 4 27 5 44 2 17 44 2
6 山形県 28 5 19 6 7 8 40 3 20 6 28 19 6
7 福島県 26 5 37 4 20 6 30 5 40 3 23 35 4
8 茨城県 21 6 30 5 41 3 11 7 46 1 22 37 4
9 栃木県 25 5 23 6 19 6 28 5 38 3 25 31 5
10 群馬県 15 7 35 4 27 5 42 3 5 9 28 19 6
11 埼玉県 3 9 8 8 25 5 39 3 11 7 32 12 7
12 千葉県 8 8 17 6 17 6 33 4 39 3 27 26 5
13 東京都 2 10 1 10 1 10 10 8 13 7 45 1 10
14 神奈川県 1 10 2 10 2 10 47 1 18 6 37 6 8
15 新潟県 19 6 24 6 29 5 35 4 15 7 28 19 6
16 富山県 10 8 11 7 11 7 12 7 36 4 33 8 8
17 石川県 11 7 13 7 13 7 23 6 22 6 33 8 8
18 福井県 17 6 20 6 24 6 1 10 29 5 33 8 8
19 山梨県 14 7 29 5 32 5 23 6 6 8 31 13 7
20 長野県 39 3 12 7 14 7 44 2 10 8 27 26 5
21 岐阜県 16 6 21 6 21 6 17 6 31 5 29 17 6
22 静岡県 6 8 28 5 31 5 34 4 21 6 28 19 6
23 愛知県 5 9 18 6 12 7 29 5 16 6 33 8 8
24 三重県 23 6 42 3 40 3 25 5 12 7 24 33 4
25 滋賀県 20 6 7 8 38 3 41 3 8 8 28 19 6
26 京都府 12 7 6 8 4 9 16 6 4 9 39 3 9
27 大阪府 7 8 3 9 10 8 9 8 1 10 43 2 10
28 兵庫県 4 9 4 9 5 9 45 2 3 9 38 5 9
29 奈良県 13 7 14 7 44 2 20 6 7 8 30 15 7
30 和歌山県 41 3 46 1 47 1 43 2 2 10 17 44 2
31 鳥取県 27 5 26 5 22 6 18 6 14 7 29 17 6
32 島根県 42 3 44 2 39 3 32 5 30 5 18 43 2
33 岡山県 38 3 32 5 37 4 18 6 25 5 23 35 4
34 広島県 24 6 16 6 18 6 26 5 35 4 27 26 5
35 山口県 29 5 25 5 33 4 37 4 37 4 22 37 4
36 徳島県 22 6 47 1 46 1 36 4 34 4 16 47 1
37 香川県 36 4 41 3 42 3 21 6 9 8 24 33 4
38 愛媛県 37 4 38 3 26 5 38 3 33 4 19 41 3
39 高知県 43 2 45 2 34 4 22 6 41 3 17 44 2
40 福岡県 30 5 10 8 9 8 30 5 43 2 28 19 6
41 佐賀県 46 1 43 2 43 2 1 10 32 5 20 40 3
42 長崎県 44 2 27 5 15 7 14 7 17 6 27 26 5
43 熊本県 31 5 22 6 16 6 1 10 47 1 28 19 6
44 大分県 33 4 39 3 45 2 7 8 45 2 19 41 3
45 宮崎県 35 4 34 4 28 5 15 7 28 5 25 31 5
46 鹿児島県 40 3 40 3 30 5 1 10 27 5 26 30 5
47 沖縄県 9 8 15 7 8 8 1 10 24 6 39 3 9
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社会資本整備の充実度評価値一覧　【 教育・文化 】
分野

No

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値
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価
値
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評
価
値
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位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

1 北海道 20 6 47 1 8 8 47 1 11 7 7 8 1 10 34 4 45 18 6
2 青森県 40 3 46 1 13 7 42 3 10 8 22 6 12 7 43 2 37 43 2
3 岩手県 10 8 41 3 5 9 43 2 6 8 15 7 23 6 37 4 47 13 7
4 宮城県 45 2 45 2 27 5 35 4 27 5 32 5 4 9 14 7 39 35 4
5 秋田県 13 7 43 2 10 8 46 1 9 8 4 9 8 8 46 1 44 22 6
6 山形県 18 6 44 2 12 7 44 2 13 7 20 6 6 8 38 3 41 31 5
7 福島県 16 6 36 4 15 7 39 3 17 6 6 8 21 6 42 3 43 25 5
8 茨城県 42 3 39 3 34 4 37 4 36 4 31 5 31 5 28 5 33 46 1
9 栃木県 26 5 34 4 29 5 38 3 28 5 27 5 10 8 22 6 41 31 5
10 群馬県 37 4 31 5 35 4 34 4 37 4 13 7 13 7 23 6 41 31 5
11 埼玉県 31 5 4 9 46 1 5 9 47 1 43 2 40 3 8 8 38 37 4
12 千葉県 32 5 9 8 43 2 16 6 41 3 40 3 42 3 9 8 38 37 4
13 東京都 12 7 1 10 38 3 1 10 43 2 45 2 47 1 1 10 45 18 6
14 神奈川県 47 1 3 9 47 1 3 9 45 2 46 1 46 1 2 10 34 44 2
15 新潟県 24 6 40 3 21 6 41 3 22 6 8 8 22 6 29 5 43 25 5
16 富山県 1 10 11 7 30 5 45 2 31 5 18 6 3 9 13 7 51 6 8
17 石川県 7 8 12 7 26 5 31 5 29 5 10 8 15 7 16 6 51 6 8
18 福井県 2 10 7 8 19 6 25 5 21 6 17 6 4 9 19 6 56 2 10
19 山梨県 4 9 6 8 18 6 17 6 19 6 3 9 34 4 45 2 50 9 8
20 長野県 3 9 14 7 32 5 40 3 26 5 1 10 26 5 40 3 47 13 7
21 岐阜県 17 6 22 6 31 5 27 5 32 5 16 6 32 5 25 5 43 25 5
22 静岡県 29 5 18 6 41 3 21 6 42 3 35 4 36 4 15 7 38 37 4
23 愛知県 46 1 15 7 44 2 6 8 46 1 42 3 38 3 10 8 33 46 1
24 三重県 34 4 30 5 22 6 19 6 18 6 36 4 35 4 12 7 42 30 5
25 滋賀県 9 8 8 8 40 3 29 5 34 4 28 5 30 5 31 5 43 25 5
26 京都府 23 6 5 9 33 4 4 9 33 4 41 3 41 3 7 8 46 16 6
27 大阪府 43 2 2 10 45 2 2 10 44 2 47 1 45 2 3 9 38 37 4
28 兵庫県 44 2 16 6 42 3 7 8 39 3 44 2 17 6 6 8 38 37 4
29 奈良県 30 5 10 8 37 4 9 8 30 5 37 4 14 7 4 9 50 9 8
30 和歌山県 25 5 27 5 6 8 10 8 7 8 23 6 43 2 39 3 45 18 6
31 鳥取県 14 7 28 5 14 7 30 5 4 9 2 10 18 6 33 4 53 4 9
32 島根県 5 9 24 6 2 10 22 6 2 10 5 9 7 8 44 2 60 1 10
33 岡山県 19 6 26 5 24 6 26 5 24 6 30 5 11 7 20 6 46 16 6
34 広島県 36 4 23 6 23 6 11 7 34 4 33 4 23 6 11 7 44 22 6
35 山口県 11 7 19 6 11 7 18 6 12 7 19 6 16 6 24 6 51 6 8
36 徳島県 8 8 17 6 4 9 15 7 5 9 24 6 44 2 41 3 50 9 8
37 香川県 22 6 25 5 28 5 23 6 16 6 29 5 9 8 35 4 45 18 6
38 愛媛県 27 5 29 5 17 6 20 6 15 7 34 4 20 6 36 4 43 25 5
39 高知県 6 8 20 6 1 10 12 7 1 10 26 5 37 4 18 6 56 2 10
40 福岡県 41 3 13 7 39 3 8 8 40 3 38 3 28 5 5 9 41 31 5
41 佐賀県 33 4 38 3 25 5 36 4 25 5 11 7 29 5 47 1 34 44 2
42 長崎県 39 3 32 5 9 8 13 7 14 7 9 8 25 5 17 6 49 12 7
43 熊本県 35 4 37 4 20 6 32 5 23 6 25 5 39 3 27 5 38 37 4
44 大分県 28 5 35 4 7 8 24 6 7 8 21 6 27 5 26 5 47 13 7
45 宮崎県 38 3 42 3 16 6 33 4 20 6 14 7 2 10 30 5 44 22 6
46 鹿児島県 15 7 33 4 3 9 28 5 3 9 12 7 19 6 32 5 52 5 9
47 沖縄県 21 6 21 6 36 4 14 7 38 3 39 3 33 4 21 6 39 35 4
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社会資本整備の充実度評価値一覧　【 医療福祉 】

分野

No

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

1 北海道 27 5 47 1 34 4 17 6 21 6 20 6 28 32 5
2 青森県 42 3 43 2 12 7 7 8 13 7 8 8 35 19 6
3 岩手県 40 3 45 2 27 5 16 6 32 5 32 5 26 35 4
4 宮城県 41 3 33 4 14 7 38 3 44 2 29 5 24 38 3
5 秋田県 37 4 45 2 11 7 13 7 3 9 11 7 36 18 6
6 山形県 35 4 44 2 40 3 35 4 31 5 16 6 24 38 3
7 福島県 38 3 42 3 44 2 44 2 34 4 23 6 20 44 2
8 茨城県 45 2 37 4 36 4 43 2 42 3 34 4 19 45 2
9 栃木県 29 5 36 4 43 2 12 7 39 3 15 7 28 32 5
10 群馬県 25 5 25 5 23 6 26 5 40 3 25 5 29 31 5
11 埼玉県 47 1 8 8 45 2 47 1 47 1 42 3 16 47 1
12 千葉県 39 3 10 8 42 3 45 2 46 1 46 1 18 46 1
13 東京都 1 10 1 10 39 3 42 3 38 3 28 5 34 24 6
14 神奈川県 26 5 3 9 47 1 46 1 37 4 45 2 22 43 2
15 新潟県 28 5 41 3 30 5 31 5 44 2 21 6 26 35 4
16 富山県 30 5 40 3 20 6 21 6 6 8 12 7 35 19 6
17 石川県 31 5 26 5 31 5 19 6 9 8 7 8 37 14 7
18 福井県 43 2 33 4 29 5 5 9 20 6 6 8 34 24 6
19 山梨県 24 6 21 6 22 6 20 6 30 5 38 3 32 29 5
20 長野県 34 4 38 3 18 6 27 5 11 7 39 3 28 32 5
21 岐阜県 36 4 24 6 37 4 39 3 34 4 44 2 23 41 3
22 静岡県 32 5 12 7 46 1 37 4 42 3 35 4 24 38 3
23 愛知県 33 4 6 8 34 4 41 3 40 3 47 1 23 41 3
24 三重県 23 6 22 6 26 5 33 4 26 5 17 6 32 29 5
25 滋賀県 44 2 23 6 1 10 10 8 33 4 5 9 39 9 8
26 京都府 6 8 4 9 38 3 14 7 18 6 36 4 37 14 7
27 大阪府 4 9 2 10 24 6 32 5 24 6 43 2 38 10 8
28 兵庫県 10 8 5 9 32 5 40 3 27 5 41 3 33 28 5
29 奈良県 22 6 9 8 3 9 36 4 12 7 8 8 42 8 8
30 和歌山県 2 10 13 7 10 8 15 7 4 9 22 6 47 3 9
31 鳥取県 11 7 27 5 4 9 3 9 1 10 3 9 49 2 10
32 島根県 9 8 31 5 8 8 4 9 17 6 1 10 46 6 8
33 岡山県 12 7 17 6 9 8 34 4 22 6 18 6 37 14 7
34 広島県 8 8 11 7 28 5 22 6 29 5 40 3 34 24 6
35 山口県 13 7 18 6 32 5 23 6 14 7 33 4 35 19 6
36 徳島県 3 9 16 6 2 10 11 7 5 9 2 10 51 1 10
37 香川県 21 6 15 7 17 6 29 5 36 4 19 6 34 24 6
38 愛媛県 15 7 19 6 21 6 24 6 23 6 24 6 37 14 7
39 高知県 17 6 29 5 5 9 6 8 2 10 4 9 47 3 9
40 福岡県 7 8 7 8 13 7 25 5 27 5 30 5 38 10 8
41 佐賀県 18 6 32 5 19 6 18 6 15 7 26 5 35 19 6
42 長崎県 5 9 14 7 16 6 1 10 15 7 10 8 47 3 9
43 熊本県 19 6 30 5 7 8 9 8 24 6 27 5 38 10 8
44 大分県 16 6 28 5 6 8 2 10 7 8 14 7 44 7 8
45 宮崎県 20 6 35 4 25 5 30 5 8 8 13 7 35 19 6
46 鹿児島県 14 7 39 3 15 7 8 8 10 8 31 5 38 10 8
47 沖縄県 46 1 20 6 41 3 28 5 18 6 37 4 25 37 4
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社会資本整備の充実度評価値一覧　【 環境負荷 】

分野

No

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

順
位
評
価
値

1 北海道 47 1 34 4 1 10 30 5 23 6 17 6 32 31 5
2 青森県 45 2 38 3 10 8 35 4 19 6 41 3 26 42 3
3 岩手県 36 4 43 2 2 10 11 7 6 8 18 6 37 10 8
4 宮城県 24 6 10 8 30 5 25 5 34 4 27 5 33 23 6
5 秋田県 32 5 21 6 4 9 33 4 22 6 14 7 37 10 8
6 山形県 40 3 22 6 6 8 3 9 18 6 11 7 39 5 9
7 福島県 33 4 33 4 9 8 18 6 33 4 21 6 32 31 5
8 茨城県 11 7 40 3 40 3 46 1 43 2 39 3 19 46 1
9 栃木県 43 2 30 5 31 5 21 6 25 5 43 2 25 43 2
10 群馬県 30 5 11 7 28 5 36 4 40 3 37 4 28 39 3
11 埼玉県 2 10 4 9 44 2 28 5 42 3 36 4 33 23 6
12 千葉県 6 8 7 8 43 2 45 2 44 2 47 1 23 45 2
13 東京都 4 9 1 10 47 1 40 3 38 3 46 1 27 40 3
14 神奈川県 3 9 6 8 45 2 32 5 41 3 42 3 30 35 4
15 新潟県 34 4 12 7 19 6 2 10 2 10 12 7 44 2 10
16 富山県 46 1 42 3 25 5 1 10 1 10 16 6 35 17 6
17 石川県 38 3 17 6 24 6 28 5 37 4 24 6 30 35 4
18 福井県 39 3 29 5 15 7 5 9 32 5 35 4 33 23 6
19 山梨県 44 2 27 5 13 7 27 5 14 7 1 10 36 13 7
20 長野県 37 4 25 5 8 8 26 5 11 7 10 8 37 10 8
21 岐阜県 25 5 19 6 12 7 15 7 5 9 33 4 38 8 8
22 静岡県 27 5 9 8 35 4 12 7 36 4 31 5 33 23 6
23 愛知県 28 5 16 6 42 3 4 9 10 8 44 2 33 23 6
24 三重県 41 3 36 4 27 5 38 3 17 6 38 3 24 44 2
25 滋賀県 42 3 14 7 33 4 47 1 21 6 1 10 31 33 4
26 京都府 20 6 5 9 34 4 8 8 20 6 19 6 39 5 9
27 大阪府 13 7 3 9 46 1 43 2 47 1 13 7 27 40 3
28 兵庫県 19 6 37 4 37 4 7 8 28 5 9 8 35 17 6
29 奈良県 7 8 2 10 29 5 37 4 35 4 29 5 36 13 7
30 和歌山県 18 6 46 1 17 6 9 8 24 6 22 6 33 23 6
31 鳥取県 23 6 13 7 11 7 41 3 29 5 1 10 38 8 8
32 島根県 22 6 35 4 5 9 41 3 39 3 1 10 35 17 6
33 岡山県 29 5 45 2 22 6 17 6 15 7 32 5 31 33 4
34 広島県 21 6 39 3 26 5 19 6 27 5 8 8 33 23 6
35 山口県 35 4 44 2 20 6 23 6 16 6 28 5 29 38 3
36 徳島県 26 5 31 5 14 7 10 8 8 8 1 10 43 4 9
37 香川県 31 5 41 3 38 3 44 2 46 1 34 4 18 47 1
38 愛媛県 17 6 28 5 21 6 22 6 7 8 40 3 34 20 6
39 高知県 9 8 20 6 3 9 16 6 4 9 20 6 44 2 10
40 福岡県 10 8 32 5 41 3 34 4 31 5 26 5 30 35 4
41 佐賀県 12 7 18 6 36 4 31 5 26 5 15 7 34 20 6
42 長崎県 5 9 23 6 32 5 24 6 30 5 25 5 36 13 7
43 熊本県 15 7 15 7 23 6 20 6 9 8 30 5 39 5 9
44 大分県 14 7 47 1 16 6 13 7 13 7 23 6 34 20 6
45 宮崎県 8 8 24 6 7 8 6 8 3 9 1 10 49 1 10
46 鹿児島県 16 6 26 5 18 6 14 7 12 7 45 2 33 23 6
47 沖縄県 1 10 8 8 39 3 39 3 45 2 1 10 36 13 7
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社会資本整備の充実度総合評価結果

分野

No

順
位

評
価
値

順
位

評
価
値

順
位

評
価
値

順
位

評
価
値

順
位

評
価
値

順
位

評
価
値

1 北海道 3 9 11 7 13 7 18 6 32 5 31 5 39 9
2 青森県 27 5 12 7 15 7 43 2 19 6 42 3 30 31
3 岩手県 8 8 18 6 39 3 13 7 35 4 10 8 36 19
4 宮城県 18 6 8 8 7 8 35 4 38 3 23 6 35 23
5 秋田県 13 7 18 6 44 2 22 6 18 6 10 8 35 23
6 山形県 8 8 28 5 19 6 31 5 38 3 5 9 36 19
7 福島県 19 6 12 7 35 4 25 5 44 2 31 5 29 35
8 茨城県 37 4 26 5 37 4 46 1 45 2 46 1 17 47
9 栃木県 21 6 34 4 31 5 31 5 32 5 43 2 27 41
10 群馬県 35 4 12 7 19 6 31 5 31 5 39 3 30 31
11 埼玉県 31 5 44 2 12 7 37 4 47 1 23 6 25 45
12 千葉県 27 5 44 2 26 5 37 4 46 1 45 2 19 46
13 東京都 25 5 8 8 1 10 18 6 24 6 40 3 38 12
14 神奈川県 37 4 23 6 6 8 44 2 43 2 35 4 26 42
15 新潟県 21 6 18 6 19 6 25 5 35 4 2 10 37 16
16 富山県 6 8 22 6 8 8 6 8 19 6 17 6 42 5
17 石川県 4 9 23 6 8 8 6 8 14 7 35 4 42 5
18 福井県 8 8 47 1 8 8 2 10 24 6 23 6 39 9
19 山梨県 39 3 44 2 13 7 9 8 29 5 13 7 32 30
20 長野県 31 5 28 5 26 5 13 7 32 5 10 8 35 23
21 岐阜県 33 4 34 4 17 6 25 5 41 3 8 8 30 31
22 静岡県 33 4 28 5 19 6 37 4 38 3 23 6 28 38
23 愛知県 23 6 43 2 8 8 46 1 41 3 23 6 26 42
24 三重県 42 3 12 7 33 4 30 5 29 5 44 2 26 42
25 滋賀県 27 5 23 6 19 6 25 5 9 8 33 4 34 28
26 京都府 43 2 18 6 3 9 16 6 14 7 5 9 39 9
27 大阪府 15 7 39 3 2 10 37 4 10 8 40 3 35 23
28 兵庫県 35 4 2 10 5 9 37 4 28 5 17 6 38 12
29 奈良県 46 1 16 6 15 7 9 8 8 8 13 7 37 16
30 和歌山県 47 1 26 5 44 2 18 6 3 9 23 6 29 35
31 鳥取県 1 10 28 5 17 6 4 9 2 10 8 8 48 1
32 島根県 13 7 2 10 43 2 1 10 6 8 17 6 43 3
33 岡山県 39 3 28 5 35 4 16 6 14 7 33 4 29 35
34 広島県 24 6 16 6 26 5 22 6 24 6 23 6 35 23
35 山口県 19 6 5 9 37 4 6 8 19 6 38 3 36 19
36 徳島県 45 2 39 3 47 1 9 8 1 10 4 9 33 29
37 香川県 15 7 34 4 33 4 18 6 24 6 47 1 28 38
38 愛媛県 43 2 28 5 41 3 25 5 14 7 20 6 28 38
39 高知県 39 3 5 9 44 2 2 10 3 9 2 10 43 3
40 福岡県 27 5 2 10 19 6 31 5 10 8 35 4 38 12
41 佐賀県 4 9 34 4 40 3 44 2 19 6 20 6 30 31
42 長崎県 26 5 5 9 26 5 12 7 3 9 13 7 42 5
43 熊本県 15 7 41 3 19 6 37 4 10 8 5 9 37 16
44 大分県 6 8 8 8 41 3 13 7 7 8 20 6 40 8
45 宮崎県 8 8 41 3 31 5 22 6 19 6 1 10 38 12
46 鹿児島県 1 10 1 10 30 5 5 9 10 8 23 6 48 1
47 沖縄県 8 8 34 4 3 9 35 4 37 4 13 7 36 19
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県名 総合順位

北海道 9位

順位 評価値

3位 9
11位 7
13位 7
18位 6
32位 5
31位 5

医療福祉
環境負荷

総合順位 9位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 8 8 図書館数 20 6
舗装率 46 1 図書館密度 47 1
歩道設置率 1 10 学校数 8 8
車道面積 4 9 学校密度 47 1
歩道面積 3 9 教員数 11 7
整備率 1 10 スポーツ 運動施設数 7 8
舗装率 45 2 公園数 1 10
歩道設置率 15 7 公園面積 34 4
車道面積 16 6 医療施設数 27 5
処理能力 7 8 医療施設密度 47 1
不法投棄 22 6 高齢者福祉 34 4
焼却能力 44 2 障害者福祉 17 6
粗大ゴミ 15 7 児童施設 21 6
最終処分 4 9 児童教員 20 6
水洗化率 18 6 煤煙施設 47 1
接続人口 5 9 粉塵施設 34 4
整備面積 3 9 ＣＯ2吸収 1 10
都市下水 45 2 環境基準 30 5
給水人口 26 5 水道利用 23 6

大気質 17 6

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

北海道 9位
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市町村道
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煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用
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県名 総合順位

青森県 31位

順位 評価値

27位 5
12位 7
15位 7
43位 2
19位 6
42位 3

医療福祉
環境負荷

総合順位 31位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 28 5 図書館数 40 3
舗装率 45 2 図書館密度 46 1
歩道設置率 16 6 学校数 13 7
車道面積 10 8 学校密度 42 3
歩道面積 19 6 教員数 10 8
整備率 11 7 スポーツ 運動施設数 22 6
舗装率 43 2 公園数 12 7
歩道設置率 38 3 公園面積 43 2
車道面積 7 8 医療施設数 42 3
処理能力 33 4 医療施設密度 43 2
不法投棄 43 2 高齢者福祉 12 7
焼却能力 10 8 障害者福祉 7 8
粗大ゴミ 5 9 児童施設 13 7
最終処分 6 8 児童教員 8 8
水洗化率 32 5 煤煙施設 45 2
接続人口 31 5 粉塵施設 38 3
整備面積 35 4 ＣＯ2吸収 10 8
都市下水 1 10 環境基準 35 4
給水人口 23 6 水道利用 19 6

大気質 41 3

評価指標
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市町村道
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医療福祉
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県名 総合順位

青森県 31位
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環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

岩手県 19位

順位 評価値

8位 8
18位 6
39位 3
13位 7
35位 4
10位 8

医療福祉
環境負荷

総合順位 19位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 23 6 図書館数 10 8
舗装率 47 1 図書館密度 41 3
歩道設置率 36 4 学校数 5 9
車道面積 1 10 学校密度 43 2
歩道面積 2 10 教員数 6 8
整備率 2 10 スポーツ 運動施設数 15 7
舗装率 47 1 公園数 23 6
歩道設置率 32 5 公園面積 37 4
車道面積 2 10 医療施設数 40 3
処理能力 30 5 医療施設密度 45 2
不法投棄 36 4 高齢者福祉 27 5
焼却能力 21 6 障害者福祉 16 6
粗大ゴミ 8 8 児童施設 32 5
最終処分 17 6 児童教員 32 5
水洗化率 47 1 煤煙施設 36 4
接続人口 36 4 粉塵施設 43 2
整備面積 23 6 ＣＯ2吸収 2 10
都市下水 12 7 環境基準 11 7
給水人口 42 3 水道利用 6 8

大気質 18 6

評価指標
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県名 総合順位

岩手県 19位
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県名 総合順位

宮城県 23位

順位 評価値

18位 6
8位 8
7位 8
35位 4
38位 3
23位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 23位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 12 7 図書館数 45 2
舗装率 38 3 図書館密度 45 2
歩道設置率 7 8 学校数 27 5
車道面積 30 5 学校密度 35 4
歩道面積 32 5 教員数 27 5
整備率 7 8 スポーツ 運動施設数 32 5
舗装率 17 6 公園数 4 9
歩道設置率 9 8 公園面積 14 7
車道面積 36 4 医療施設数 41 3
処理能力 41 3 医療施設密度 33 4
不法投棄 42 3 高齢者福祉 14 7
焼却能力 8 8 障害者福祉 38 3
粗大ゴミ 4 9 児童施設 44 2
最終処分 2 10 児童教員 29 5
水洗化率 34 4 煤煙施設 24 6
接続人口 9 8 粉塵施設 10 8
整備面積 6 8 ＣＯ2吸収 30 5
都市下水 8 8 環境基準 25 5
給水人口 19 6 水道利用 34 4

大気質 27 5

評価指標
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県名 総合順位

宮城県 23位
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県名 総合順位

秋田県 23位

順位 評価値

13位 7
18位 6
44位 2
22位 6
18位 6
10位 8

医療福祉
環境負荷

総合順位 23位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 14 7 図書館数 13 7
舗装率 43 2 図書館密度 43 2
歩道設置率 38 3 学校数 10 8
車道面積 2 10 学校密度 46 1
歩道面積 5 9 教員数 9 8
整備率 6 8 スポーツ 運動施設数 4 9
舗装率 41 3 公園数 8 8
歩道設置率 28 5 公園面積 46 1
車道面積 5 9 医療施設数 37 4
処理能力 22 6 医療施設密度 45 2
不法投棄 46 1 高齢者福祉 11 7
焼却能力 15 7 障害者福祉 13 7
粗大ゴミ 12 7 児童施設 3 9
最終処分 8 8 児童教員 11 7
水洗化率 45 2 煤煙施設 32 5
接続人口 33 4 粉塵施設 21 6
整備面積 36 4 ＣＯ2吸収 4 9
都市下水 27 5 環境基準 33 4
給水人口 44 2 水道利用 22 6

大気質 14 7

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉

参考資料：自主研究成果　- 59 -



県名 総合順位

秋田県 23位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質

参考資料：自主研究成果　- 60 -



県名 総合順位

山形県 19位

順位 評価値

8位 8
28位 5
19位 6
31位 5
38位 3
5位 9

医療福祉
環境負荷

総合順位 19位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 11 7 図書館数 18 6
舗装率 30 5 図書館密度 44 2
歩道設置率 13 7 学校数 12 7
車道面積 19 6 学校密度 44 2
歩道面積 11 7 教員数 13 7
整備率 4 9 スポーツ 運動施設数 20 6
舗装率 46 1 公園数 6 8
歩道設置率 11 7 公園面積 38 3
車道面積 9 8 医療施設数 35 4
処理能力 17 6 医療施設密度 44 2
不法投棄 19 6 高齢者福祉 40 3
焼却能力 45 2 障害者福祉 35 4
粗大ゴミ 26 5 児童施設 31 5
最終処分 21 6 児童教員 16 6
水洗化率 28 5 煤煙施設 40 3
接続人口 19 6 粉塵施設 22 6
整備面積 7 8 ＣＯ2吸収 6 8
都市下水 40 3 環境基準 3 9
給水人口 20 6 水道利用 18 6

大気質 11 7

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉

参考資料：自主研究成果　- 61 -



県名 総合順位

山形県 19位
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質

参考資料：自主研究成果　- 62 -



県名 総合順位

福島県 35位

順位 評価値

19位 6
12位 7
35位 4
25位 5
44位 2
31位 5

医療福祉
環境負荷

総合順位 35位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 27 5 図書館数 16 6
舗装率 42 3 図書館密度 36 4
歩道設置率 27 5 学校数 15 7
車道面積 9 8 学校密度 39 3
歩道面積 1 10 教員数 17 6
整備率 13 7 スポーツ 運動施設数 6 8
舗装率 32 5 公園数 21 6
歩道設置率 42 3 公園面積 42 3
車道面積 11 7 医療施設数 38 3
処理能力 18 6 医療施設密度 42 3
不法投棄 15 7 高齢者福祉 44 2
焼却能力 26 5 障害者福祉 44 2
粗大ゴミ 11 7 児童施設 34 4
最終処分 20 6 児童教員 23 6
水洗化率 26 5 煤煙施設 33 4
接続人口 37 4 粉塵施設 33 4
整備面積 20 6 ＣＯ2吸収 9 8
都市下水 30 5 環境基準 18 6
給水人口 40 3 水道利用 33 4

大気質 21 6

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉

参考資料：自主研究成果　- 63 -



県名 総合順位

福島県 35位

0
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4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

茨城県 47位

順位 評価値

37位 4
26位 5
37位 4
46位 1
45位 2
46位 1

医療福祉
環境負荷

総合順位 47位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 47 1 図書館数 42 3
舗装率 44 2 図書館密度 39 3
歩道設置率 34 4 学校数 34 4
車道面積 11 7 学校密度 37 4
歩道面積 7 8 教員数 36 4
整備率 38 3 スポーツ 運動施設数 31 5
舗装率 19 6 公園数 31 5
歩道設置率 6 8 公園面積 28 5
車道面積 35 4 医療施設数 45 2
処理能力 25 5 医療施設密度 37 4
不法投棄 38 3 高齢者福祉 36 4
焼却能力 19 6 障害者福祉 43 2
粗大ゴミ 1 10 児童施設 42 3
最終処分 43 2 児童教員 34 4
水洗化率 21 6 煤煙施設 11 7
接続人口 30 5 粉塵施設 40 3
整備面積 41 3 ＣＯ2吸収 40 3
都市下水 11 7 環境基準 46 1
給水人口 46 1 水道利用 43 2

大気質 39 3

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

茨城県 47位
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量
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6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2
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10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数
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6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

栃木県 41位

順位 評価値

21位 6
34位 4
31位 5
31位 5
32位 5
43位 2

医療福祉
環境負荷

総合順位 41位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 9 8 図書館数 26 5
舗装率 27 5 図書館密度 34 4
歩道設置率 19 6 学校数 29 5
車道面積 26 5 学校密度 38 3
歩道面積 18 6 教員数 28 5
整備率 26 5 スポーツ 運動施設数 27 5
舗装率 29 5 公園数 10 8
歩道設置率 12 7 公園面積 22 6
車道面積 29 5 医療施設数 29 5
処理能力 23 6 医療施設密度 36 4
不法投棄 37 4 高齢者福祉 43 2
焼却能力 24 6 障害者福祉 12 7
粗大ゴミ 31 5 児童施設 39 3
最終処分 40 3 児童教員 15 7
水洗化率 25 5 煤煙施設 43 2
接続人口 23 6 粉塵施設 30 5
整備面積 19 6 ＣＯ2吸収 31 5
都市下水 28 5 環境基準 21 6
給水人口 38 3 水道利用 25 5

大気質 43 2

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育
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環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉

参考資料：自主研究成果　- 67 -



県名 総合順位

栃木県 41位
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都市公園
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義務教育

学校数
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施設数
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環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)
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水質

水道利用

大気質

参考資料：自主研究成果　- 68 -



県名 総合順位

群馬県 31位

順位 評価値

35位 4
12位 7
19位 6
31位 5
31位 5
39位 3

医療福祉
環境負荷

総合順位 31位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 39 3 図書館数 37 4
舗装率 41 3 図書館密度 31 5
歩道設置率 39 3 学校数 35 4
車道面積 14 7 学校密度 34 4
歩道面積 9 8 教員数 37 4
整備率 25 5 スポーツ 運動施設数 13 7
舗装率 31 5 公園数 13 7
歩道設置率 18 6 公園面積 23 6
車道面積 34 4 医療施設数 25 5
処理能力 36 4 医療施設密度 25 5
不法投棄 34 4 高齢者福祉 23 6
焼却能力 12 7 障害者福祉 26 5
粗大ゴミ 2 10 児童施設 40 3
最終処分 24 6 児童教員 25 5
水洗化率 15 7 煤煙施設 30 5
接続人口 35 4 粉塵施設 11 7
整備面積 27 5 ＣＯ2吸収 28 5
都市下水 42 3 環境基準 36 4
給水人口 5 9 水道利用 40 3

大気質 37 4

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉

参考資料：自主研究成果　- 69 -



県名 総合順位

群馬県 31位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

埼玉県 45位

順位 評価値

31位 5
44位 2
12位 7
37位 4
47位 1
23位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 45位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 37 4 図書館数 31 5
舗装率 40 3 図書館密度 4 9
歩道設置率 15 7 学校数 46 1
車道面積 39 3 学校密度 5 9
歩道面積 41 3 教員数 47 1
整備率 24 6 スポーツ 運動施設数 43 2
舗装率 9 8 公園数 40 3
歩道設置率 2 10 公園面積 8 8
車道面積 45 2 医療施設数 47 1
処理能力 35 4 医療施設密度 8 8
不法投棄 35 4 高齢者福祉 45 2
焼却能力 30 5 障害者福祉 47 1
粗大ゴミ 28 5 児童施設 47 1
最終処分 45 2 児童教員 42 3
水洗化率 3 9 煤煙施設 2 10
接続人口 8 8 粉塵施設 4 9
整備面積 25 5 ＣＯ2吸収 44 2
都市下水 39 3 環境基準 28 5
給水人口 11 7 水道利用 42 3

大気質 36 4

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

埼玉県 45位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

千葉県 46位

順位 評価値

27位 5
44位 2
26位 5
37位 4
46位 1
45位 2

医療福祉
環境負荷

総合順位 46位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 25 5 図書館数 32 5
舗装率 24 6 図書館密度 9 8
歩道設置率 12 7 学校数 43 2
車道面積 38 3 学校密度 16 6
歩道面積 39 3 教員数 41 3
整備率 36 4 スポーツ 運動施設数 40 3
舗装率 4 9 公園数 42 3
歩道設置率 8 8 公園面積 9 8
車道面積 43 2 医療施設数 39 3
処理能力 34 4 医療施設密度 10 8
不法投棄 44 2 高齢者福祉 42 3
焼却能力 17 6 障害者福祉 45 2
粗大ゴミ 27 5 児童施設 46 1
最終処分 41 3 児童教員 46 1
水洗化率 8 8 煤煙施設 6 8
接続人口 17 6 粉塵施設 7 8
整備面積 17 6 ＣＯ2吸収 43 2
都市下水 33 4 環境基準 45 2
給水人口 39 3 水道利用 44 2

大気質 47 1

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

千葉県 46位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

東京都 12位

順位 評価値

25位 5
8位 8
1位 10
18位 6
24位 6
40位 3

医療福祉
環境負荷

総合順位 12位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 5 9 図書館数 12 7
舗装率 15 7 図書館密度 1 10
歩道設置率 3 9 学校数 38 3
車道面積 45 2 学校密度 1 10
歩道面積 45 2 教員数 43 2
整備率 42 3 スポーツ 運動施設数 45 2
舗装率 24 6 公園数 47 1
歩道設置率 3 9 公園面積 1 10
車道面積 44 2 医療施設数 1 10
処理能力 5 9 医療施設密度 1 10
不法投棄 11 7 高齢者福祉 39 3
焼却能力 18 6 障害者福祉 42 3
粗大ゴミ 37 4 児童施設 38 3
最終処分 11 7 児童教員 28 5
水洗化率 2 10 煤煙施設 4 9
接続人口 1 10 粉塵施設 1 10
整備面積 1 10 ＣＯ2吸収 47 1
都市下水 10 8 環境基準 40 3
給水人口 13 7 水道利用 38 3

大気質 46 1

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

東京都 12位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

神奈川県 42位

順位 評価値

37位 4
23位 6
6位 8
44位 2
43位 2
35位 4

医療福祉
環境負荷

総合順位 42位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 10 8 図書館数 47 1
舗装率 6 8 図書館密度 3 9
歩道設置率 5 9 学校数 47 1
車道面積 46 1 学校密度 3 9
歩道面積 46 1 教員数 45 2
整備率 44 2 スポーツ 運動施設数 46 1
舗装率 37 4 公園数 46 1
歩道設置率 4 9 公園面積 2 10
車道面積 47 1 医療施設数 26 5
処理能力 40 3 医療施設密度 3 9
不法投棄 21 6 高齢者福祉 47 1
焼却能力 3 9 障害者福祉 46 1
粗大ゴミ 29 5 児童施設 37 4
最終処分 35 4 児童教員 45 2
水洗化率 1 10 煤煙施設 3 9
接続人口 2 10 粉塵施設 6 8
整備面積 2 10 ＣＯ2吸収 45 2
都市下水 47 1 環境基準 32 5
給水人口 18 6 水道利用 41 3

大気質 42 3

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

神奈川県 42位
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積
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ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量
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水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
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教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数
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医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質

参考資料：自主研究成果　- 78 -



県名 総合順位

新潟県 16位

順位 評価値

21位 6
18位 6
19位 6
25位 5
35位 4
2位 10

医療福祉
環境負荷

総合順位 16位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 19 6 図書館数 24 6
舗装率 37 4 図書館密度 40 3
歩道設置率 26 5 学校数 21 6
車道面積 8 8 学校密度 41 3
歩道面積 15 7 教員数 22 6
整備率 17 6 スポーツ 運動施設数 8 8
舗装率 30 5 公園数 22 6
歩道設置率 31 5 公園面積 29 5
車道面積 17 6 医療施設数 28 5
処理能力 32 5 医療施設密度 41 3
不法投棄 23 6 高齢者福祉 30 5
焼却能力 14 7 障害者福祉 31 5
粗大ゴミ 24 6 児童施設 44 2
最終処分 27 5 児童教員 21 6
水洗化率 19 6 煤煙施設 34 4
接続人口 24 6 粉塵施設 12 7
整備面積 29 5 ＣＯ2吸収 19 6
都市下水 35 4 環境基準 2 10
給水人口 15 7 水道利用 2 10

大気質 12 7

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉

参考資料：自主研究成果　- 79 -



県名 総合順位

新潟県 16位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

富山県 5位

順位 評価値

6位 8
22位 6
8位 8
6位 8
19位 6
17位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 5位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 1 10 図書館数 1 10
舗装率 9 8 図書館密度 11 7
歩道設置率 17 6 学校数 30 5
車道面積 20 6 学校密度 45 2
歩道面積 23 6 教員数 31 5
整備率 9 8 スポーツ 運動施設数 18 6
舗装率 44 2 公園数 3 9
歩道設置率 21 6 公園面積 13 7
車道面積 14 7 医療施設数 30 5
処理能力 37 4 医療施設密度 40 3
不法投棄 2 10 高齢者福祉 20 6
焼却能力 31 5 障害者福祉 21 6
粗大ゴミ 36 4 児童施設 6 8
最終処分 28 5 児童教員 12 7
水洗化率 10 8 煤煙施設 46 1
接続人口 11 7 粉塵施設 42 3
整備面積 11 7 ＣＯ2吸収 25 5
都市下水 12 7 環境基準 1 10
給水人口 36 4 水道利用 1 10

大気質 16 6

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉

参考資料：自主研究成果　- 81 -



県名 総合順位

富山県 5位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

石川県 5位

順位 評価値

4位 9
23位 6
8位 8
6位 8
14位 7
35位 4

医療福祉
環境負荷

総合順位 5位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 3 9 図書館数 7 8
舗装率 14 7 図書館密度 12 7
歩道設置率 10 8 学校数 26 5
車道面積 25 5 学校密度 31 5
歩道面積 24 6 教員数 29 5
整備率 10 8 スポーツ 運動施設数 10 8
舗装率 18 6 公園数 15 7
歩道設置率 16 6 公園面積 16 6
車道面積 18 6 医療施設数 31 5
処理能力 3 9 医療施設密度 26 5
不法投棄 31 5 高齢者福祉 31 5
焼却能力 39 3 障害者福祉 19 6
粗大ゴミ 47 1 児童施設 9 8
最終処分 3 9 児童教員 7 8
水洗化率 11 7 煤煙施設 38 3
接続人口 13 7 粉塵施設 17 6
整備面積 13 7 ＣＯ2吸収 24 6
都市下水 23 6 環境基準 28 5
給水人口 22 6 水道利用 37 4

大気質 24 6

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉

参考資料：自主研究成果　- 83 -



県名 総合順位

石川県 5位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

福井県 9位

順位 評価値

8位 8
47位 1
8位 8
2位 10
24位 6
23位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 9位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 4 9 図書館数 2 10
舗装率 5 9 図書館密度 7 8
歩道設置率 20 6 学校数 19 6
車道面積 18 6 学校密度 25 5
歩道面積 25 5 教員数 21 6
整備率 16 6 スポーツ 運動施設数 17 6
舗装率 36 4 公園数 4 9
歩道設置率 36 4 公園面積 19 6
車道面積 6 8 医療施設数 43 2
処理能力 46 1 医療施設密度 33 4
不法投棄 47 1 高齢者福祉 29 5
焼却能力 29 5 障害者福祉 5 9
粗大ゴミ 14 7 児童施設 20 6
最終処分 36 4 児童教員 6 8
水洗化率 17 6 煤煙施設 39 3
接続人口 20 6 粉塵施設 29 5
整備面積 24 6 ＣＯ2吸収 15 7
都市下水 1 10 環境基準 5 9
給水人口 29 5 水道利用 32 5

大気質 35 4

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

福井県 9位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

山梨県 30位

順位 評価値

39位 3
44位 2
13位 7
9位 8
29位 5
13位 7

医療福祉
環境負荷

総合順位 30位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 26 5 図書館数 4 9
舗装率 26 5 図書館密度 6 8
歩道設置率 32 5 学校数 18 6
車道面積 31 5 学校密度 17 6
歩道面積 28 5 教員数 19 6
整備率 35 4 スポーツ 運動施設数 3 9
舗装率 34 4 公園数 34 4
歩道設置率 44 2 公園面積 45 2
車道面積 27 5 医療施設数 24 6
処理能力 43 2 医療施設密度 21 6
不法投棄 17 6 高齢者福祉 22 6
焼却能力 28 5 障害者福祉 20 6
粗大ゴミ 23 6 児童施設 30 5
最終処分 47 1 児童教員 38 3
水洗化率 14 7 煤煙施設 44 2
接続人口 29 5 粉塵施設 27 5
整備面積 32 5 ＣＯ2吸収 13 7
都市下水 23 6 環境基準 27 5
給水人口 6 8 水道利用 14 7

大気質 1 10

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

山梨県 30位
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量
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4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

長野県 23位

順位 評価値

31位 5
28位 5
26位 5
13位 7
32位 5
10位 8

医療福祉
環境負荷

総合順位 23位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 38 3 図書館数 3 9
舗装率 39 3 図書館密度 14 7
歩道設置率 42 3 学校数 32 5
車道面積 6 8 学校密度 40 3
歩道面積 6 8 教員数 26 5
整備率 21 6 スポーツ 運動施設数 1 10
舗装率 27 5 公園数 26 5
歩道設置率 35 4 公園面積 40 3
車道面積 23 6 医療施設数 34 4
処理能力 15 7 医療施設密度 38 3
不法投棄 24 6 高齢者福祉 18 6
焼却能力 32 5 障害者福祉 27 5
粗大ゴミ 39 3 児童施設 11 7
最終処分 37 4 児童教員 39 3
水洗化率 39 3 煤煙施設 37 4
接続人口 12 7 粉塵施設 25 5
整備面積 14 7 ＣＯ2吸収 8 8
都市下水 44 2 環境基準 26 5
給水人口 10 8 水道利用 11 7

大気質 10 8

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

長野県 23位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

岐阜県 31位

順位 評価値

33位 4
34位 4
17位 6
25位 5
41位 3
8位 8

医療福祉
環境負荷

総合順位 31位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 30 5 図書館数 17 6
舗装率 29 5 図書館密度 22 6
歩道設置率 35 4 学校数 31 5
車道面積 21 6 学校密度 27 5
歩道面積 13 7 教員数 32 5
整備率 32 5 スポーツ 運動施設数 16 6
舗装率 33 4 公園数 32 5
歩道設置率 33 4 公園面積 25 5
車道面積 26 5 医療施設数 36 4
処理能力 26 5 医療施設密度 24 6
不法投棄 41 3 高齢者福祉 37 4
焼却能力 36 4 障害者福祉 39 3
粗大ゴミ 32 5 児童施設 34 4
最終処分 14 7 児童教員 44 2
水洗化率 16 6 煤煙施設 25 5
接続人口 21 6 粉塵施設 19 6
整備面積 21 6 ＣＯ2吸収 12 7
都市下水 17 6 環境基準 15 7
給水人口 31 5 水道利用 5 9

大気質 33 4

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

岐阜県 31位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

静岡県 38位

順位 評価値

33位 4
28位 5
19位 6
37位 4
38位 3
23位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 38位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 24 6 図書館数 29 5
舗装率 25 5 図書館密度 18 6
歩道設置率 22 6 学校数 41 3
車道面積 36 4 学校密度 21 6
歩道面積 33 4 教員数 42 3
整備率 29 5 スポーツ 運動施設数 35 4
舗装率 21 6 公園数 36 4
歩道設置率 24 6 公園面積 15 7
車道面積 41 3 医療施設数 32 5
処理能力 28 5 医療施設密度 12 7
不法投棄 29 5 高齢者福祉 46 1
焼却能力 16 6 障害者福祉 37 4
粗大ゴミ 18 6 児童施設 42 3
最終処分 39 3 児童教員 35 4
水洗化率 6 8 煤煙施設 27 5
接続人口 28 5 粉塵施設 9 8
整備面積 31 5 ＣＯ2吸収 35 4
都市下水 34 4 環境基準 12 7
給水人口 21 6 水道利用 36 4

大気質 31 5

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

静岡県 38位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

愛知県 42位

順位 評価値

23位 6
43位 2
8位 8
46位 1
41位 3
23位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 42位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 15 7 図書館数 46 1
舗装率 11 7 図書館密度 15 7
歩道設置率 6 8 学校数 44 2
車道面積 42 3 学校密度 6 8
歩道面積 40 3 教員数 46 1
整備率 34 4 スポーツ 運動施設数 42 3
舗装率 7 8 公園数 38 3
歩道設置率 7 8 公園面積 10 8
車道面積 42 3 医療施設数 33 4
処理能力 42 3 医療施設密度 6 8
不法投棄 30 5 高齢者福祉 34 4
焼却能力 22 6 障害者福祉 41 3
粗大ゴミ 33 4 児童施設 40 3
最終処分 38 3 児童教員 47 1
水洗化率 5 9 煤煙施設 28 5
接続人口 18 6 粉塵施設 16 6
整備面積 12 7 ＣＯ2吸収 42 3
都市下水 29 5 環境基準 4 9
給水人口 16 6 水道利用 10 8

大気質 44 2

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

愛知県 42位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

三重県 42位

順位 評価値

42位 3
12位 7
33位 4
30位 5
29位 5
44位 2

医療福祉
環境負荷

総合順位 42位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 40 3 図書館数 34 4
舗装率 36 4 図書館密度 30 5
歩道設置率 37 4 学校数 22 6
車道面積 27 5 学校密度 19 6
歩道面積 21 6 教員数 18 6
整備率 30 5 スポーツ 運動施設数 36 4
舗装率 35 4 公園数 35 4
歩道設置率 39 3 公園面積 12 7
車道面積 31 5 医療施設数 23 6
処理能力 1 10 医療施設密度 22 6
不法投棄 45 2 高齢者福祉 26 5
焼却能力 35 4 障害者福祉 33 4
粗大ゴミ 7 8 児童施設 26 5
最終処分 15 7 児童教員 17 6
水洗化率 23 6 煤煙施設 41 3
接続人口 42 3 粉塵施設 36 4
整備面積 40 3 ＣＯ2吸収 27 5
都市下水 25 5 環境基準 38 3
給水人口 12 7 水道利用 17 6

大気質 38 3

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

三重県 42位

0

2

4
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8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

滋賀県 28位

順位 評価値

27位 5
23位 6
19位 6
25位 5
9位 8
33位 4

医療福祉
環境負荷

総合順位 28位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 33 4 図書館数 9 8
舗装率 7 8 図書館密度 8 8
歩道設置率 11 7 学校数 40 3
車道面積 35 4 学校密度 29 5
歩道面積 36 4 教員数 34 4
整備率 27 5 スポーツ 運動施設数 28 5
舗装率 25 5 公園数 30 5
歩道設置率 25 5 公園面積 31 5
車道面積 32 5 医療施設数 44 2
処理能力 29 5 医療施設密度 23 6
不法投棄 20 6 高齢者福祉 1 10
焼却能力 42 3 障害者福祉 10 8
粗大ゴミ 3 9 児童施設 33 4
最終処分 33 4 児童教員 5 9
水洗化率 20 6 煤煙施設 42 3
接続人口 7 8 粉塵施設 14 7
整備面積 38 3 ＣＯ2吸収 33 4
都市下水 41 3 環境基準 47 1
給水人口 8 8 水道利用 21 6

大気質 1 10

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉

参考資料：自主研究成果　- 99 -



県名 総合順位

滋賀県 28位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

京都府 9位

順位 評価値

43位 2
18位 6
3位 9
16位 6
14位 7
5位 9

医療福祉
環境負荷

総合順位 9位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 31 5 図書館数 23 6
舗装率 32 5 図書館密度 5 9
歩道設置率 14 7 学校数 33 4
車道面積 44 2 学校密度 4 9
歩道面積 44 2 教員数 33 4
整備率 40 3 スポーツ 運動施設数 41 3
舗装率 23 6 公園数 41 3
歩道設置率 34 4 公園面積 7 8
車道面積 39 3 医療施設数 6 8
処理能力 44 2 医療施設密度 4 9
不法投棄 27 5 高齢者福祉 38 3
焼却能力 7 8 障害者福祉 14 7
粗大ゴミ 17 6 児童施設 18 6
最終処分 7 8 児童教員 36 4
水洗化率 12 7 煤煙施設 20 6
接続人口 6 8 粉塵施設 5 9
整備面積 4 9 ＣＯ2吸収 34 4
都市下水 16 6 環境基準 8 8
給水人口 4 9 水道利用 20 6

大気質 19 6

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

京都府 9位
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

大阪府 23位

順位 評価値

15位 7
39位 3
2位 10
37位 4
10位 8
40位 3

医療福祉
環境負荷

総合順位 23位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 2 10 図書館数 43 2
舗装率 1 10 図書館密度 2 10
歩道設置率 2 10 学校数 45 2
車道面積 47 1 学校密度 2 10
歩道面積 47 1 教員数 44 2
整備率 31 5 スポーツ 運動施設数 47 1
舗装率 8 8 公園数 45 2
歩道設置率 5 9 公園面積 3 9
車道面積 46 1 医療施設数 4 9
処理能力 47 1 医療施設密度 2 10
不法投棄 16 6 高齢者福祉 24 6
焼却能力 2 10 障害者福祉 32 5
粗大ゴミ 25 5 児童施設 24 6
最終処分 46 1 児童教員 43 2
水洗化率 7 8 煤煙施設 13 7
接続人口 3 9 粉塵施設 3 9
整備面積 10 8 ＣＯ2吸収 46 1
都市下水 9 8 環境基準 43 2
給水人口 1 10 水道利用 47 1

大気質 13 7

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

大阪府 23位

0

2
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8
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

兵庫県 12位

順位 評価値

35位 4
2位 10
5位 9
37位 4
28位 5
17位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 12位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 22 6 図書館数 44 2
舗装率 22 6 図書館密度 16 6
歩道設置率 9 8 学校数 42 3
車道面積 40 3 学校密度 7 8
歩道面積 42 3 教員数 39 3
整備率 22 6 スポーツ 運動施設数 44 2
舗装率 40 3 公園数 17 6
歩道設置率 29 5 公園面積 6 8
車道面積 37 4 医療施設数 10 8
処理能力 45 2 医療施設密度 5 9
不法投棄 14 7 高齢者福祉 32 5
焼却能力 4 9 障害者福祉 40 3
粗大ゴミ 6 8 児童施設 27 5
最終処分 5 9 児童教員 41 3
水洗化率 4 9 煤煙施設 19 6
接続人口 4 9 粉塵施設 37 4
整備面積 5 9 ＣＯ2吸収 37 4
都市下水 45 2 環境基準 7 8
給水人口 3 9 水道利用 28 5

大気質 9 8

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉

参考資料：自主研究成果　- 105 -



県名 総合順位

兵庫県 12位
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量
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8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
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10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0
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4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質

参考資料：自主研究成果　- 106 -



県名 総合順位

奈良県 16位

順位 評価値

46位 1
16位 6
15位 7
9位 8
8位 8
13位 7

医療福祉
環境負荷

総合順位 16位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 41 3 図書館数 30 5
舗装率 31 5 図書館密度 10 8
歩道設置率 25 5 学校数 37 4
車道面積 34 4 学校密度 9 8
歩道面積 35 4 教員数 30 5
整備率 46 1 スポーツ 運動施設数 37 4
舗装率 26 5 公園数 14 7
歩道設置率 45 2 公園面積 4 9
車道面積 33 4 医療施設数 22 6
処理能力 20 6 医療施設密度 9 8
不法投棄 39 3 高齢者福祉 3 9
焼却能力 9 8 障害者福祉 36 4
粗大ゴミ 9 8 児童施設 12 7
最終処分 31 5 児童教員 8 8
水洗化率 13 7 煤煙施設 7 8
接続人口 14 7 粉塵施設 2 10
整備面積 44 2 ＣＯ2吸収 29 5
都市下水 20 6 環境基準 37 4
給水人口 7 8 水道利用 35 4

大気質 29 5

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

奈良県 16位
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積
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ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量
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水問題
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公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
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教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数
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8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

和歌山県 35位

順位 評価値

47位 1
26位 5
44位 2
18位 6
3位 9
23位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 35位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 46 1 図書館数 25 5
舗装率 21 6 図書館密度 27 5
歩道設置率 44 2 学校数 6 8
車道面積 32 5 学校密度 10 8
歩道面積 30 5 教員数 7 8
整備率 45 2 スポーツ 運動施設数 23 6
舗装率 38 3 公園数 43 2
歩道設置率 46 1 公園面積 39 3
車道面積 20 6 医療施設数 2 10
処理能力 31 5 医療施設密度 13 7
不法投棄 25 5 高齢者福祉 10 8
焼却能力 1 10 障害者福祉 15 7
粗大ゴミ 43 2 児童施設 4 9
最終処分 34 4 児童教員 22 6
水洗化率 41 3 煤煙施設 18 6
接続人口 46 1 粉塵施設 46 1
整備面積 47 1 ＣＯ2吸収 17 6
都市下水 43 2 環境基準 9 8
給水人口 2 10 水道利用 24 6

大気質 22 6

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

和歌山県 35位
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量
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水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道
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教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数
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医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

鳥取県 1位

順位 評価値

1位 10
28位 5
17位 6
4位 9
2位 10
8位 8

医療福祉
環境負荷

総合順位 1位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 13 7 図書館数 14 7
舗装率 10 8 図書館密度 28 5
歩道設置率 24 6 学校数 14 7
車道面積 24 6 学校密度 30 5
歩道面積 20 6 教員数 4 9
整備率 5 9 スポーツ 運動施設数 2 10
舗装率 12 7 公園数 18 6
歩道設置率 14 7 公園面積 33 4
車道面積 3 9 医療施設数 11 7
処理能力 10 8 医療施設密度 27 5
不法投棄 12 7 高齢者福祉 4 9
焼却能力 34 4 障害者福祉 3 9
粗大ゴミ 46 1 児童施設 1 10
最終処分 32 5 児童教員 3 9
水洗化率 27 5 煤煙施設 23 6
接続人口 26 5 粉塵施設 13 7
整備面積 22 6 ＣＯ2吸収 11 7
都市下水 18 6 環境基準 41 3
給水人口 14 7 水道利用 29 5

大気質 1 10

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

鳥取県 1位
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0
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4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量
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水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
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教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

島根県 3位

順位 評価値

13位 7
2位 10
43位 2
1位 10
6位 8
17位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 3位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 34 4 図書館数 5 9
舗装率 35 4 図書館密度 24 6
歩道設置率 41 3 学校数 2 10
車道面積 3 9 学校密度 22 6
歩道面積 4 9 教員数 2 10
整備率 23 6 スポーツ 運動施設数 5 9
舗装率 14 7 公園数 7 8
歩道設置率 37 4 公園面積 44 2
車道面積 1 10 医療施設数 9 8
処理能力 2 10 医療施設密度 31 5
不法投棄 1 10 高齢者福祉 8 8
焼却能力 47 1 障害者福祉 4 9
粗大ゴミ 10 8 児童施設 17 6
最終処分 16 6 児童教員 1 10
水洗化率 42 3 煤煙施設 22 6
接続人口 44 2 粉塵施設 35 4
整備面積 39 3 ＣＯ2吸収 5 9
都市下水 32 5 環境基準 41 3
給水人口 30 5 水道利用 39 3

大気質 1 10

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

島根県 3位
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8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

岡山県 35位

順位 評価値

39位 3
28位 5
35位 4
16位 6
14位 7
33位 4

医療福祉
環境負荷

総合順位 35位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 43 2 図書館数 19 6
舗装率 33 4 図書館密度 26 5
歩道設置率 45 2 学校数 24 6
車道面積 23 6 学校密度 26 5
歩道面積 10 8 教員数 24 6
整備率 39 3 スポーツ 運動施設数 30 5
舗装率 22 6 公園数 11 7
歩道設置率 41 3 公園面積 20 6
車道面積 22 6 医療施設数 12 7
処理能力 38 3 医療施設密度 17 6
不法投棄 10 8 高齢者福祉 9 8
焼却能力 20 6 障害者福祉 34 4
粗大ゴミ 38 3 児童施設 22 6
最終処分 30 5 児童教員 18 6
水洗化率 38 3 煤煙施設 29 5
接続人口 32 5 粉塵施設 45 2
整備面積 37 4 ＣＯ2吸収 22 6
都市下水 18 6 環境基準 17 6
給水人口 25 5 水道利用 15 7

大気質 32 5

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
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医
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福
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一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

岡山県 35位
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図書館
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都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積
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義務教育

学校数
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施設数

児童福祉

指導者数
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環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)
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県名 総合順位

広島県 23位

順位 評価値

24位 6
16位 6
26位 5
22位 6
24位 6
23位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 23位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 32 5 図書館数 36 4
舗装率 17 6 図書館密度 23 6
歩道設置率 23 6 学校数 23 6
車道面積 37 4 学校密度 11 7
歩道面積 37 4 教員数 34 4
整備率 15 7 スポーツ 運動施設数 33 4
舗装率 11 7 公園数 23 6
歩道設置率 17 6 公園面積 11 7
車道面積 30 5 医療施設数 8 8
処理能力 4 9 医療施設密度 11 7
不法投棄 7 8 高齢者福祉 28 5
焼却能力 37 4 障害者福祉 22 6
粗大ゴミ 34 4 児童施設 29 5
最終処分 26 5 児童教員 40 3
水洗化率 24 6 煤煙施設 21 6
接続人口 16 6 粉塵施設 39 3
整備面積 18 6 ＣＯ2吸収 26 5
都市下水 26 5 環境基準 19 6
給水人口 35 4 水道利用 27 5

大気質 8 8

評価指標
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評価指標

市町村道
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県名 総合順位

広島県 23位
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0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数
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医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0
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6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

山口県 19位

順位 評価値

19位 6
5位 9
37位 4
6位 8
19位 6
38位 3

医療福祉
環境負荷

総合順位 19位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 21 6 図書館数 11 7
舗装率 4 9 図書館密度 19 6
歩道設置率 18 6 学校数 11 7
車道面積 29 5 学校密度 18 6
歩道面積 31 5 教員数 12 7
整備率 37 4 スポーツ 運動施設数 19 6
舗装率 15 7 公園数 16 6
歩道設置率 27 5 公園面積 24 6
車道面積 21 6 医療施設数 13 7
処理能力 6 8 医療施設密度 18 6
不法投棄 4 9 高齢者福祉 32 5
焼却能力 25 5 障害者福祉 23 6
粗大ゴミ 19 6 児童施設 14 7
最終処分 22 6 児童教員 33 4
水洗化率 29 5 煤煙施設 35 4
接続人口 25 5 粉塵施設 44 2
整備面積 33 4 ＣＯ2吸収 20 6
都市下水 37 4 環境基準 23 6
給水人口 37 4 水道利用 16 6

大気質 28 5

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

山口県 19位
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積
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6

8
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ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量
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水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
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教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数
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医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

徳島県 29位

順位 評価値

45位 2
39位 3
47位 1
9位 8
1位 10
4位 9

医療福祉
環境負荷

総合順位 29位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 44 2 図書館数 8 8
舗装率 34 4 図書館密度 17 6
歩道設置率 47 1 学校数 4 9
車道面積 16 6 学校密度 15 7
歩道面積 12 7 教員数 5 9
整備率 47 1 スポーツ 運動施設数 24 6
舗装率 28 5 公園数 44 2
歩道設置率 47 1 公園面積 41 3
車道面積 15 7 医療施設数 3 9
処理能力 13 7 医療施設密度 16 6
不法投棄 33 4 高齢者福祉 2 10
焼却能力 33 4 障害者福祉 11 7
粗大ゴミ 16 6 児童施設 5 9
最終処分 44 2 児童教員 2 10
水洗化率 22 6 煤煙施設 26 5
接続人口 47 1 粉塵施設 31 5
整備面積 46 1 ＣＯ2吸収 14 7
都市下水 36 4 環境基準 10 8
給水人口 34 4 水道利用 8 8

大気質 1 10

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

徳島県 29位
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積
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ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量
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焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量
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水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
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教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数
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医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質

参考資料：自主研究成果　- 122 -



県名 総合順位

香川県 38位

順位 評価値

15位 7
34位 4
33位 4
18位 6
24位 6
47位 1

医療福祉
環境負荷

総合順位 38位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 18 6 図書館数 22 6
舗装率 3 9 図書館密度 25 5
歩道設置率 33 4 学校数 28 5
車道面積 33 4 学校密度 23 6
歩道面積 34 4 教員数 16 6
整備率 12 7 スポーツ 運動施設数 29 5
舗装率 1 10 公園数 9 8
歩道設置率 20 6 公園面積 35 4
車道面積 25 5 医療施設数 21 6
処理能力 12 7 医療施設密度 15 7
不法投棄 40 3 高齢者福祉 17 6
焼却能力 27 5 障害者福祉 29 5
粗大ゴミ 41 3 児童施設 36 4
最終処分 23 6 児童教員 19 6
水洗化率 36 4 煤煙施設 31 5
接続人口 41 3 粉塵施設 41 3
整備面積 42 3 ＣＯ2吸収 38 3
都市下水 21 6 環境基準 44 2
給水人口 9 8 水道利用 46 1

大気質 34 4

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

香川県 38位
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交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積
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8
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ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量
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水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
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教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数
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医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

愛媛県 38位

順位 評価値

43位 2
28位 5
41位 3
25位 5
14位 7
20位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 38位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 36 4 図書館数 27 5
舗装率 18 6 図書館密度 29 5
歩道設置率 43 2 学校数 17 6
車道面積 28 5 学校密度 20 6
歩道面積 29 5 教員数 15 7
整備率 41 3 スポーツ 運動施設数 34 4
舗装率 39 3 公園数 20 6
歩道設置率 43 2 公園面積 36 4
車道面積 13 7 医療施設数 15 7
処理能力 16 6 医療施設密度 19 6
不法投棄 28 5 高齢者福祉 21 6
焼却能力 38 3 障害者福祉 24 6
粗大ゴミ 20 6 児童施設 23 6
最終処分 29 5 児童教員 24 6
水洗化率 37 4 煤煙施設 17 6
接続人口 38 3 粉塵施設 28 5
整備面積 26 5 ＣＯ2吸収 21 6
都市下水 38 3 環境基準 22 6
給水人口 33 4 水道利用 7 8

大気質 40 3

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育
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医
療
福
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環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

愛媛県 38位
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処理能力
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最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館
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都市公園

面積

0
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整備面積

都市下水道

整備面積
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義務教育

学校数

義務教育
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義務教育
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施設数
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施設数
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指導者数
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環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

高知県 3位

順位 評価値

39位 3
5位 9
44位 2
2位 10
3位 9
2位 10

医療福祉
環境負荷

総合順位 3位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 45 2 図書館数 6 8
舗装率 28 5 図書館密度 20 6
歩道設置率 46 1 学校数 1 10
車道面積 17 6 学校密度 12 7
歩道面積 17 6 教員数 1 10
整備率 43 2 スポーツ 運動施設数 26 5
舗装率 16 6 公園数 37 4
歩道設置率 40 3 公園面積 18 6
車道面積 4 9 医療施設数 17 6
処理能力 9 8 医療施設密度 29 5
不法投棄 3 9 高齢者福祉 5 9
焼却能力 6 8 障害者福祉 6 8
粗大ゴミ 44 2 児童施設 2 10
最終処分 12 7 児童教員 4 9
水洗化率 43 2 煤煙施設 9 8
接続人口 45 2 粉塵施設 20 6
整備面積 34 4 ＣＯ2吸収 3 9
都市下水 22 6 環境基準 16 6
給水人口 41 3 水道利用 4 9

大気質 20 6

評価指標
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評価指標

市町村道
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県名 総合順位

高知県 3位
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交通問題
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ゴミ問題 再資源化

処理能力
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図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

福岡県 12位

順位 評価値

27位 5
2位 10
19位 6
31位 5
10位 8
35位 4

医療福祉
環境負荷

総合順位 12位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 16 6 図書館数 41 3
舗装率 19 6 図書館密度 13 7
歩道設置率 8 8 学校数 39 3
車道面積 43 2 学校密度 8 8
歩道面積 43 2 教員数 40 3
整備率 18 6 スポーツ 運動施設数 38 3
舗装率 20 6 公園数 28 5
歩道設置率 10 8 公園面積 5 9
車道面積 40 3 医療施設数 7 8
処理能力 8 8 医療施設密度 7 8
不法投棄 32 5 高齢者福祉 13 7
焼却能力 13 7 障害者福祉 25 5
粗大ゴミ 13 7 児童施設 27 5
最終処分 9 8 児童教員 30 5
水洗化率 30 5 煤煙施設 10 8
接続人口 10 8 粉塵施設 32 5
整備面積 9 8 ＣＯ2吸収 41 3
都市下水 30 5 環境基準 34 4
給水人口 43 2 水道利用 31 5

大気質 26 5

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

福岡県 12位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

佐賀県 31位

順位 評価値

4位 9
34位 4
40位 3
44位 2
19位 6
20位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 31位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 6 8 図書館数 33 4
舗装率 2 10 図書館密度 38 3
歩道設置率 21 6 学校数 25 5
車道面積 22 6 学校密度 36 4
歩道面積 26 5 教員数 25 5
整備率 28 5 スポーツ 運動施設数 11 7
舗装率 3 9 公園数 29 5
歩道設置率 13 7 公園面積 47 1
車道面積 28 5 医療施設数 18 6
処理能力 24 6 医療施設密度 32 5
不法投棄 13 7 高齢者福祉 19 6
焼却能力 43 2 障害者福祉 18 6
粗大ゴミ 22 6 児童施設 15 7
最終処分 42 3 児童教員 26 5
水洗化率 46 1 煤煙施設 12 7
接続人口 43 2 粉塵施設 18 6
整備面積 43 2 ＣＯ2吸収 36 4
都市下水 1 10 環境基準 31 5
給水人口 32 5 水道利用 26 5

大気質 15 7

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉

参考資料：自主研究成果　- 131 -



県名 総合順位

佐賀県 31位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

長崎県 5位

順位 評価値

26位 5
5位 9
26位 5
12位 7
3位 9
13位 7

医療福祉
環境負荷

総合順位 5位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 42 3 図書館数 39 3
舗装率 12 7 図書館密度 32 5
歩道設置率 31 5 学校数 9 8
車道面積 15 7 学校密度 13 7
歩道面積 27 5 教員数 14 7
整備率 20 6 スポーツ 運動施設数 9 8
舗装率 42 3 公園数 25 5
歩道設置率 22 6 公園面積 17 6
車道面積 24 6 医療施設数 5 9
処理能力 14 7 医療施設密度 14 7
不法投棄 6 8 高齢者福祉 16 6
焼却能力 5 9 障害者福祉 1 10
粗大ゴミ 35 4 児童施設 15 7
最終処分 19 6 児童教員 10 8
水洗化率 44 2 煤煙施設 5 9
接続人口 27 5 粉塵施設 23 6
整備面積 15 7 ＣＯ2吸収 32 5
都市下水 14 7 環境基準 24 6
給水人口 17 6 水道利用 30 5

大気質 25 5

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

長崎県 5位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

熊本県 16位

順位 評価値

15位 7
41位 3
19位 6
37位 4
10位 8
5位 9

医療福祉
環境負荷

総合順位 16位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 29 5 図書館数 35 4
舗装率 13 7 図書館密度 37 4
歩道設置率 40 3 学校数 20 6
車道面積 13 7 学校密度 32 5
歩道面積 22 6 教員数 23 6
整備率 19 6 スポーツ 運動施設数 25 5
舗装率 5 9 公園数 39 3
歩道設置率 26 5 公園面積 27 5
車道面積 12 7 医療施設数 19 6
処理能力 11 7 医療施設密度 30 5
不法投棄 18 6 高齢者福祉 7 8
焼却能力 46 1 障害者福祉 9 8
粗大ゴミ 45 2 児童施設 24 6
最終処分 18 6 児童教員 27 5
水洗化率 31 5 煤煙施設 15 7
接続人口 22 6 粉塵施設 15 7
整備面積 16 6 ＣＯ2吸収 23 6
都市下水 1 10 環境基準 20 6
給水人口 47 1 水道利用 9 8

大気質 30 5

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

熊本県 16位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
上水道

接続人口
2

4

6

8

10

教育・文化

図書館

密度

図書館数

都市公園

面積

0

公共下水道

整備面積

都市下水道

整備面積

0

2
義務教育

学校数

義務教育

学校密度

義務教育

教員数

スポーツ

施設数

都市公園

施設数

0

2

4

6

8

10

医療福祉 一般医療

施設数

一般医療

施設密度

高齢者福祉

施設数

障害者福祉

施設数

児童福祉

施設数

児童福祉

指導者数

0

2

4

6

8

10

環境負荷
煤煙発生

施設数

粉塵発生

施設数

ＣＯ2発生

(森林面積)

水質

環境基準満足

水質

水道利用

大気質
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県名 総合順位

大分県 8位

順位 評価値

6位 8
8位 8
41位 3
13位 7
7位 8
20位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 8位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 20 6 図書館数 28 5
舗装率 8 8 図書館密度 35 4
歩道設置率 30 5 学校数 7 8
車道面積 12 7 学校密度 24 6
歩道面積 16 6 教員数 7 8
整備率 14 7 スポーツ 運動施設数 21 6
舗装率 13 7 公園数 27 5
歩道設置率 30 5 公園面積 26 5
車道面積 8 8 医療施設数 16 6
処理能力 27 5 医療施設密度 28 5
不法投棄 8 8 高齢者福祉 6 8
焼却能力 23 6 障害者福祉 2 10
粗大ゴミ 21 6 児童施設 7 8
最終処分 10 8 児童教員 14 7
水洗化率 33 4 煤煙施設 14 7
接続人口 39 3 粉塵施設 47 1
整備面積 45 2 ＣＯ2吸収 16 6
都市下水 7 8 環境基準 13 7
給水人口 45 2 水道利用 13 7

大気質 23 6

評価指標

交
通
問
題

ゴ
ミ
問
題

水
問
題

教
育
・
文
化

生涯教育

義務教育

公園

医
療
福
祉

一般医療

一般国道＋
　都道府県道

再資源化

ゴミ処理

公共下水道

児童福祉

環
境
負
荷

水質

評価指標

市町村道

水問題

教育・文化

医療福祉
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県名 総合順位

大分県 8位

0

2

4

6

8

10

交通問題
市町村道

整備率

市町村道

舗装率

市町村道

歩道設置率

市町村道

車道面積

市町村道

歩道面積
国道等

整備率

国道等

舗装率

国道等

歩道設置率

国道等

車道面積

0

2

4

6

8

10

ゴミ問題 再資源化

処理能力

不法投棄

残存量

一般ゴミ

焼却能力
粗大ゴミ

処理能力

最終処分場

残余量

2

4

6

8

10
水問題

水洗化率

公共下水道

接続人口
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県名 総合順位

宮崎県 12位

順位 評価値

8位 8
41位 3
31位 5
22位 6
19位 6
1位 10

医療福祉
環境負荷

総合順位 12位

総合評価
分野

交通問題
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水問題

教育・文化
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4
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6
7
8
9
10

交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 35 4 図書館数 38 3
舗装率 23 6 図書館密度 42 3
歩道設置率 29 5 学校数 16 6
車道面積 7 8 学校密度 33 4
歩道面積 8 8 教員数 20 6
整備率 33 4 スポーツ 運動施設数 14 7
舗装率 2 10 公園数 2 10
歩道設置率 19 6 公園面積 30 5
車道面積 19 6 医療施設数 20 6
処理能力 39 3 医療施設密度 35 4
不法投棄 9 8 高齢者福祉 25 5
焼却能力 41 3 障害者福祉 30 5
粗大ゴミ 40 3 児童施設 8 8
最終処分 25 5 児童教員 13 7
水洗化率 35 4 煤煙施設 8 8
接続人口 34 4 粉塵施設 24 6
整備面積 28 5 ＣＯ2吸収 7 8
都市下水 15 7 環境基準 6 8
給水人口 28 5 水道利用 3 9

大気質 1 10
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県名 総合順位

鹿児島県 1位

順位 評価値

1位 10
1位 10
30位 5
5位 9
10位 8
23位 6

医療福祉
環境負荷

総合順位 1位

総合評価
分野
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ゴミ問題
水問題
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交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 7 8 図書館数 15 7
舗装率 16 6 図書館密度 33 4
歩道設置率 28 5 学校数 3 9
車道面積 5 9 学校密度 28 5
歩道面積 14 7 教員数 3 9
整備率 8 8 スポーツ 運動施設数 12 7
舗装率 6 8 公園数 19 6
歩道設置率 23 6 公園面積 32 5
車道面積 10 8 医療施設数 14 7
処理能力 19 6 医療施設密度 39 3
不法投棄 5 9 高齢者福祉 15 7
焼却能力 11 7 障害者福祉 8 8
粗大ゴミ 30 5 児童施設 10 8
最終処分 1 10 児童教員 31 5
水洗化率 40 3 煤煙施設 16 6
接続人口 40 3 粉塵施設 26 5
整備面積 30 5 ＣＯ2吸収 18 6
都市下水 1 10 環境基準 14 7
給水人口 27 5 水道利用 12 7

大気質 45 2
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県名 総合順位
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県名 総合順位

沖縄県 19位

順位 評価値

8位 8
34位 4
3位 9
35位 4
37位 4
13位 7

医療福祉
環境負荷

総合順位 19位

総合評価
分野

交通問題
ゴミ問題
水問題

教育・文化
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交通問題

ゴミ問題環境負荷

分野 順位 評価値 分野 順位 評価値

整備率 17 6 図書館数 21 6
舗装率 20 6 図書館密度 21 6
歩道設置率 4 9 学校数 36 4
車道面積 41 3 学校密度 14 7
歩道面積 38 3 教員数 38 3
整備率 3 9 スポーツ 運動施設数 39 3
舗装率 10 8 公園数 33 4
歩道設置率 1 10 公園面積 21 6
車道面積 38 3 医療施設数 46 1
処理能力 21 6 医療施設密度 20 6
不法投棄 26 5 高齢者福祉 41 3
焼却能力 40 3 障害者福祉 28 5
粗大ゴミ 42 3 児童施設 18 6
最終処分 13 7 児童教員 37 4
水洗化率 9 8 煤煙施設 1 10
接続人口 15 7 粉塵施設 8 8
整備面積 8 8 ＣＯ2吸収 39 3
都市下水 1 10 環境基準 39 3
給水人口 24 6 水道利用 45 2

大気質 1 10
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県名 総合順位
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